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第1章序 論

1. 1 研究の背景と目的

人間活動と環境の関係を考える上で，物質の消費を切り離すことは出来ない。現代の社

会経済システムは何らかの形で、エネルギーやマテリアルを消費することで成り立っており，

そうしたシステムの下で社会に蓄積された都市構造物や耐久消費財のストックは，否応な

く人々の生活を規定し，人と自然の関係性の中に常に介在する。

膨張を続ける市場経済の中にあって， BRICs はここ 10 数年間急激にその市場における重

要性を増してきた。ブラジル，ロシア，インド，中国からなるこのグループは，その大き

な人口から購買力の旺盛な巨大な中間所得層を生み出しつつあり，資源・エネルギーの両

面で既に世界の資源・エネルギー需給に大きな影響を与えつつある (Wilson et al. ， 2010) 。

一方で，急激な経済の成長は様々な社会的・経済的な歪みも生み出している。急激に増大

する電気・電子機器への需要に対し，未整備なままの廃電気・電子機器 (E-waste) の処理

システムは， e-waste のリサイクル集積地において深刻な環境汚染を引き起こしている

(Huo et al.， 2007; Chen ， 2005) 。都市部における自動車普及の進展は，交通渋滞の頻発と

排出される 802 ，NOx ， VOC (Volatile Organic Compounds) などによる大気汚染により都

市の環境を悪化させている (Liu et al.， 2011; Che et al.， 2011) 。また，部小平の先富論に

より生み出された成長による利益配分の不公平性も重大な社会的課題であり，今後の社会

格差の是正が期待されている。先進国社会は産業化以降，気候変動や資源枯渇等，様々な

グローパルあるいはローカルな環境問題に直面してきており，今後経済が成長する国々に

おいてはこうした先進国で適用されてきた対応策を予め社会に構築していく必要があると

いえる。

現在の BRICs ，特に中国の直面する課題の多くは技術的な対応により一定の改善が可能

である。例えば， e-waste の処理に伴う環境汚染であれば，既に欧米や我が国において機器

の処理のための技術及び法制度は確立されており，これらを適切に導入することにより，

改善が期待できる。また，自動車による大気汚染の問題も高効率な排ガス処理装置の付与

や，高効率な燃焼技術，ハイブリッド自動車の導入等により，問題が完全に解決されると

まではいかなくとも，汚染の状況はかなり改善されると思われる。しかし，一方でこうし

た技術の導入に対して，現実的には様々な障壁が存在する。経済的な問題は言うまでもな

く，法制度の整備に対する現場での法執行能力の低さや，先進国で開発されたシステムゆ

えの高コスト構造などが，こうした技術的な方策による解決を妨げている (He et al.， 2006) 。

また，技術を更新する場合，既存の機器・設備は廃棄されなければならず，この際に大量

の廃棄物の発生と資源の投入が必要となると共に，現実には低効率な機器が中古品として

出回り機器の総量が増加するにすぎない可能性もある。このように技術の更新に当たって
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は，単に機器を置き換えその効率が向上するだけでなく，現実的には様々な問題が絡みあ

っているといえる。そこで本研究では，このような技術の更新と既存ストックの適切な利

活用の方策について分析し，環境計画の視点から見た提言を行う。

効果的なストックの利活用のために考慮するべき点として本研究では，都市ストックの

階層性，効率の向上が見込まれる革新的技術の適切な導入， リユースとリサイクルを含む

廃棄物処理による資源管理，機器更新施策の経済的な実現性の 4 点に着目した。既存のス

トックを適切に利用し更新することでより効率的な技術を効果的に取り入れていく必要が

ある。一方で，経済格差の深刻なこうした新興国では設備・機器は中古品としての価値を

持ち，リユースも含む適切な製品循環のマネジメントが不可欠といえる。本研究では，都

市ストックの階層性を考慮、し，大きく異なる複数の設備・機器の更新を事例として分析し

た。一つは中国における石炭火力発電設備であり，もう一つは家庭で利用されるエネルギ

ー消費機器 (EuP: Energy using Product) を取り上げ，その中から特に家電製品と自動車

を選択し，革新的技術の導入と既存ストックの利活用，という観点、から設備・機器の更新

による環境負荷低減効果とその経済性に関する分析を行った。

1. 2 論文の構成

本論文の構成を図 1・1 に示す。本論文は 6 章で構成されている。序章では， BRICs の一

国である中国において，適切な技術の導入とストックのマネジメントの必要性を述べ，そ

の上で筆者の着眼点と本研究の目的を提示した。第 2 章では，こうした技術の更新と既存

ストックの利活用について既存の研究成果に基づき，本研究のアプローチを示す。すでに

示した筆者の着眼点について詳述し，本研究の分析対象となる設備・機器に関する現状と

既往研究について整理する。

第 3 章から第 5 章ではこれらの背景に基づき， 3 つの設備・機器についての分析を行う。

第 3 章では，石炭火力発電設備の更新に関する分析の手法と結果を示す。石炭火力発電技

術は現在世界的にもその技術革新が注目されており，今後のエネルギー効率の向上が期待

できる。本研究では，今後中国に導入されうる技術として，中国の国内技術(現在と将来

利用可能になるもの)と先進国からの技術移転により利用可能になる技術(同様に現在と

将来利用可能になるもの)を考慮、し，どの技術をいつの時点、で導入するかに関する代替案

を構築した。さらに既存の発電設備に対しても補修による延命利用，改修による高効率化

の上での延命利用と，随時更新の各代替案を設定し，これらの違いによる C02 排出削減量

とその削減費用を評価した。

第 4 章と第 5 章では，家庭用のエネルギー消費機器を事例として取り上げた。家庭用エ

ネルギー消費機器は，発電設備のような大規模で比較的少数な設備と異なり，技術導入に

あたっての意思決定主体が多様な価値観を持つ消費者であり，また政府の規制も必ずしも
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効果的に消費者の行動を規定する法執行力を持たない。そのため，技術選択とストック利

活用に関する意思決定プロセスはより複雑化すると考えられる。そこで，本研究では消費

者の行動傾向を類型化することで，こうした選択における代替案を設定することにした。

消費形態を，既存の文献と現地でのアンケート調査により分類し，将来の消費形態を設定

し，製品の循環をモデ、ル化した。第 4 章で消費形態を構築し，家電製品を対象とするモデ

ル分析を行った。得られた知見を元に，第 5 章においてその消費形態をさらに拡張し自動

車の利用に適用した。一方，消費形態を評価するモデルは，第 4 章において家電製品を対

象に製品循環モデルを構築し，製品の保有台数の推計と購入・廃棄行動の分析を行い， C02 

排出量と廃棄物発生量について評価した。第 5 章おいても同様のモデル構築を行い，自動

車を対象に C02 排出量と資源消費構造の変化を評価した。以上の結果を受けて第 6 章にお

いて，全体の統括と第 2 章で述べた筆者の着眼点から，革新的技術の導入と既存ストック

の導入に関し考察と提言を行い，今後の課題を述べた。

第1章序論

第6章技術更新と既存ストックの利活用に
関する考察

図 1・1 本論文の構成
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第2章革新的技術の普及と既存ストックの利活用

2.1 緒言

急速な成長を遂げる中国において，環境負荷低減のための技術導入は不可欠である。一

方で，国内の技術力は必ずしも十分とは言えず，先進国からの技術の移転が必要だが，い

つ，どの技術を，どの程度のコストをかけて，という点に関しては，多くの不確実性下で

の意思決定が求められ，単純には決められない課題である。一方で，技術の導入は既存の

ストックの廃棄を伴い，静脈系システムの未成熟な中国では深刻な環境汚染を伴う可能性

が高い。対象となる機器によっては中古品の利用へのニーズも高く，技術の導入とセット

で使用済みとなる製品の扱いを議論する必要がある。既存の研究では，導入される新技術

の導入可能性の検討や技術システムの移行に関する研究は豊富に行われているが，すでに

膨大な量となりつつある既存のストックの利活用に触れた事例は少なく，技術の導入と既

存ストックの利活用を併せて議論する必要がある。

本章ではこうした中国を取り巻く状況を概説するとともに，技術導入・既存ストックの

利活用における本研究での着眼点を示す (2.2 節)。ついで，とくに分析の対象となる石炭

火力発電設備，及び家庭用エネルギー消費機器で、ある家電製品と自動車を選定し，各設備・

機器を取り巻く既存研究の整理を行う (2.3 節， 2.4節)。

2.2 BRICs の台頭と成長のひずみ

2.2.1 BRICs の台頭と一足飛びの発展

1992 年の世界サミットにおいて，持続可能な開発 (SD: Sustainable Development) の

概念が国際社会に提唱されてから 20 年が経とうとしている。しかし，世界の温室効果ガス

(GHGs: Greenhouse Gases) 排出量は 2008 年において 29.6 Gt.C02eq であり，また 2010

年 1，240Mt の粗鋼， 3，300Mt のセメントが消費され，気候の安定化・大量消費社会からの

脱却という観点で，持続可能な社会への到達はまだ先のことといえる (UNSD ，2011; USGS ， 

2011) 。気候変動や資源枯渇などの地球規模の課題において，先進国の歴史的な責任は重く，

“共通だが差異ある責任" (Common but differentiated responsibility) (UN ， 1992) の原

則に基づき各国が共同で対処していく必要があることは言うまでもない。一方で，中国は

2007 年に米国を抜き世界最大の GHGs 排出国となり，さらに世界の鉄生産の 45% ，セメ

ント生産の 55% を占める。今後世界の経済成長の中心は，中国をはじめとする BRICs にあ

るといわれており，これらの国々をいかに環境低負荷型の経済に軟着陸させるかは，少な

くとも今後半世紀の重要の課題といえる。
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新興国の一つの特徴は，急速に増えつつある中間所得層の存在と，一方で依然として横

たわる大きな国内経済格差にある。 2000 年以降の 10 年間で，世界経済に占めるシェアは

116 から 114 に増加し，所得が 6，000 US$I 年以上の人口も今後 10 年でほぼ倍増すること

(Wilson et al.， 2010) 。しかし，ジニ係数で見るとブラジル 0.57 ，ロシ

ア 0.4 0，インド 0.37 ，中国 0.4 7 と高い水準となっている (Rapid Intelligence ， 2011) 。経

済格差を内包しつつ経済が拡大する状況下では，低所得層を中心に低価格だが手の届く機

器への需要が爆発的に増加する一方で，経済規模の拡大とともにこれまでそうした製品を

利用していた比較的高所得な消費者からは高付加価値な機器への更新需要が増大し先進的

な技術が流入する (Wilson et al.， 2010) 。こうした機器更新は大量の廃棄物を発生させる。

静脈系システムの整備が不十分な新興国市場では，発生した廃棄物は多くの場合非合法な

リサイクルルートに乗り，エネルギー効率の極端に劣る中古品利用，適正なリスク管理の

なされない状況下でのリサイクルなどを通じて，人々の健康や自然環境に深刻な影響を与

えると共に，有用貴金属の喪失など，資源性の面でもリスクも高いといえる(例えば Li ，2011

が予想されている

など)。

顕在化した環境問題の一部は経済の発展と共に終息することも明らかになっている。こ

の考え方は世界銀行のレポート(I BRD ，1992) により一般的に知られるようになり，経済

成長と所得配分の不平等に関して逆 U 字曲掠が成立するとしたクズネッツにちなみ，環境

クズネッツ曲線と呼ばれる(図 2・1)。この考えの基礎にあるのは，経済の発展が進むとそ

の発展による成果を環境問題への対策に振り向けることにより環境問題の改善が促される

というものである。
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環境クズネッツ曲線の概念図

松岡ら(1 998) によると，この仮説の意味するところは次の 4 点に表される。第 1 に，

転換点を迎えるまでは，経済成長と環境質とはトレードオフの関係にあり，経済の成長は

不可避的に環境汚染の増大に帰結する。第 2 に，転換点の後には汚染の増大により環境は
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稀少な財となり，環境の価値付けが高まることで今までのような汚染は続けられなくなる。

また，経済成長による資本蓄積により汚染防止投資も進み，経済成長と公害防止・環境保全

が両立する。第 3 に，途上国は，技術革新による安価で効率的な公害防止機器の開発と利

用，相対的に低汚染型の産業立地による経済成長といった後発の利益を享受することによ

り環境クズネッツ曲線を原点方向へシフトさせることができる。第 4 に，途上国の環境政

策は独自で強力なものは必要なく，経済成長と適合的な政策がよく，むしろ先進国からの

開発援助や直接投資による技術移転が有効である。こうした既往研究事例には，松岡以外

にも 8hafik (1 994) などがあるが，クズネッツ曲線の適用が可能とされる環境指標(例えば

802 には適用されるが， C02 には適用されないなど)は，研究者間での一致をみてはいない。

本研究で重要なことはこうした環境クズネッツ曲線が成立するかどうかではない。開発

途上国の環境負荷の増大を抑制・低減するために必要なことは，環境クズネッツ曲線の存在

を信じ経済が発展することを待つことではなく，その成立如何に関わらず経済指標の変化

に伴い環境指標の変化で表されるこの曲線を，より原点方向に移動させることである。特

に C02 のように大気中に蓄積され，フロー量ではなくその累積量が問題となる環境負荷で

は，短期での環境条件の不可逆性が問題であり，早期対応による累積排出量の低減が望ま

れる。仮説の第 3 及び第 4 にあるように，後発の利益や先進国からの開発援助や技術移転

は，こうした問題に対しクズネッツ曲線の成立の関わらず間違いなく正の影響を与えるも

のと考えられる。

2.2.2 革新的技術の導入を巡る議論: Environmental Modernization とTe chnology
Tr ansition 

多くの研究において草新的技術の導入が環境問題の解決に対して大きく寄与するといわ

れてきた。 8ocolow et al. (2004) によって提唱された "wedge approach" では，既存の技

術や想定される将来の革新的技術の普及やその利用，また森林資源の保全等の個々のの施

策を一つの“wedge" と定義し，想定された 14 の "wedge" のうち 7 施策が実行されるこ

とにより大気中 C02 濃度を 500 :t 50 ppm 以下で安定化させることが可能であるとし

た。 "Wedge" には，自動車の高効率化や，再生可能エネルギー源の利用， CC8 (Carbon 

Capture and 8torage) や原子力発電等の技術が含まれた。技術以外では自動車利用の減少，

森林と農村地域の保全が挙げられたが，これらはあくまで少数で、あった。一方で，技術の

導入が気候変動や資源枯渇等の地球規模の問題解決に大きな影響力を持っていることは確

かであるが，こうした技術のみによる環境問題の解決には技術至上主義 (Technocentrism)

との批判もある (Bailey & Wilson ， 2009) 。特に環境的側面に着目した技術の導入とそれに

合わせた社会情勢の変化は， Environmental Modernization (Mol ， 200 1)と呼ばれ，技術

革新や産業構造のうち環境的合理性に基づく領域の成長が促され，政策的・経済的システ

ムが構造変化を起こすことで適応すると考えられた。当初， Mol (200 1)はこうした考え方

は社会経済が成熟した先進国でのみ適用可能であると考えられたが， Vogel (2003) は，グ
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ローパリゼーションの中で資本市場や国際的合意を通じて，途上国においても同様のメカ

ニズムが働きうることを示した。中国をはじめとする新興国ではこうした動きは既に顕在

化しており，例えば中国やインドにおける風力発電技術の導入が顕著な例といえる。 1990

年代前半にほぼ O であった中国の風力発電設備容量は， 1996 年の Ride the Wind Program 

の実施とともに伸び始め 2003 年の Wind Concession Project の実施後急速に導入量が拡大

した (Ockwell ，20 1O )0 2010 年の世界全体の風力発電設備導入量 3.8GW のうち， 1. 9GW 

が中国国内での導入であり，かっこの巨大な市場と産業の両方を国内に創出した (GWEC ，

2010) 。中国では，これにより 2009 年 22 ，200 人の雇用を創出し，また同様のプロジェク

トにより再生可能エネルギー全体で 1，500 万人の雇用を生み出したという。すなわち，先

進的技術の導入とそれに合わせた社会経済の変化は，新興国である中国において確実に起

こりつつあることを示している。

しかし，先進国において適用された Environmental Modernism は必ずしも同じように

中国においても適用されているとは言えない。中国において現在導入されている風力発電

技術は世界最先端の技術ではない (Ockwell ，20 1O)。これは， Environmental Modernism 

によって生み出される Green Industry のもつ位置づけが，先進国と中国では異なることに

よると考えられる。先進国においては， Green Industry や Green Innovation は将来的な

市場や社会的ニーズによって生み出されると考えられる。一方で，中国の場合はややこれ

とは異なる。まず， Fay (2005) によると，経済開放以降都市部での失業は深刻となりつつ

あり，雇用の確保は社会的に大きなニーズとなっている。こうした雇用の不安定化の要因

は，貨幣化された経済 CKarn et al. 2003; Fay ， 2005; Baker & Schuler ， 2004) ，社会的つな

がりの断絶(B aker & Schuler ， 2004) ，市場競争(Kir onde ，2007) などが言われている。

いずれにせよ，都市部に深刻な雇用不安が広がっており，こうした Green Industry の創出

は，先進国と比較して依然低い賃金水準を考えれば，雇用の面で社会的ニーズと合致して

いるといえる。一方で， Ockwell (201ω は革新的技術の国産化による市場での競争力強化

という観点から，この状況の説明を試みた。すなわち，世界最先端の技術の導入を促進す

る際には，生産の移転による国内の雇用を生み出すことは可能かもしれないが，技術自体

は国内企業のものとならない。一方で，やや遅れた技術であっても現時点の国内技術より

も優れた技術を国産化 (Domestication) し巨大な国内市場で保護することにより，将来的

にその分野で世界における技術革新を牽引し競争力のある製品を開発する能力Ci nnovative

capacity) を，国内に育成することが可能である。風力発電技術は世界的に過当競争となっ

ており，最先端よりも一段遅れた技術を持つ先進国企業の企業価値が，本来の技術力より

も過小評価されており，買収が容易であったという事情が，中国やインドがこうした戦略

をとることを可能にしたといえる (Ockwell ，20 1O)。

このように，環境的合理性からみた技術の位置づけは，技術の国産化や，国内雇用の創

出といった中国国内で、の優先順位とは必ずしも一致しなかった結果といえる。しかし，こ

うした中国における合理性が生み出す結果については，まだ検討が不十分といえる。山口
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ら (2007) は全世界の電力・鉄鋼・セメント産業，および家庭部門のエネルギー消費機器

(EuP) に対して行った分析で，世界的な最先端技術，現地の最高水準の技術の普及を想

定した場合，現地最高水準の技術の普及でも相当量の C02 排出削減が可能であることを示

しており，必ずしも最先端の技術でなくともその環境的効果は無視できないものといえる。

しかし，こうした観点の研究蓄積は少なく，山口ら (2007) の研究もマクロな視点、からの

分析であり，個別の機器・製品に即した分析の詳細化が必要といえた。したがって技術導

入の重要性は変わらずとも，どの技術をいつ導入していくかという点において，中国をは

じめとする BRICs において国益との兼ね合いの中での定量的な議論が必要であるといえる。

2.2.3 効果的なストックの利用をめぐる議論

前節では技術の導入に関する概念を述べた。本節では，技術導入に伴って起こるストッ

クの更新に関して筆者の着眼点を整理する。技術は導入することにより，エネルギーや資

源の消費の削減，有害物質の環境中への排出抑制などの効果を及ぼす。しかし，一方で一

旦導入された技術はストックとして社会に蓄積され，製品の寿命が尽きるまでその影響を

及ぼす。こうした影響はストック効果と呼ばれ，社会資本整備において重要な概念として

用いられてきた。一方で，こうした社会に蓄積されたストックが新たな技術の導入を阻む

ことは Technological Lo ck-in とよばれる (Cowan ，1996)0 2008 年に施行された EU の

EuP 指令 (The eco ・design ofEnergy using Products) (2005/32IEC) は，エネルギー消費

機器のこうした特性を考慮、し，原則としてすべてのエネルギー消費機器にライフサイクル

での評価 (LCA: Li 島 Cycle Assessment) を義務付けている。しかし， LCA はあくまで製

品単体の評価にすぎず，社会全体としてどのようなストックを構築し，構築されたストッ

クをどのように利活用していくか，という観点から技術の選択を行うのはこうした評価で

は難しいといえる。本研究では，この社会全体としてのストックマネジメントという点に

関し，以下の 4 つの視点を用いて考察を深めた。

1点目は，都市活動を支えるストックの階層性である。本研究では都市活動のストックを

図 2・2 のように想定した。下層のストック程規模が大きい傾向があり，ストック更新のス

パンが長くなる。そのため，導入される技術の影響はより長期間にわたって発揮され続け

ることとなる。一方で，上層のストックは比較的短期的に更新され，技術革新に対して柔

軟な対応が可能である。一方で，上層は下層のストックの整備状況により制約を受け，技

術革新の効果をうまく発揮できない可能性や，あるいは思わぬ波及効果を及ぼす可能性も

あるといえる。
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図 2.2 都市ストックの階層構造

2 点目は，将来的に利用可能となる技術も含む高効率技術の導入によるエネルギー利用効

率の向上の観点である。 LCA はあくまで現時点での製品聞を製品の寿命まで使用すること

を想定した上での分析である。一方，時間の概念を単なる製品寿命から現実の時間軸へと

拡張し，製品寿命も操作可能な変数と考える場合，単純に製品単体を対象として比較する

LCA では分析が難しい。木村ら (2004) はこうした技術の向上に伴うストックの更新を考

慮、し，迅速循環という概念を提唱した。迅速循環とは“C02 排出面も考慮して，適切に(必

ずしも短期ではない)製品を循環させることを目指す手法"と定義され，エネルギー消費

の効率向上に伴う既存ストックのマネジメントの概念が取り込まれている。しかし木村ら

の分析は，あくまで製品単体に対して，技術向上速度との関連性を論じたもので，社会的

な累積効果にまでは言及していない。そのため現実の技術の事例に落とし込み，効率の向

上との関連の中でどのように技術を導入するか，に関してのさらなる分析が必要といえる。

3 点目は，製品の廃棄段階を含むマテリアルフローの観点である。廃棄物処理に伴う問題

は個別には 2.4 .3 項で詳述するが，適切な資源循環のマネジメントの観点からも，中国をは

じめとした新興国・途上国において十分な静脈インフラ設備が整っているとは言い難く，

適正処理の存在を前提とした先進国と同等の議論を行うことはできない。また，革新的技

術の登場は時に使用する資源、の構成を変化させる。既存の研究ではこうした側面も含めた

ものは少なく，資源、とエネルギーを総合的に評価する枠組みが必要といえる。

最後に 4 点目として，経済的な課題を考慮した。ここまで述べた製品循環に関する概念

は多くの場合先進国では適用可能であっても，物質的な豊かさが不十分な環境にある途上

国では，その実現は現実的には容易ではないことも留意する必要がある。経済成長に伴い

電力・水消費は急増しており，ライフラインの維持は政府の喫緊の課題である。また，民

生機器においても，製品への需要は大きく使用済みの製品は正規の回収ルートを経ずに中

古品としてリユースされるのが一般的である。途上国におけるストックマネジメントを考

慮し，製品サイクルのマネジメント施策を再検討する必要があると考えられる。
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2.2 .4 本研究の対象とする技術システムと研究目的の提示

ここまで述べてきたように，中国をはじめとする BRICs は今後の環境問題を考える上で

非常に重要な役割を担っており，“共通だが差異ある責任"のもと，先進国はこうした国々

の持続可能な発展のためにこれまで培った知見を提供し，一足飛びの成長にむけて協働し

た問題解決を志向する必要がある。本研究では， BRICs のうち特に中国に着目して分析を

行う。これは，中国が世界最大の人口を持ち近年急速な経済成長とともに成長に伴うひず

みが顕在化しつつある状況であり，本研究を通じてこれらの改善に寄与するためである。

対象とする技術システムには，図 2・2 において最下層に含まれる設備として中国石炭火

力発電設備と，最上層における機器類の例として家電製品と自動車を選択した。各設備・

機器を取り巻く詳細な状況分析は次節以降に譲るが，石炭は現在中国のエネルギー源のお

よそ 70% (NBSC ， 2010) を占め，今後も中国経済は石炭に大きく依存し続けると考えられ

る。一方で近年 CCT (Clean Coal Technology) と呼ばれる石炭の高度利用技術の進展は目

覚ましく，こうした技術をいかに取り入れていくかは今後の中国の大きな課題といえる。

巨大な技術システムは，その数の少なさゆえに，意思決定のプロセスは比較的明快といえ，

LCA を用いた技術評価研究は有効である。しかしこうした既存研究においても，将来技術

も含めた技術選択の中で，いつ技術の導入を行い，それに合わせて既存のストックをどの

ように利活用するか，という観点で分析したものはない。一方で，家電製品・自動車の場

合にはより技術システムの選択のプロセスは複雑である。巨大なインフラである石炭火力

発電設備においては，ステークホルダーは政府，電力会社等の少数の主体に限られ，長期

にわたる予測に基づく合理的な判断が下されやすい。しかし，家電製品・自動車といった

家庭用のエネルギー消費機器においては，意思決定者は各世帯であり，その判断基準は個々

の世帯によって非常に多様といえる。また，製品ストックの利用も単に一度の購入選択の

みでなく，そのライフサイクルでは廃棄，中古品利用等の異なる利用側面があり，技術が

社会に浸透し活用され続けるための選択プロセスはより複雑といえる。そこで本研究では，

家電製品・自動車に関しては特に消費者の行動形態に着目した。消費者のライフスタイル

に着目した既往研究にはいくつかあるが，特に本研究では既往研究に加え現地でのアンケ

ート調査を用いて消費形態を類型化し，モデ、ルを用いて分析することとした。

以上のように，本研究では 3 つのエネルギー消費設備・機器の技術システムを対象に設

備・機器更新のシミュレーション分析を行い，エネルギー消費効率のよいストックをいか

に構築し，またそれらを技術が発展していく状況下でどのようにマネジメントしていくか，

という点について，新たな知見を提供することを目的とする。
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2.3 石炭火力発電インフラを取り巻く課題の概説

2.3.1 中国のエネルギ}消費構造

中国の温室効果ガス (GHGs)排出量は， 2008年現在 7.03Gt-C02eqであり世界最大で

ある (UNSD，2011)。中国の GDPあたりの排出量は年々減少を続けているが， 2008年現

在で約 1，560tlMillion US$と，依然 OECD平均の 292tlMillion US$と比較しでかなり高

い水準となっている1。こうした背景には，中国のエネルギー源の高い石炭依存があると考

えられる (Chen& Xu， 2010)凸

Rossiya 

India 

Rep. Korea 

Japan 

U.K. 

U.S. 

China 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

• Coal and Peat ・CrudeQiI 
.Oil Products 

.Gas 

• Nuclear 

• Hydro 

• Geothermal， Solar， etc. 

• Combustible Renewables and Waste 

Electricity 

Heat 

図 2・3 2008年の主要国のエネノレギー消費構造2

(出典:IEA， 2011) 

図 2-3に， 2008年の主要国のエネルギー消費構造を示すo 中国の石炭依存率は 66%で

あり，インドの 42%，その他 5か国の 17.-...，280/0と比較して高いことがわかる。また石炭の

用途を見ると，生産された涯青炭のうち 69%(2008年)が発電用途で使用されている口発

電電力のエネルギー源別で、は，石炭は 79%(2008年)を占め，一方で原子力 2%，非化石

燃料では水力が 17%を占める以外には，バイオマス・廃棄物・地熱・太陽光・太陽熱・風

力・波力等を合わせても 0.45%であり，再生可能エネルギーの導入はまだまだ開発途上に

ある。

一方で， GDPあたりの GHGs排出量では中国は年々減少を続けている。中国政府は，

コベンハーゲ、ン合意に基づき 2020年までに GDP当たりの GHGs排出量を 2005年比

40，..，45%低減，また一次エネルギーに占める非化石エネルギーの比率を 15%に上昇させる

1 World Bank (n.d.)および UNSD(2011)より。

2 IEA (2011)より各国の TPESのうち，純供給資源のみを表示。燃料燃焼の後売電してい

る分も含む凸
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ことを約束している (Wei ，2010) 。こうした国際公約に基づき，国内法 (N 品 ifA s: Nationally 

Appropriate Mitigation Actions) の整備を進め， 2007 年に途上国として初めて策定され

た中国の国家気候変動対策プログラム (NCCP: China's National Climate Change 

Programme) (NDRC ， 2007) では，再生可能エネルギー・原子力エネルギー等の開発に

加え，火力発電の高効率化が求められている。

石炭利用の高度化技術は，世界的にもその埋蔵量の豊富さから注目を集めている (CIAB ，

2008)0 IEA においても， CIAB (Coal Industry Advisory Board) により技術開発・普及

施策が検討・提言されている。この中身は大別して，石炭燃料の品質改良，既存発電設備

の高効率化，高温燃焼によるさらなる高効率発電技術の開発， CCS (Carbon Capture and 

Storage) の技術開発にまとめられる (CIAB ，2008) 。また NCCP (NDRC ， 2007) でも，

石炭の品質改良・火力発電設備の高効率化の重要性が示されており，これらの方針が中国

の政策にも反映されている。特に中国においては，効率が上がりにくい中小規模の発電設

備の比率の高さが指摘されており， CCT の導入により石炭の高効率利用が特に求められて

いる。

しかし，こうした指摘にも関わらず低効率とはいえ既存の発電設備の有効活用は中国政府

にとっては直近の重要な課題解決の手段の一つではある。低効率な発電設備の利用の停止

は，第 11 次五ヵ年計画で掲げられ， 5.000 万 kW の小規模火力発電設備の閉鎖が目標と

された (the Central People's Government ofthe People's Republic ofChina ， 2006) 。し

かし，この計画は一方で急速に拡大する電力需要に対し新規発電設備の建設が追いつかず，

大規模停電を誘発した(曲， 2004) 。また，既存設備の大幅な破棄による大規模施設の新規

増設は建設資源の面でも多大な環境負荷を及ぼすことが懸念され，適切なマネジメントが

必要な課題となっている。

2.3.2 既存研究のレビューと本研究でのアプローチ

中国では中小規模の火力発電設備が多く，それゆえエネルギーの利用効率が低いことは

既に述べた。図 2'4 に 2004 年以前の火力発電設備の建設状況を示す。中国では 100MW

を越す大型の発電所の建設は 1950 年代にはじまり，年を経るごとに徐々に大規模化が進ん

できた。

図 2・5 に地域別の発電効率を示す。火力発電の送電端熱効率は地域により 27'"'-'37% と若

干の聞きがあるが，概ね 30% 代前半であり，中国全体としては 33.8% となっている(黒田，

2003) 。
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図 2-5 2000年における省別発電効率分布 (2000年時点)

(黒田， 2003より引用)

CCT導入による一足飛びの技術移転の必要性は Clark(2010)などにより強く主張され

ている。黒田 (2003)では，図 2・5に示したデータを用い我が固からの技術移転によるエ

ネルギー消費削減ポテンシャルが推計された。 2000年時点の我が国の平均的な石炭火力発

3 黒田 (2003)，中国電力年鑑編輯委員会 (2006)より筆者作成。
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電設備(熱効率 40%) で置き換えた場合，省エネ可能量は 43.3 Mtoe (石油換算 t) (省エ

ネ率約 18.2%) と推計されており，削減ポテンシャルとして大きいといえる。一方で，同

様に技術の移転による効果の研究を行った Attwook et aI.( 2003) は，石炭ガス化技術

(I GCC: Integrated Gasification Combined Cycle) の導入可能性をコスト面から検証した

が，技術導入を考えた場合コスト的に見合わず，今後のコスト低減が期待される結果とな

った。 Wang & Nakata (2009) も技術の移行による効果を経済面・環境面から評価し，補助

金の有効性等が議論した。また，石炭の技術移転に加え，他の燃料も検討した研究として，

Li (2003) は経済モデルを用いて 2030 年までの中国の電力源の天然ガス，再生可能エネル

ギーへの移行と，炭素税，大気環境規制の強化， CCT の導入や適切な石油備蓄の増進等に

よる効果を検証した。

技術移転による石炭火力発電由来の大気汚染の改善に着目した研究もある。 Aunan eta l. 

(2004) や， Li et al. (2004) は，大気汚染による健康被害を汚染レベルから金銭価値に勘定

し費用対効果分析を行い，技術移転による高い効果を示した。近年の中国における CCT の

進展は Chen & Xu (201ω に詳しいが，今後のより一層の技術普及に向けて国際的な協力

の必要性が述べられている。中国における CCT の導入の実証研究も複数試みられており，

Martinot (200 1)は世界銀行による事例を整理した。また， Shi (2011) ， Zhang et al.包 011)

なども実証試験の様子を報告しており，こうした研究において CCT 技術の導入の効果と必

要性は一定程度明らかにされたといえる。しかし，先進的技術に対する分析が積極的に行

われる一方で，更新される設備側のマネジメントや既存の技術の利用に言及したものは少

なく，いつ新技術を導入するか，それまでの間既存の発電設備をどのように扱うか，とい

った視点からの分析が必要といえる。電源開発 (1999) において既存発電設備への改修に

よる効果の検証がなされており貴重なデータが提供されているが，よりマクロなスケール

で政策的に既存ストックの利活用を論じるには不十分といえる。

そこで本研究では，第 3 章において草新的技術の導入時期の検討とそれに合わせた既存

ストックの利活用施策の検討を行うため，設備更新の代替案設計を行い，モデル分析によ

る環境面(C 02 ，S02 ， NOx 排出量)の影響評価，及びそれに伴う費用を推計し，特に C02

に関して削減費用の考察を行う。

2.4 持続可能な消費を取り巻く課題の概説

2.4 .1 中国家庭部門におけるエネルギー消費機器の消費を巡る状況

C02 排出削減施策の実行において，家庭部門からの排出抑制は非常に困難な部門のーっ

といえる。民生・運輸部門からの C02 排出量は，我が国でも 1990 年比でそれぞれ 26.9% ，

5.8% 増加 (2009 年)しており (JCCCA ，2011) ，中国においてもその抑制は今後の重要な

課題であるといえる。持続可能な消費 (Sustainable Consumption) を実現するためには，
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エネルギー効率の高い技術の導入により C02 排出量を削減すると同時に，製品・資源の循

環を促進し，新たな資源採掘を抑制していく必要がある。また，特に途上国では低いエネ

ルギー効率基準値や資源循環のためのリサイクル制度の未整備，あるいは制度が存在した

としてもリスク認知の低さや行政能力の不足により違法な e-waste 処理が横行し，結果と

して重金属や VOC の多くが環境中への放出されてしまうなど，多様な問題を併せて議論す

る必要がある (Nnorom & Osibanjo ， 2008; Liu et al.， 2006; He et al.， 2006) 。こうした途

上国における電気・電子機器をめぐる論点を， 2.2.3 項で示したトリレンマの構造に基づき

エネルギー消費， e-waste 処理による健康・環境影響，リユース製品の貧困層による利用，

の 3 つの観点から整理した。本節では，まず次項において中国における民生部門のエネル

ギー消費機器利用の実態を明らかにし，併せて機器に対する中国政府の取り組みを紹介す

る。 2.4 .3 項では廃棄物処理の観点から既存文献の整理を行い， 2.4.4項においてサービス利

用の観点を取り込み製品のカスケード利用の実態について論じる。その上で，持続可能な

消費を巡る先進国における研究事例として，持続可能なライフスタイルを巡る議論を 2.4 .5

項に示し，以上を踏まえ 2.4 .6 項に本研究のアプローチを示す。

2.4 _2 中国における家庭用エネルギー消費機器の使用実態と既往研究

(1)家電製品

中国の平均的な一人当たり GDP は 2009 年に約 4，000 US$ (1 CHY = 0.157686 USD) 

であり，先進国と比較する低いといえる。しかし，都市部の家電製品の保有量を地域別に

みると，東部ではエアコンやテレビが既に1. 5 台/世帯，中西部でもテレビは1. 2 台/世帯，

西部におけるエアコンがかろうじて 0.7 台/世帯であり，家庭内のエネルギー消費機器は急

速に増えつつある(図 2・6) 。

一方で，こうした機器のエネルギー消費効率の低さも指摘されている。山口ら (2007)

や寧 (2006) は，機器の効率の観点から高効率技術の普及施策による効果を検証した。特

に山口らの研究では，現在現地で普及している技術に対し，現地で利用可能な最高水準の

技術と，世界的に見て最高水準の技術の普及を想定し，経済成長に伴う機器普及の拡大を

見込み， 2030 年にそれぞれの場合において世界全体で 137 Mt-C02 ， 297Mt-C02 の排出削

減が民生部門から可能であることを示した。現実的な技術普及を考える場合，先進国で普

及している最高水準の技術の途上国経済への普及は経済的に難しく，途上国で利用可能な

技術による排出削減効果を算出した点に特徴があるといえる。一方，寧 (2006) は都市・

農村それそ。れの世帯のエネルギー消費用途・源別の詳細な傾向の調査に基づき，対策の効

果を分析した。対策も都市・農村で異なっており詳細なモデル構築が行われており，また

個別対策だけでなく社会全体の傾向として高エネルギー社会・低エネルギ一社会というコ

ンセプトを取り上げ分析している点が非常に興味深い。これらの研究においてはエネルギ

ーの消費は詳細に分析がなされているが，それをとりまく人々のライフスタイルまでは言
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また機器の更新による技術普及としづ観点は含まれておらず，既存スト

という点についての検討が必要と

及されていない。

ックをし、かに利活用し人々のニーズを満たしていくか，

いえる。
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図 2・6

(2)自動車

図 2・7に 1978・2009年の自家用車台数の推移を示す。 1990年代の後半よりモータリゼー

ションが始まり， 2000年以降急速に普及が進んでいる様子がわかる モ」タリゼーション

は都市部・農村部の双方で広がっており自動車由来の環境負荷の増大が懸念されている。

自動車販売台数は 2009年には年間1.400万台にまで上昇し， 2000年以降の販売台数の年

平均増加率は 36%に達した (NBSC，2010) 0 一方保有台数では，地域により差があるもの

の 2009年東部の都市部では 100世帯当たりの自家用車台数が 17台，中部・北部地域では

100世帯あたり 5""6台と，先進国と比較し低い水準にとどまっている。しかし，所有率の

水準は低いが中国全体の市場は非常に大きく，今後エネルギー需給・大気汚染による健康

被害・気候変動対策等の観点から迅速な対応が求められている (Duet a1.， 2010; Yan & 

17 

Crookes， 2010; Hao et a1.， 2011) 0 



nu 
nu 

位M
E
・

n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u

a』

n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u

n
u
n
u
n
u
n
u

内

U
A
u
n
u

『

r

r

D

「
コ

a斗
弓

コ

「

4

4

4

語
hw
拝
嵯
冊
再
剛
岨

O 

1978 1980 1985 19911993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 

園自家用車(乗用車含む) -自家用乗用車

図 2-7 自家用車保有台数の推移

(中国汽車技術研究中心(1992-2010) より作成)

中国の都市部におけるモータリゼーションの進展は，既に深刻な問題を引き起こしつつ

ある。北京・上海といった大都市圏においては，急速な交通量の増大に対し都市の過密が

要因となり，深刻な渋滞の発生や，大気汚染の深刻化が指摘されている (Liuet al.，2011; 

Che et aL，2011など)。都市密集地域においては，大気中の 802，NOxや，VOC， PM 

CParticulate Matter)などの濃度が上昇しやすく健康影響が懸念される事態となっている。

一方で，こうした局地的な大気汚染の分析に加え，燃焼効率の悪いエンジン技術の普及に

よる C02排出量の増加を懸念する指摘もなされている (Huet al.，2010; He et al.， 2011; 

Hao et al.， 2011など)0これらの研究では，エンジンの高効率燃焼技術の導入や車両の軽量

化，またモーダルシフト等の施策による C02排出量の削減効果がそれぞれ推計された。

自動車由来の環境負荷の低減にむけて，中国では燃費の規制，及び排ガスの規制が徐々

に強化されてきた。燃費に関しては， 2004年に「乗用車燃料消耗量限値」と呼ばれる強制

執行型の燃費基準が施行され， 2008年には第二段階として基準値が引き上げられた。燃費

基準は既に 2015年の 7U100kmを目標に第三段階に入っており， 2020年にはさらに基準

の強化を行うとしている (Oliveret al.， 2009)。また，その他の排ガス規制については， EU 

からの制度の移転をはかり， 2003年に EUR02，2006年に EUR03の規制の適用を決めて

きたが， EUは既に EUR05まで進んでおり， 6"'-'7年ほどの遅れをとっているのが現状で

ある。

2.4.3 中国における廃棄処理問題の現状と既往研究の調査

(1)家電製品

E-wasteの処理に伴う汚染の問題は， EUで2003年 WEEE指令-RoHS指令が発効し，

また我が国においても循環型社会形成推進基本法の下で家電リサイクル法(特定家庭用機
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器再商品化法)が施行されるなど，先進諸国において重要な政策課題として取り上げられ

た。これらの法制度により，使用済み製品の適正処理により廃棄物の削減と資源の有効利

用が製造者に義務付けられることとなった。一方，中国においては，事態はより深刻であ

る。 E-waste の処理による環境汚染は，責崎 (Guiyu) の事例 (Huo et aL 2007; Guo et aL ， 

2010) を筆頭に，国内の静脈系システムの未熟さに加え，海外からの大量の e-waste の流

入により，国内由来の e-waste が問題となる以前から深刻な環境汚染が発生してきた

(Widmer et aL ， 2005) 。しかし，近年は国内経済の成長により国内由来の e-waste の問題

も深刻化しつつあり(神鋼リサーチ， 2003) ，パーゼル条約に基づく輸出入の管理だけでな

く，国内の家電回収システムの確立が喫緊の課題である。

こうした状況下で，既往研究においても中国における e-waste 処理システムの課題につ

いての多くの研究がなされてきた。例えば， Liu et aL (2006) は家電製品の普及予測に基づ

くGHGs 排出と e-waste の発生量予測を行った。また，発生する e-waste による健康影響・

環境汚染の実態調査研究としては Wong et aL (2007) や Deng et aL (2006) 等が， リサイ

クル拠点周辺の土壌・河川・大気中の汚染濃度の測定などを行っている。また， Liu et aL 

(2006) やその他の文献 (Leung et aL ， 2006; He et aL 2006; 近藤&梅田， 2006; Porte et 

aL ，2005) において汚染が発生するプロセスに関する詳細な調査が行われてきた。これらに

よると，主な汚染源は主には①銅を取り出すための銅線の野焼き，②石炭燃焼による基盤

の直接加熱，③貴金属を取り出すための酸性剥離剤の使用，④不要部品の焼却と埋め立て，

の各プロセスであることが分かった。一方で，各国の e-waste に対する法制度の比較を行

った研究には， Widmer et aL (2006) や He et aL (2006) 等がある。 Widmer et aL (200ω は

特に各国の制度の違いを定量的に示し，その上で費用負担の仕組みゃ，対象製品の範囲な

どについて国別の事情を勘案し，状況に適したシステムを構築することが重要であると述

べている。

中国の法制度の整備状況は，こうした状況に対して徐々にではあるが整いつつある。 2008

年には中国循環型経済促進法を整備し，それまで中国環境保護法の下で行ってきた各種個

別法を経済政策との整合性を高めた上で新たな管理体制の下に統合化した。個別法として

もEU からの制度の移転を図り中国版 WEEE 指令，中国版 RoHS 指令を施行し， 2010 年

からは中国版 REACH も施行された。 E-waste の処理を進めるためのより具体的なインフ

ラ建設としては，廃旧家電製品リサイクル工業団地の建設が行われている(神鋼リサーチ，

2003) 。リサイクル工業団地は，中国政府の認可の下，ハイテク技術により国家の環境基準

を道守した廃旧家電処理拠点、を形成することを目的とし天津市，江蘇省太倉市，漸江省寧

波市，福建省津州市に最初のモデ、ルプラントの建設を進めてきた。しかし，法制度・イン

フラ整備事業にも関わらず， e-waste の処理は必ずしもうまくいっていない実態が指摘され

ている。 He et aL (2006) によると，モデルプラントは高い設備費用(リサイクル設備，環

境保全のための設備，健康・安全のための設備/備品) ，高い給与水準により高コスト構造と

なっており，その結果として使用済み家電の回収の段階で民間の回収業者とコスト競争に
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勝てず，処理する製品が集まらない事態が起きているという。民間のリサイクルショップ

では，不適切な処理，不十分な修理での中古品販売，改装を施してからの再販売等により

高い付加価値でのリユース・リサイクルを行っており，これらのコスト構造の違いが

e-waste の買い取り競争においてフォーマルセクターの大きな重荷となっている。こうし

た現状に対し He et aL (2006) は，中国版 WEEE では国によるファンドの立ち上げが謡わ

れているが，誰が支払うのか (who) ，どの程度払うのか (how much) ，どうやって集め，

使うのか (how) ，といった疑問は明らかになっておらず，不明瞭な財政システムがボトル

ネックであると指摘している。

(2) 自動車

自動車においても法制度の整備はほぼ同様の状況といえる。廃自動車 (ELV: End-of-Life 

Vehicle) の中国における処理は， Chen (2005) は 2005 年の段階でまだ圧縮空気や電気工具

等を使用した手作業による解体が主流であり，低い環境意識や環境保護への投資，科学的

な知識の不足などから，環境汚染を引き起こしていると指摘している。一方，廃自動車の

処理に対する規制は 2001 年に廃自動車回収管理弁法が施行され，廃自動車の処理業者の満

たすべき要件を提示している。また，上海に廃自動車処理のためのモデ、ルプラント建設し，

デモンストレーションを行っている。しかし，現在統計上管理されている廃自動車の処理

台数は， Chen (2005) によると，推計される台数の約 10% でしかなく，試みが成功してい

るとは現時点では言えない。こうした問題解決のために，処理設備の技術的な改善のほか

に，廃自動車の発生移動に関する情報交換のプラットフォームの確立などが求められてい

る (Chen ，2005) 。

2.4.4 エネルギー消費機器のカスケード利用

ここまでは，中国における家庭用エネルギー消費機器によるエネルギー消費の増大と廃

棄物の適正処理の課題について述べた。これらに加え本研究では，人々の生活水準の観点

から機器の中古品利用に着目した。中古機器のリユースは，先進国では市場全体に占める

比率は低いが，途上国では多くの機器が使用後に簡易な修繕を施され，農村部あるいは都

市貧困層により再利用される。こうした機器のカスケード利用は，資源消費の側面からは

正の効果があるが，古く低効率な機器の長期使用はエネルギー消費の増大を引き起こし，

温暖化への影響，都市の停電の増加やそれに伴う過剰な電力インフラ投資の誘発等が懸念

される。すなわち適切な中古品の利用は，エネルギー・廃棄物両面へ影響を与える可能性

があるといえる。

家電製品の中古品利用に関する統計データはないが， J品fA (2004) では，購入時の製品

価格の調査を行っており，筆者が行った上海での調査では中古品価格帯と一致する製品の

購入が確認されている。一方で，必ずしも中古品マーケットを通じてではない中古品利用
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も多くあると考えられ，例えば親戚を通じた中古品の受け渡し等は頻繁に行われているも

のと考えられる。

一方，自動車の中古品取引は近年そのマーケット整備が急速に進んでおり， 2005 年の中

古車流通管理弁法の施行により中古車の取引台数は急激に増加しつつある。しかし， 2007 

年の自動車総取引量に中古車が占める比率は 18% と， 2-3 台に 1 台が中古車となっている

日本や欧米と比べて低い利用率となっている(矢野経済研究所， 2008) 。また，推定される

廃棄台数と統計データには帯離があり，その理由として法の外でのリユースや廃棄処理の

存在も指摘されている(阿部ら， 2008;Chen ，2005) 。製品リユースやリサイクルは，資源

消費抑制・低価格でのサービス供給のためには重要な手段であるが，ハイブリッド自動車・

電気自動車等の高効率化技術の導入が推し進められている中でのエネルギーの効率的利用

(Chen ， 2009) や，未熟な製品循環システムによる有害物質への暴露の懸念といった観点

から，必ずしも正の効果を持つとは限らない。中古品利用により得られる社会的便益を確

保しつつ，一方で極端に劣化した製品は市場から排除され適正処理により部品リユースや

資源リサイクルへと回されることが望ましいといえる。

2.4 .5 持続可能なライフスタイル

ここまで家庭用エネルギー消費機器である，家電製品と自動車について，中国における

現状と既往文献のレビューを行ってきた。経済の成長とともに人々の生活のエネルギー消

費機器への依存はますます大きくなりつつある。エネルギー消費量の増大，廃棄物処理や

政府の規制能力といった問題群に加え，今後多様な技術やサービスの流入が予想され，エ

ネルギー消費機器を取り巻く人々の消費行動はますます多様化していくと考えられ，こう

した状況下で最適な製品循環を議論するにふさわしい枠組みの構築が必要となる。そこで，

上述の状況をより一体的に分析するため，本研究では消費者の行動に焦点、をあてた。消費

行動には多様な局面があるが，それらの行動は人々の価値観により一定の一貫性をもって

行われると考えられる。そこで，筆者は人々の行動傾向をシナリオとしてパッケージ化さ

れた消費形態として描くことにより，個々の局面における改善からは明らかとならない環

境負荷発生の構造の解析を試みる。そこで，以下に消費者のライフスタイルの分析を通じ

て消費行動について議論した既存文献のレビューを行う。既に述べたが，石炭火力発電設

備のような大規模施設と異なり，家庭で用いられるエネルギー消費機器は個々の機器のサ

イズが小さく，技術の選択や廃棄行動に関わる行動主体が多様な価値観を持つ各世帯によ

って構成される。したがって，こうした複雑な価値観を類型化し，分析可能な形で表現す

ることが不可欠である。

ライフスタイルに着目した既往研究には，デルフト工科大学により行われた Sustainable

Household Project や未踏科学技術協会 (2007) ，木村ら (2008) などがある。木村 (2006)

によると， Sustainable Household Project は家庭生活の 3 つの機能である食・住・衣に関
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して，そのシーン毎に人々のニーズ、を満たすサービスの在り方の代替案 (DOS: Design 

Oriented Scenario) を提示したものである。 Enabling- Relieving ， Individual-Collective の

2 軸によりライフスタイルの統合ビジョンを分類し，そのそれぞれにおいて想定される衣食

住のシーンを満たす，製品サービスシステム (PSS: Product Service System) を DOS と

して提示した。例えば食の DOS には，①知能の高いハイテク調理 (acceleration & intelligent 

high cooking) ，②近隣の食料センター (Neighborhood food center) ，③グリーンコンシュー

マ需要を通じた地域のグリーン・メニュー (Local green menu through green consumer demand) ， 

の 3 つの DOS が提案されている。この研究では，各シーン別に代替案が提示されており，

消費者は自分の好みの生活を統合的に組み上げることができる点が特徴といえる。一方で，

これらの DOS 聞の関係性については明確な記述がなく，またあくまで定性的な記述にとど

まり環境影響・経済面での定量化は行われていない。

未踏科学技術協会 (2007) と木村ら (2008) では，ライフスタイルは生活の異なる場面

における選択に通じる共通の方向性として示されている。前者では，アンケートによるラ

イフスタイルイメージを構築する 5 つの因子(省エネ・リサイクル因子，手間・ナチュラ

ル因子，不便我慢因子，手作り因子，都会集中因子)を抽出し，ネガティプなイメージを

持つ不便我慢因子を除く 4 つの因子から 5 つのシナリオを構築した。シナリオは，エコプ

ロダクト型，ネットワーク型，倹約型，伝統回帰型，サービス型とそれぞれ名づけられた。

同様に木村ら (2008) でも，総合的なライフスタイルシナリオの提案が行われた。同研究

では市販される雑誌や既往研究に描かれた将来像を，有識者のワークショップに基づき得

られた 5 つのドライピングフォース (DF: Driving Force) (高齢化，所得の二極化 r個」の

進展，時間の利用，情報化)により点数化し，その上で主成分分析およびクラスター分析

により 4 つのクラスターに分類した。その結果として，ロハス型，地域共同型，個人自由

型，現状維持型の 4 つのライフスタイルが抽出された。さらに，未踏科学技術協会 (2007)

および木村ら (2008) では，抽出されたライフスタイルシナリオのコンセプトに基づき消

費行動や暮らし方の特性が付与され，経済活動・社会活動による影響がモデルにより定量

的に評価された点も重要な特徴といえる。しかし，いずれの研究においても評価は，世帯，

あるいは個人単位で行われており，社会全体の方向性として選択がなされた場合について

は，考慮、されていなかった。また製品サービスシステムの在り様は分析の対象であったが，

既存ストックの有効活用やどのようなストックを構築していくか，という観点から製品循

環まで考慮、して分析していない。

2.4 _6 本研究のアプローチ

既に述べたように，機器の消費形態を中心としたライフスタイルに関わる既存研究はあ

るが，それらを途上国に適用したものはなく，また多くの研究が世帯単位・個人単位での

定量分析を行っており，製品選択を通じた高効率なストック形成や既存ストックの利活用
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といった観点、から社会全体に及ぼす効果を定量化した研究は不十分といえる。そこで本研

究では，中国における家電製品・自動車に対する消費者の行動形態の違いによる影響を分

析する。

本研究では消費形態を「製品購入時の中古品の選択確率および新品を購入した場合の技

術選択の晴好性と，使用済み製品の廃棄時期の選択j と定義し，中国の将来の消費形態の

違いが廃棄物発生量と GHGs 排出量に及ぼす影響を評価する。途上国に対してこうした将

来のライフスタイルを想定した研究事例はないことから，本研究では先進国において実施

された既往の文献調査に加え，中国でのアンケート調査による知見を合わせることで，中

国における消費形態の同定を行う。その上で，シミュレーションモデ、ルを構築し，各消費

形態による環境影響を評価する。

2.5 要約

本章では，中国の急速な経済成長の下での環境制約の顕在化と，技術的解決策の有効

性と限界について述べ，成長途上にある中国に実現可能な解決策を，既存の都市ストック

を有効活用しながら問題解決を図る必要があることを示した。都市ストックへの視点とし

て，本研究では 4 点を指摘した。 1点目は都市ストックの階層性であり，複層からなる都市

ストックの階層間の相互依存関係と，異なるマネジメント施策の必要性について述べた。 2

点目は，高効率技術の導入によるエネルギ一利用効率の向上の観点で、ある。特に下層のス

トックは寿命が長く，ストック効果をおよぼすことから計画的なマネジメントが必要とい

えた。 3 点目は，製品の廃棄段階を含むマテリアルフローの観点である。中国をはじめとし

た新興国・途上国における静脈インフラの整備状況を考慮した上で資源・エネルギー技術

の普及を評価する枠組みが必要といえた。最後に 4 点目として，経済的な課題を考慮、した。

エネルギー・資源問題では多くの解決策が提示されているが，その多くは先進国からの技

術移転を伴い，多くのリソースを必要とするものである。一方で，途上国では既存の設備

の延命利用や，機器のリユースが積極的に行われており，そうしたソフト施策をいかに効

果的に施策に組み込んでいくかが，今後の継続的な環境負荷軽減に重要といえた。

以上の 4 点を踏まえた上で，分析対象に石炭火力発電設備と家電製品・自動車を選択し，

各設備・機器を取り巻く現状と課題を述べた。これに基づき本研究でとるべきアプローチ

を示し，評価の枠組みを構築した。
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第3章 技術更新における意，思決定支援モデノレ:石炭火力発電インフ

ラの事例

3.1 緒言

第 2 章では，中国の温室効果ガス (GHGs) 排出の世界に占める位置づけ，およびその

中でも特に石炭エネルギーの重要性について述べた。石炭火力発電は，近年の石炭の高度

利用技術 (CCT) の発展により高効率な利用が可能となりつつあるが，一方で急速に増大

する国内の電力需要に応えるためには効率の面で劣る既存発電設備の適切なマネジメント

も重要な課題である。そこで本章では，革新的技術の普及と既存ストックの有効活用とい

う視点から，既存の低効率な設備ストックの改修による高効率化や，新規発電設備建設時

の CCT 導入等の施策効果の検証を行う。

まず， 3.2 節において技術導入と既存設備ストックの利活用に関する代替案設計を行う。

次に， 3.3 節で設備更新・技術導入や電力供給による環境負荷物質 (C02 ，802 ， NOx) 排

出量及びコストの算定モデルを構築し， 3.4節で代替案に基づく推計結果および考察を示す。

最後に 3.5 節でこれらの要約を行う。

3.2 代替案シナリオの提示

3.2.1 置き換えの選択モデル

本項では比較の対象となる発電設備更新の代替案を提示する。本研究では，革新的技術

の導入と既存ストックの利活用の視点、から，設備更新時の 2 つの選択に着目した。一つは

導入する技術の選択であり，もう一つは寿命に達した設備のマネジメントである。前者は

今後新設される設備について考慮、した選択肢であり，後者は各時点で存在するストックに

関する選択肢である。ただし，既存の発電設備更新にあたってはこの 2 種の選択は，完全

に独立なものではなく，相互に関連して選択される可能性がある点に留意する必要がある。

なお，本研究では原則として技術選択は設備が寿命を迎え更新される際に検討されるもの

とし，既存設備の前倒しでの更新等は考えない。

3.2.2 新設発電設備の技術選択

中国の火力発電分野における技術力は，少なくとも現時点において先進国の企業と比較

して高いとは言えない。黒田 (2003) によると 2000 年時点の石炭火力発電の熱効率は 33%

であり，当時の日本の平均熱効率が 40% で、あったことを考えると，先進諸国からの技術移
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転による C02 排出削減ポテンシャル，大気汚染の低減効果，さらにはエネルギー需給の逼

迫の緩和への貢献は少なくないと考えられる。一方で，技術移転による外資の導入は，特

許技術の利用による財政負担の増大や，国内産業や国内の技術開発力が十分に育成されな

い可能性，あるいは導入されても国内の実情やニーズに適合せずに効果的に利用がなされ

ない可能性等が懸念される (Ockwell ，2010) 。そのため，先進国からの技術導入には多面

的な評価が必要であり，そのためには複数の代替案を環境面・経済面から定量的に評価す

ることが必要といえる。

以上を踏まえ，まず現在先進国において利用可能な技術および将来的に実用化される可

能性が高く技術移転の候補となる技術を，既存の文献・技術ロードマップ等に基づきレビ

ューした。 JCOAL (2005) より主要な石炭燃焼技術を抽出し，各種の技術ロードマップ等を

中心とした文献を調査し，各文献中の技術の記載状況を表 3-1 にまとめた。また，これら

の技術の予測される登場時期と想定される発電効率を図 3・1 に整理した。

文献

表 3・1 技術ロードマップでの各技術の記載状況

現在事l用可能な銭術

U5C CFBC ICFBC PICFBC CPC PFBC 

将来利用可能となる技術

A-PFBC HYCOl IGCC 
化学再生

IGFC IGFC 

〆 J

J

J

J

J

J

J 

〆NEDO 
(2 ∞5) 

Yamaji 

(2 ∞3) 
EPRI 
(2 ∞3) 

Takahashi 

(2 ∞3) 

Chen 

(2005) 

Ma eta l. 
(2 ∞2) 

Doneset 

al. (2 ∞4) 

原因

。∞3)

黒田

島盟~

J 

J 

J

J

J

J

J

J 

J

J

J 

J 

J J 

J 

J 

J 

〆 J J 

J J 

USC: 超臨界微粉炭燃焼発電， CFBC: 循環型常圧流動床燃焼複合発電， ICFBC: 常庄内部循環型流動床燃

焼複合発電， PICF ‘BC: 加庄内部循環流動床燃焼複合発電， CPC: 石炭部分燃焼発電， PFBC: 加圧流動床燃

焼複合発電， A-PFBC: 高度加圧流動床燃焼複合発電， HYCOL: 噴流層石炭ガス化技術， IGCC: 石炭ガス化

複合発電， IGFC: 石炭ガス化燃料電池複合技術

候補とされた技術の記載数は技術の実現性・実用性の高さを示すと考えられる。現在利

用可能な技術のうち掲載数の高いものは超臨界圧微粉炭燃焼技術 (USC: U 1t ra Super 

Critica l)と加圧流動床燃焼技術 (PFBC: Pressurized Fluidized Bed Combined Cycle) で

あったが，効率の面で PFBC が上回り， PFBC 技術には超臨界圧による微粉炭燃焼技術が

システムとして含まれることから，現時点での技術移転候補としては PFBC が適切と考え

られる。将来技術としては，記載数が最も多いのは石炭ガス化複合発電(I GCC) であった。
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rGCCの商用化の時期は技術ロードマップにより幅があるが，いずれの文献でもおよそ

2020-2030年の聞と予測されていた。発電の熱効率の観点、からも，それまでの技術と比較

して 10%以上の向上が見込まれ，将来技術として技術移転を検討するに値する技術といえ

るD 以上より，木研究では先進国で利用可能な技術のうち，技術移転の対象として PFBC

とIGCCの2種類の技術を設定した。

60% 
化学再生霊

IGFC 

時
R
m
組制ホ

35% 

40% 

2020年 2030年

図 3・1 主要技術の発電効率と実用化時期

以下に文献(火力原子力発電技術協会関西支部 2003;JCOAL， n.d.) を参考に PFBCお

よびrGCCの概略を示す詳細については JCOAL (n.d.)を参照されたい

・力日圧流動床燃焼複合発電 (PFBC)

石炭を加圧流動床ボイラで燃焼させ，排ガスにてガスタービン発電機で発電，またこの

ボイラで発生した蒸気にて蒸気タービン発電機で発電する方式。複合発電により高効率な

発電(発電端効率43%) が可能であり，また加圧によるボイラのコンパクト化や脱硫設備

が不要なことによるプラント設置スペースの低減等により都市型立地に適した発電技術で

ある。関 3・2~こPFBCのプロセスフローの例を示す。

・石炭ガス化複合発電(IGCC)

石炭をガス化炉でガス化させガスタービンで発電，またガス化炉で発生した蒸気にて蒸

気タービン発電機で発電する方式。ガスタービン燃焼温度が高いので加圧流動床複合発電

よりも熱効率が高い。発電効率の向上に加え，利用可能な炭種の拡大や石炭灰の有効活用

が可能な点等からも有用な技術左して期待されている。図 3-3にIGCCのプロセスフロー

の例を示す。
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図 3・2 PFBCのプロセスフロー4
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図 3・3 rGCCのプロセスフロー5
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次に，技術移転を行わなかった際に中国で、利用可能な現地技術について検討した凸黒田

(2003)によると 2000年時点で中国で運転されている発電設備の最高熱効率は 37.5%で

ある。また Maet al. (2002)においても，中国において利用可能な現在技術には亜臨界圧

ボイラでの微粉炭燃焼発電技術(熱効率 37%)を想定されており，亜臨界圧発電技術が現

在利用可能な現地技術であると考えられる(以下この技術を Chinaとする)。一方で，同

4 JCOAL (n.d.)より引用。

5 向上。
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様に Ma et al.，包 002) は将来技術としては超臨界圧ボイラでの微粉炭燃焼発電技術を想定

し，熱効率は 40% 程度と考えた(以下この技術を Ad-China とする)。

以上の技術調査を踏まえ，本研究では以下のように建設される発電設備への代替案シナ

リオ(以下技術移転シナリオとする)を構築した。

表 3-2 設備建設時の導入技術の代替案

導入技術のケース設定

・技術移転を行わないケース (Base-A)

-設備建設に合わせて随時先進国からの技術導入を行うケース

(T T- ASAP: Tr ansfering Technology As 800n As Possible) 
・将来技術の実用化に合わせ技術導入を行うケース

(TT-Timely: Tr ansfering Technology Timely) 

導入技術(発電の熱効率)

2005'" 2020'" 
China 
(37%) 

PFBC 
(42%) 

China 
(37%) 

Ad-China 
(40%) 

IGCC 
(50%) 

IGCC 
(50%) 

なお，図 2・4 に示したように中国では現在も小規模な発電設備の建設が続いており，今

後建設される発電設備に対して常に移転された技術や国内最高効率の設備が適用されると

は考えにくいが，本研究では単純化のために同時期に建設される設備については一律に技

術の選択がなされるものと仮定した。

3_2.3 既存発電設備の更新時における補修・改修の選択

設備が更新時期を迎えた際，設備管理者には複数の選択肢があるが，それらは概ね補修

による延命化，改修・高効率化した上での延命化，一旦廃炉にした後新規設備を建設，の 3

種に分けられると考えられる。筆者は，延命化によるメリットとして，主にコスト面での

優位性(財政負荷の平準化も含む) ，将来技術の適用可能性の 2 点を考慮、した。

まず，新規建設には初期投資として多大な費用がかかり，急増する需要に対し新設設備

投資が多く必要とされている現状では改修による延命化は現実的な案といえる。この際改

修・高効率化を行うかどうかはコストとの比較となり，検討の余地がある。実際に既存の

設備への改修による高効率化の事例はそれほど多くないが，電源開発(1 999) は改修によ

る高効率化施策を，その目的や改善の種類により 3 つに分類している。すなわち，劣化機

器の性能回復による熱効率改善，運用変更による熱効率改善，および設備対策による熱効

率の改善である。各分類において提案された具体的対策を表 3・3 に示す。

また，表 3・4 にこれらの技術を用いて電源開発(1 999) で行われた既存発電設備への改

修による費用と熱効率向上の結果を示す。同事例は 270-300MW の既存発電設備を対象に

行われたもので，本研究で改修の対象となる発電設備では比較的規模の大きい施設といえ

る。
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表 3・3 目的別改修技術の例

改修目的 具体的手段

劣化機器の性能回 空気予熱器漏洩空気量の低減，空気予熱器差圧の低減，タービンラビリンスシール

復による熱効率改 の間隔調整及び取り替え，タービンノズルの復旧，ボイラ化学洗浄，復水器細管取

善 り替え

スートプロワの適正運転，ボイラ排ガスの 02 低減，煙突排ガス温度の低減，未燃

運用変更による熱 分の低減，缶水プロー量の低減，再燃スプレー量の低減，復水器真空度の適正管理，

効率改善 補機動力の削減，蒸気温度特性改善，ボイラ燃焼空気比の適正化， SH スプレー低

減，復水器細管清浄， ドレンの熱回収， S必 1の適正運用，ボイラ設計適正炭使用

設備対策による熱 空気予熱器漏洩空気量低減対策，空気予熱器への高効率及び而挽性エレメントの採

効率改善 用，高効率タービン翼の採用，タービン長寿命ノズルの採用，補機動力低減

電源開発 (1999) に基づき筆者作成

表 3・4 改修による費用と効率改善

発電所 ユニット
ポイラ効率 11 ーピン効率 発電担終効率 送電端換効率 効率向上 費用

'''' '''' '''' '''' '''' 'M iII l刷、 US$'

山東省 1号 改修前 89.27 40.95 36.34 33.68 

郷県発電所 300MW 
改修後 ヨ3.52 43.32 40.27 37.33 3.64 

2号 改修前 89.27 40. 幽 36.06 33.42 
300MW 

改修後 92.52 43.02 39.99 37.07 3.64 

ヨ号 改修前 90.01 41.01 36.69 34 .01 
300MW 

政修後 93.52 43.39 4034 37.39 3.38 

4号 改修前 90.56 41.03 ヨ6.93 34.23 

300MW 
改修後 93.52 43.41 40.36 37.41 3.18 

平均 改修前 89.78 40.91 36.51 33.84 
47.43 

改修後 93.52 43.29 40.24 37.30 3.46 

安徽省 1号 改修前 88.61 41.39 36.45 33.79 

洛河発電所 300MW 
改修後 92.91 43.70 40.36 37.41 3.62 

2号 改修前 88.14 41.53 36.38 33.72 
300MW 

改修後 93.33 43.86 40.68 37.71 3.99 

平均 改修前 88.38 41.46 36.42 33.76 
55.46 

改修後 93.12 43.78 40.52 37.56 3.80 

河南省 1号 改修前 鈎 02 39.69 35.51 32.91 

銚孟発電所 270MW 
改修後 93.27 41.85 38.80 35.96 3.05 

2号 改修前 89.47 36. ∞ 35. ∞ 33.37 

3∞M W  
改修後 92.97 40.36 4036 37.41 4.04 

平均 改修前 88.75 35.75 35.75 33.14 

改修後 93.12 39.56 39.56 36.67 3.52 56.84 

平均 3.57 51. 73 

電源開発 (1999) より引用

これらの事例では，改修による発電効率の向上は送電端効率で 3.05-4.04% (平均 3.57%)

となり，また改修費用は 47 .4 -56.9 million US$I (300 MW) (平均値 51. 7 million US$ I 

(300 MW)6) であった。

次に，将来技術の適用可能性は，石炭火力発電の技術開発はまだ途上であり， NCCP 

(NDRC ， 2007) においても今後高効率化技術が登場することが既に予測されている状況下

で，新技術の登場まで延命化を図りその後高効率な新技術を導入することはライフサイク

6 河南省 1号機のみ270MW であったため，費用を 300MW に換算した上で平均を求めた。
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ルでの便益をもたらす可能性がある。しかし，こうした議論は定性的には可能であるが，

既存研究において定量的に計画的設備更新による効果を議論したものはなく，データに基

づく評価を行った上で、意思決定を下す必要があるといえる。

以上に基づき，本研究で定めた既存発電設備更新時の補修・改修に関する代替案シナリ

オ(以下設備更新シナリオとする)を表 3・5 に示す。

表 3・5 既存発電設備更新時の補修・改修に関する代替案シナリオ

導入技術のケース設定

・設備の補修を行い現状維持で延命化するケース (Base- B)

・寿命とともに順次更新していくケース (RPL: Replace) 
・改修・高効率化を行い延命化するケース (RNV: Renovate scenario) 

なお， Base-B ， RNV のいずれのケースにおいても将来技術(すなわち IGCC もしくは

Ad-China) が登場するまでの延命化を基本とし，それ以降は延命を行わない，と仮定した。

以上が本研究で設定した代替案シナリオである。なお，技術移転シナリオと設備更新シ

ナリオは必ずしも独立的に選択されるものではないが，本研究ではそれぞれ独立した選択

肢として評価し， 3x3 の計 9 通りのシナリオ解析を行う。

3_3 評価モデルの構築

3_3.1 モデルの概要

本研究では、発電所の建設・改修に関わる技術選択において，複数の代替案の環境・経

済的側面の影響を評価するために、モデルシミュレーションを行った。モデルの全体構成

としては，人口・経済成長に基づき電力需要を推計し，それをもとに発電設備容量を改修・

補修および更新・新設し，その過程で排出される環境負荷物質(C 02 ，802 ， NOx) 排出量

および費用を推計する。電力需要は設備容量の増強によりすべて供給されると仮定し，設

備更新と維持管理，および電力供給による燃料消費を推計の対象とした。図 3・4 にモデル

の概要を示す。
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図 3・4 モデルの概要

評価の地域バウンダリを中国全土，時間バウンダリは施設の置き換えによる影響が十分

に現れる程度の期間を考慮、し 2005-2050 年とし， 2005-2010 年のみ 6 年間を 1単位，そ

の後は 10 年を 1単位としてシミュレーションを行った。評価指標は，費用と環境負荷排出

量として C02 ，802 ， NOx の各物質排出量を用いた。ここで C02 のみでなく 802 NOx も

対象物質として取り上げたのは、中国における石炭燃焼による大気汚染が深刻である点，

また中国国内での排出が越境汚染としてわが国の大気汚染にも大きく寄与しているとされ

ている点による。

なお，評価対象に含まれない項目として設備建設時の環境負荷排出が挙げられる。本研

究では，発電設備における環境負荷の排出は運転時の燃料燃焼が最も大きなものであり設

備建設時の排出は相対的に小さく無視できると考えたため分析の対象外とした。また，大

気汚染に伴う外部費用も費用項には含まなかった。設備建設時の排出とは異なり間接的に

発生する費用であるため，その推計に当たっての不確実性も大きく，研究の領域が広範囲

に及ぶと考えたため除外した。

3.3.2 電力需要の推計

(1)総電力需要の推計

本節では，図 3・4 における電力需要の将来推計の手法を述べる。電力需要の推計はこれ

まで様々な試みがなされてきた(例えば， Hirschhausen & An dres ， 2000 ; Baudri et al.， 
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2002 等)。電力需要の推計モデルのうち広く利用されているものに， トップダウン型計量

経済モデリングとボトムアップ型コスト最適化モデル，さらに両者を組み合わせた統合型

モデ、ルがある。トップダウン型のモデ、ルとは， GDP や人口等のマクロ指標に基づき需要推

計を行う手法を指す。中国においてトップダウン型での電力需要推計を行った事例には，

Hirschhausen & Andres (2000) があり，経済成長と資源価格，技術の向上を見込んだ将来

予測を行っている。マクロなデータから電力需要を推計するため，詳細な社会の変化や技

術革新などの反映は難しいが，少数の変数に基づき判断するため詳細な事前予測が困難な

場合や定性的な予測のみ利用可能な場合においても適用できる点が利点といえる。一方で，

ボトムアップ型のモデ、ルとは，産業セクターや地域等の区分別に詳細な予測を行い，各区

分の予測値を積み上げることで全体の電力需要を推計する手法である。ボトムアップ型の

事例としては Yang & Yu (2004) や EPRI (2003) 等があり，産業セクター別の需要推計を

積み上げて予測している。セクター毎に予測することで，技術の革新や産業構造の変化等

を正確に反映することができる一方で，こうした予測を正確に行うためには十分なデータ

を収集する必要がある。また，長期にわたる予測においては特に不確実性の幅が大きく予

測の精度が著しく落ちる可能性があるといえ， Yang & Yu (2004) では現状に基づくモデル

構築に留まり将来予測までは行われていない。統合型はこの両者を組み合わせたモデルで

あり，黒田 (2003) がその例として挙げられる。ボトムアップ型同様に詳細なデータが必

要となるが，マクロな傾向を反映させつつ電力需要セクター別に最適化が行われより現実

に即した分析が可能となるといえる。

本研究の推計期間は 2005--2050 年であり，長期予測である点からはトップダウン型の

モデ、ルが適しているといえる。一方で，第 4 ・5 章では需要側に関する議論をしており，ボ

トムアップのモデルを用いることで，需要側と供給側の連動した議論が可能となる。しか

し，第 4 ・5 章で取り上げる需要セクターは民生と運輸部門の一部のみであり，産業部門に

おけるセクター別の詳細な将来予測を行うことは難しいことから，ここでは比較的簡易に

利用できるよう電力需要を産業部門と民生部門に分けた上で，それぞれに長期予測に適し

たマクロ指標に基づく推計モデルを適用する。その上で、モデルの妥当性を検証するため既

存文献と比較し，また電力需要の変動に対して感度解析を行うことで設備更新側のモデル

についても定性的に考察を行うこととした。

Yang & Yu (2004) で用いられた推計式を式 3・1 に示す。

n 

EDt = IED it + 叫 t

ふ EDo. V Ao. EDm N品
= ) ー」こ・ー・ GDP.+ ー」ニ・一一・ POP.
合間it GD 九 ι N民 PO 九 ι 
n 

=I 叫 Sit ωPt+ EIH t 'lNH t . PO 

式 3・1
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ここで. EDt は期間tにおける電力需要. EDit. ED Ht はそれぞれ期間tにおける家庭部門以

外の産業部門i と，家庭部門の電力需要を示す。 VAit • CDP tはそれぞれ産業部門iの期間tに

おける付加価値と，期間tにおける中国の総生産額を示し. E1it. Sit はそれぞれの期間tにお

ける産業部門iの電力強度(単位生産あたりの電力消費量)と GDP に占める比率を表す。NHt •

POP tはそれぞれ期間tにおける世帯数と人口を示し. EIHt• lNH tはそれそ'れ期間 tにおける

世帯当たりの民生部門電力消費，世帯人数の逆数を表す。本研究では産業部門の分類は考

えなことから. n = 1 (:.・ S1t = 1)とする。また，電力消費についてはより幅広くデータが

利用可能な一人当たりの電力消費を元に推計を行うこととし. EIH tとlNH tの積を一人当た

り民生部門電力消費 (J NP t) として定義した。。

産業部門の電力強度El it が変化する要因としては，個々の産業部門における技術革新によ

るエネルギー生産性の向上や，産業構造の高度化による第三次産業の比率の増大等があり，

これらは一般に経済の成長とともに進展するとされている (Chen et al.. 2011) 。そこで本

研究では，産業部門の電力強度は一人当たり GDP と相関があると仮定した。図 3・5 に

1996-2009 年の中国および 2009 年の IEA 構成国における一人当たり GDP と GDP 100 

US$ あたりの民生部門を除く電力消費量の関係を示した。

。 100 ，000 

y= ・30.7 1n (x) + 415.76 
K" = U. lS Uヲコ

• 
500 ，000 600 ，000 

図 3・5 一人当たり GDP と産業の電力消費の関係7

この結果，E1it は対数曲線により近似できると考えられ，回帰分析により式 3・2 を得た (R2

=0.81) 。

7中国のデータは NBSC (1 996-2009). IEA 構成田は IEAStatistics & Balances (2012) を

元に筆者作成。 2009 年の平均為替レートである 1 USD=6.8247 CHY を使用。
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n( 巴)p~ 
式 3-2

次に，民生部門の一人当たりの電力消費EIP tは購買力からの影響を強く受けると考えられ

る。可処分所得は一人当たり GDP と強い相闘があるが，一方で異なる地域・国を比較する

場合為替レートでの通貨価値に加え物価による影響を考慮する必要がある。そこで，図 3・6

に 1996-2008 年の中国と 2009 年の IEA 構成田の一人当たり GDP を購買力平価 (Ppp:

Purchasing Power Parity) ベースに換算した値と，一人当たりの民生部門年間電力消費の

関係を示す。
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。中国1996-2008 年

と民生部門の電力消費の関係8

電力消費は， 34 ，000 元/年よりも一人当たり GDP が低い領域では近年の中国の伸びを反

映しほぽ直線で近似できた(図中左側の式， R2=0.99) 。一方で， IEA 構成国の購買力と電

力消費の関係を見るとルクセンブ、ルグ(図中右下に外れたプロット)を除き概ね指数的に

電力消費が増加していることがわかる(図中右上の式， R2=0.74) 。こうした異なる曲線が

共存する関係性は，次のように説明できると考えられる。所得の低い段階でやや傾きの大

きい曲線が得られるのは所得の低い段階では所得の向上に伴い生活のベースとなる冷蔵庫

や洗濯機，エアコン等の機器の新規購入が増加し電力消費が増加するが，所得が一定水準

一人当たり GDP (購買力平価)図 3・6

8 中国のデータは NBSC (1 996-2009) ， IEA 構成田は IEAStatistics & Balances (2012) を

元に筆者作成。購買力平価 (ppp) ベースでの一人あたり GDP を 2000-2009 年のアメリ

カドル (USD) のインフレ率に基づき 2009 年価値に換算，さらに ICP (2005) に基づき ppp

ベースでの人民元 (CHY) とUSD の変換レートを 1 USD=3 .4 5 CHY として算出。
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に達すると人々の消費先が生活のベースに関わる電気・電子機器の購入から個人の趣味や

曙好に関わる製品，あるいはこれまで、使っていた機器の高効率化等へと振り向けられるこ

とになる。そのため，初期の急激な電力増加と比較し， -ji は電力増加が緩和されるが，

その後さらに所得が向上すると大都市型のライフスタイルや賛沢品の購入等により電力依

存が加速度的に上昇することとなる。以上より本研究では，一人あたりの電力消費量EIH tに

は式 3・3 を適用する。

(z諜2) 壬34抑削4ω側0∞0叶z泊l 
(z諜5) 〉 3M削削4刊側0∞0叫主詞l 

式 3・3

式 3-3 の 1段目は 1996-2008 年の中国の実績値，また 2 段目は 2008 年の中国の実績値

及び IEA 構成国(ノレクセンブ、ルグを除く)の値を元に，それぞれ回帰分析から得られた式

である。

以上の式を用い，中国の将来の人口・ GDP をそれぞれ UNPD (2010) ， Goldman Sachs 

(2003) の将来推計に基づき中国の将来の発電電力量を推計した。

(2) 石炭分担率の推計

次に，発電電力量のうち石炭により賄われる電力需要の比率を考える。図 3-7 に 2009

年の中国の発電電源構成を示す。石炭火力発電は全体の約 79% を占め，次いで水力 17% ，

原子力 2% と続く。風力や太陽光等の再生可能エネルギーは近年中国で急速に普及が進んで

いるが，全発電電力量に占める割合は 1% 未満にとどまる。石炭は今後も安価で安定的なエ

ネルギー源として中国において重要な役割を果たすと考えられるが，この比率が今後も維

持されるかどうかについては定かではない。

第四次 5 ヵ年計画において，中国の今後の電源構成に関する具体的な数値目標としては，

非化石燃料由来のエネルギーの増加 (2009 年 8.3% から 2015 年 11% ，2020 年 15%) ，原子

力発電所数の増強(現状 11 基から 2015 年 25 基)，水力発電容量を増強 (2015 年までに

50%) ，国内の天然ガスの消費を増加 (2015 年までに現状の倍)等が示されている。

さらに個別の政策等を参照すると，中国の再生可能エネルギー中長期発展計画 (NDRC ，

2007) では表 3-6 に示すような数値目標が掲げられ， 2010-2020 年の期間に再生可能エネ

ルギー全体で 160GW 程度の発電容量の増強が目指された。
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図 3-7 中国 2009年の電源構成

2010年目標 2020年目標

水力発電 190 GW 300 GW 
バイオマス発電 5.5 GW 30 GW 

風力発電 5 GW 30 GW 
太陽光発電 300MW 1.8 GW 

表 3-6 中国の再生可能エネルギー中長期発展計画に示された数値目標

ただし， NDRCの目標値はその後の想定以上の再生可能エネルギーが急速に導入された

ことをうけて見直された。太陽光発電では 201.5年までに 5GW， 2020年までに 20GWの

導入が目標とされ(IEA，2010).また風力発電では 2009年の段階で国内の設備容量が既に

約 26GWと2020年目標値に近い値まで増加したため， 2020年に 230GWまで増強が可

能であるといわれている (GWEC，2010)白

また，中国における今後の重要な発電電源である原子力に関し，世界原子力協会 (WNA:

World Nuclear Association)によると F 現在 14基の原子力発電設備が稼働しているのに対

し， 27基が現在建設中であり 27基が計画段階にあるという (WNA，n.d.) 0 中国における

原子力発電の設備容量は 2020年 60GWe， 2030年 200GWe， 2050年 400GWeに増加す

ると予測されている (WNA，2012)。

最後に，天然ガス発電設備の今後の成長を考える。天然ガス発電は大気汚染物質の環境

中への排出の少なさから中国にとっても有力な発電電源と考えられているが，一方で供給

量の少なさがネックとなり発電量が増加しない状況が指摘されている(侃， 2007)。促(2007)

の推計によると， 2020年の中国の天然ガス発電設備容量は 60GWであり，総発電量に占

める割合は 5%に増加する。

以上に示した複数の見通しをまとめると，表 3・7のようになる。

41 



表 3・7 中国の発電電源増強の見通し

現状 (2009 年) 2020 年 2030 年 2050 年

再生可能エネルギー

水力発電 - 190 G W  - 300 G W  
バイオマス発電 - 5.5 G W  - 30GW 
風力発電 - 26GW - 230 G W  

太陽光発電 - 300 ・360MW9 -20GW 

原子力発電 - lO GWe - 60 GWe - 200 GWe - 400 GWe 

天然ガス発電 - 13 GWI0 - 60GW 

2009 年の設備容量と発電電力量の関係から設備の稼働率を求め， 2020 年の設備容量下で

の発電を想定した場合，表 3-7 に示した発電電源からの 2020 年における発電電力量はおよ

そ 1，900T Whであった。これは図 3-11 に示した 2020 年の電力需要の凡そ 30% に相当し，

11 年間で総発電量に占める石炭の比率が少なくとも 70% 以下に低下することを示している。

2030 年以降の長期予測については中国政府からの普及の目標値等は発表されていない。

したがって，本研究では以上の 2020 年までの予測値に基づき 2050 年までの総発電量に占

める石炭火力発電の比率を外挿する。すなわち 2009-2020 年における石炭火力発電の比率

の減少幅から期間中の年間減少率6を算出し，その後も年間減少率6を維持し続けると仮定

した。これはt年における石炭火力発電の比率をTcoa I. tとすると式 3・4 のように表され，

t = 2020 のとき o = 1. 1 X 10- 2であった。 2009----2050 年の石炭火力発電の総発電電力量に

占める比率を図 3・8 に示す。

γcoal ，t = Tcoa l，2009 X (1 ー δY-2009

式 3・4

100% 

若起手
80% 

五岡三

子。 60% 
公
.l{! 

40% 

ま認是

20% 
干組ミ

0% 

ー昏ー石炭火力比率

図 3-8 石炭火力発電が総発電量に占める比率の推移

9 IEA (2010) より引用。

10 促 (2007) による推計値。
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以上より，式 3・5 を用いてt年における石炭火力発電への電力需要EDcoa ¥， tを推計した。

EDcoal.t = EDt ・Tcoal.t

式 3・5

3.3.3 発電設備更新のモデル化

(1)既存の発電設備ストックの整理

本項では，発電設備の更新に関わるモデルの詳細を示す。

まず，将来の設備更新の前に既存のストックの整理を行う。図 3・9 に既存の石炭火力発

電設備の建設容量を，建設された年代別・施設規模別に示す。ユニット当たりの発電容量

が 100 M W 以上の発電設備に関しては，中国電力年鑑編輯委員会 (2006) および電源開発

(1 999) のデータを参考にした。特に 1998 年以前に建設された石炭火力発電設備に関し

ては電源開発(1 999) から 1998 年までの設備容量を参照し，中国電力年鑑編輯委員会 (2006)

から得られた 2004 年末時点での設備容量に基づき 1998-2004 年までの聞に建設された設

備容量を推計した。さらに同期間中平均的に建設が進んだと仮定し，この設備容量を 2000

年以降とそれより前の区間に配分した。
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図 3・9 建設年代別・施設規模別の石炭火力発電設備容量

石炭火力発電設備の建設は 1970 年代以降に活発に行われるようになり，その後経年的に

大型の設備建設が進められるようになってきたことがわかる。しかし，近年でも 100MW

程度の小型の発電設備の建設も続いており，依然低い熱効率での発電を続けているこ可能

性が高いといえる。また，現在先進国では 600MW 程度の設備建設が主流であり，また今

後は 1000MW 級の大型設備の建設が期待されており，国際的な流れと比較すると技術面で

の成長が必要といえる。
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一方で中国には 1台当たりの発電容量が 100MW に達しない小規模な発電設備が多数あ

るとされている。本研究では，侃 (2007) に基づきユニット当たり 100MW 以下の発電容

量の小規模発電設備の比率が，石炭火力発電設備全体に対して 22.9% であると考え，総発

電容量を推計した。その結果，ユニット当たり 100MW 以下の発電設備の発電容量の合計

は約 59GW であり， 2004 年の時点での総発電設備容量は約 260GW と推計された。これ

らの小規模発電設備の建設年代に関するデータは得られなかったが， 2007 年に NDRC に

より示された「小規模火力発電の閉鎖を促進することに関する通知」では 2010 年までにこ

うした小規模発電設備容量を 50GW 閉鎖する方針が示されており， 90% 近い設備が老朽化

し更新時期を迎えていると考えられる。したがって，これらの設備はいずれのシナリオに

おいても 2010 年までに 50 G W が更新，残りの設備も 2020 年までに更新されるものと考

えた。

(2) 設備更新のモデル化

既存の発電設備容量に対し今後の発電需要に対応するための発電設備の更新は，既存の

発電設備が耐周年数を迎えるのに合わせて行われる。 t年に必要な設備容量RC tは，予測さ

れる電力需要EDCoa1 ，tを年間の設備稼働時間Eで除して求められる(式 3・6) 。既存設備の廃

棄と需要増加に伴う設備容量の不足分は，まず更新時期をむかえた設備の改修・補修が行

われ，次いでさらに不足する分を賄える量が新規建設される(式 3-7) 。

&'--， . 

..
 

副
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式 3・6

RC t = ICext + IC]et + IC_nwt 
式 3-7

ここで，IC_ext ， IC]et ， IC_nwt はそれそ'れ t年に利用可能な既存発電設備容量，補修・

改修により延命された発電設備容量，新規に建設された設備容量を示す。補修・改修によ

る延命を選択しないシナリオ下ではICret = 0である。以上の設備容量算定の手順を図

3・10 にプロセスフローとして示す。

設備の耐周年数は一律 30 年とし，補修・改修により一度だけ 10 年間の延命が可能であ

るとした。設備の稼働時間には，中国電力年鑑編輯委員会編 (2005) より，平均値 6，083 hlyr 

を用いた。以上により，新規建設設備容量 (J CnWt) ，既存発電設備の改修容量 (J Cret)

が得られる。

既存の発電設備は設備規模別および改修の有無，今後建設される設備は建設される年代

と技術導入シナリオにより設備の発電効率が異なる。設備に用いられる技術を表す添字をs

とすると以上の条件から技術別設備容量RC t.sが得られる。発電量の技術別比率が設備容量

の比率と等しいと仮定することで，技術別の発電量 (EDcoa1 ，t，s) が得られる。
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図 3'10 発電設備容量算定の手順

3.3 .4 環境負荷排出量およびコストの算定手順

次に，前項で得られた変数を用いてコストおよび環境負荷量の算定までの手順を示す。

環境負荷には C02 ，802 ， NOx の各排出量(Emi c02 'Emi s02 ' Emi NOX ) を，コスト (Cost) には設

備建設，維持管理，および燃料費(それぞれ Cost co 市 t，Cost OM ' Cost tuel ) をそれぞれ考慮、

した。算出には式 3・8 ・式 3・9 を用いた。

て.， EDrn "A l"r 

fCt = )ーよ 2 ι
ι ム effs x cv 

C叫 =L(I 臼 Wt.s .u にcons い Rら ω m s + fCt 叩

式 3・8

式 3・9

ここで，fc は燃料である石炭の消費量，eff は受電端発電効率，cv は石炭の単位発熱量を

示す。さらにuc_const は単位容量の設備建設にかかる費用，ucom は単位容量の設備にかか

る維持管理費用， upf 土石炭の価格を示す。受電端発電効率には，技術別の発電端発電効率

に加え，発電電力の所内利用率である 7.31% (NB8C ， 2007) を考慮、した。

次に環境負荷排出量の算出には，式 3・10 を用いた。
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Emi k， t = f Ct X ek 

式 3-10

ここで， kは環境負荷物質の種類を示す添字であり eは各物質の排出係数を示す。用い

た設定値および定数を表 3・8，表 3・9 に示す。維持管理費は， Ma et al. (200 1)より引用し，

さらに中国現地技術については脱硫設備の導入を考慮、し， 5 US$ Ik W/yr を加算した。

なお，費用の算出に当たり割引率を適用するが，本研究ではLi ang et al. (2009) に基づき

8% を用いた。一方で，中国が今後も現在のような急成長を続けるとは必ずしも言えず，そ

うした不確実性を考慮し 6% ，10% の場合の結果も合わせて提示することで割引率の設定に

よる影響も考慮、した。

表 3・8 各技術の設定値

発電効率 維持管理費用

eff[%] uCsm[1000US$jMWjyr] 

PFBC 
IGCC 
China 

Ad.China 

n
u
q
O
Eリ

q
O

2
2
2
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n
A
n
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円

d
n
u

d
佳

民

u
n
t
u
a佳

建設費用

uc_const[Million US$j 

盟主1
1. 2 
1. 0 
0.75 
0.69 

表 3・9 その他の定数値

定数 値

up 21 US$/t 
cv 20.93 GJ/t 
eCOZ 2.26 t.CU2 1t 
eSOZ 1. 13 kg/t 
eNOr 1. 83 主草生

また，改修による延命化を選択した場合の発電効率の変化の事例は，表 3・4 に既に示し

た。これらの改修策のどれが適用されるかは，個々の発電設備の状態やどの程度の効率改

善を実施するかに依存するが，既存設備の詳細な状態に関するデータは入手できなかった

ため，本研究ではこれらの技術を用いて行った改修の事例から技術パッケージとして改修

の効果を抽出する。すなわち，改修により発電の熱効率は 3.6% 改善されるとし、また改修

費用は 52 million US$I (300 MW) とした。一方で，補修による設備の延命利用に関しては

設備維持管理費の増大等に関するデータは得られなかった。通常の維持管理のみで可能と

し，追加的な費用やエネルギー・資源等の消費は発生しないものとする。

上記のデータは文献より引用した値であるが，一方でこれらのデータのうちいくつかは

過去のデータから将来推計として適用する際多くの不確実性を含むことや，少数の事例か

ら引用したデータであり必ずしも他の事例に適用できるとは限らない値であることに留意

する必要がある。特に石炭価格や，未開発の技術である IGCC の発電効率・建設費用等の

46 



現時点での推計は，将来において大きな変動幅が想定され，その変動が評価結果に与える

影響を考察する必要があるといえる。そこで本研究ではパラメータの変動に関する感度解

析を行うことで不確実性による影響を考慮する。

3.3.5 感度解析

本研究では， 45 年間という長期にわたる分析を行っており，モデル中に用いられた変数

の将来値には予測値からの一定程度の変動が生じると考えられる。そこで本研究では予測

からのずれによる影響を考慮するため，モデ、ルの感度解析を行う。感度解析の対象となる

変数は，電力需要量・石炭価格・将来技術である IGCC の建設費用・想定される発電の熱

効率と技術の利用可能となる時期である。電力需要は設備の建設容量を決めるため，設備

ストック中に用いられる技術の構成を変化させる可能性がある。石炭価格は，設備の運転

費用に関わる変数であり，比較的安定な資源ではあるが需給の状況や国際社会の情勢，採

掘技術の発達等により変動しやすいと考えられる。技術に関わる変数のうち，現時点で実

用化がすんでいる亜臨界圧微粉炭燃焼技術 (China ・Ad.China) とPFBC については不確

実性が大きくないと考えた。一方で，今後実用化に向けた技術開発が必要な IGCC は，比

較的大きな不確実性を持っている。そこで IGCC 技術の想定される発電効率・技術の登場

時期の 2 点を不確実性要因として評価した。

各変数の変動による影響を見るため，電力需要量・石炭価格に関し，既に定めた値を上

下に 20% ずつ変化させた場合の変動を， 2005-2050 年までの累積 C02 排出量および C02

の単位削減費用の 2 指標から評価する。 IGCC 技術の想定される発電効率は 50% であり，

20% の変動は現実的ではないと考え，上下 10% の変動を考慮し 45-55% の幅で変動させた。

IGCC 技術の登場時期に関しては， 3.2.2 で、行った文献調査の結果概ね 2020-2030 年に技

術の登場が予測されていることから， 2030 年に技術が利用可能になるとの仮定で行う分析

に加え， 2020 年に IGCC の実用化が可能となった場合について分析し，同様に 2 指標を用

いて評価する。

3.4 結果と考察

3.4 .1 電力需要推計

2050 年までの電力の部門別需要量と，そのうち火力発電により賄われる電力量の推計結

果を， 2008 年までの実績値と併せて図 3.11 に示す。

総電力需要は 2008 年， 2020 年， 2030 年， 2040 年， 2050 年の各年に，それぞれ 3，500T Wh，

6，200 T Wh， 8，300 T Wh， 10 ，800 T Wh， 14 ，200 TWhと増加した。推計期間中 2030 年ま

では産業側からの需要増加が総電力需要の増加量の約 80% 以上を占めているが，民生部門
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由来の需要増加は 2031~2040 年には約 38%， 2041~2050 年には約 70%を占めた。産業部

門のエネルギー効率の向上が進む一方で，次第に民生側の電力需要の増加が電力需要増加

を牽引するようになることが示唆された。なお， IEA (2008) による将来予測では， 2030 

年における中国の総電力消費量は 6，958 TWhとされており，本研究の推計結果よりも約

16% 低い値となっている。用いたモデ、ル・変数が異なっており単純に比較することは困難で

あるが，本研究で行われた電力需要推計はやや過剰な推計となっている可能性が示唆され

ている。
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図 3・11 部門別電力需要の将来推計結果

総発電電力量に占める石炭の比率は 2010 年の 80% から徐々に低下し， 2020 年， 2030 年，

2040 年， 2050 年の各年に，それぞれ 69% ，62% ， 55% ， 49% となると推計された。この結

果，石炭由来の発電電力量は同様に各年で， 4，300 T Wh， 5，100 TWh， 5，900 T Wh， 6，900 

TWhであった。これ以降の分析結果は，この値を用いて算出した。

3.4 .2 石炭火力発電設備容量の内訳の推移

既に求めた電力需要を満たすように発電設備の補修・改修および新規建設を進めていっ

た場合における，設備容量の内訳の推移を図 3.12 に示す。左図 (a) は補修 (Base-B) あ

るいは改修 (RNV) により設備の延命利用を行った場合の設備容量の内訳，右図 (b) は更

新時期を迎えた設備は延命を行わず随時新たな設備へと建て替えた場合 (RPL) の設備容

量の内訳を示している。

老朽化設備の延命化の対象となる設備容量は，最も多かった 2021~2030 年の期間でも約
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85 G W  (総容量の約 12%) と石炭火力発電設備容量全体に占める比率はそれほど大きくな

かった。これは 2030 年以前に延命の対象となる設備は 2000 年以前に建設された設備であ

り，当時の電力需要が現在と比較し小さかったため老朽化する発電設備容量自体が小さい

ことが主な要因といえる。
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図 3-12 発電設備の更新容量の推計結果

新規に建設される設備容量の推移をみると， 2005-2010 年および 2031-2040 年の期間に

多くの設備建設が発生していることがわかる。 2005-2010 年の期間においては電力需要の

急増 (2011 年以降の年開設備需要の増加量が 13-17 GWI 年なのに対し， 2005-2010 年の

期間は約 40GWl 年)と既存の小規模発電設備の閉鎖により大きな建設需要が生じた。一方

で 2031-2040 年の期間では，電力需要の伸びは 2030 年までと大きくは変化していないが，

2005-2010 年に建てられた多くの発電設備が寿命を迎えるため，需要増加による新規建設

に加え老朽設備の更新需要が大きくなることが新規建設設備容量の増大につながった。

2031-2040 年の期間では，本研究で想定した IGCC のような大きな技術的な革新が予測さ

れていないため，この時期に改修や補修による延命化施策は考慮されてない。しかし，こ

のように大きな設備更新が予測されたことにより，今後の技術の進展により新たな技術の

登場が見込まれた場合等においては，既存の設備更新の延命化や前倒しでの設備更新等の

施策により環境的・経済的に大きな影響を及ぼす可能性があるといえる。

3.4 .3 C02 排出量の推計結果

年間CO 2排出量の推計結果を図 3-13 に示す。凡例にそれぞれ技術導入シナリオと設備更

新シナリオの組み合わせを示した。まず， Base-A - Base-B (以後 Base-AB) のシナリオ

では， 2010 年， 2020 年， 2030 年， 2040 年， 2050 年の各年のC02 排出量は，それぞれ2，700

Mt-C02 ， 3，330 Mt-C02 ， 3，900 Mt-C02 ， 4，210 Mt-C02 ， 4，860 Mt-C02 であった。国内の

技術開発により対策を行った場合，排出量は2010 年の約1. 8倍に増加することが示された。
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シナリオ問の比較を行うと， 2010 '" 2030 年の聞は大きく技術移転を行うケースと

('I'T- ASAP) と，行わないケース (Base"A ，TT-Ti mely) に分けられる。後者のシナリオ

群では， 2010"'2030 年までは技術の導入状況が同じであるため，結果は設備更新シナリオ

による差異のみが生じた。一方で， 2030 年以降は， Base"A と'I'T-Ti mely の間で事離が見ら

れた。'I'T-Ti mely シナリオ下では，いずれの設備更新シナリオにおいても年間C02 排出量が

低下し'IT- ASAP に近づいた。これらの結果をC02 排出量の面からみると，技術移転が既存

設備への改修と比較し大きな効果を持っていることを示している。したがって，技術の移

転は原則として行う方が望ましいといえるが，コスト面からの困難さを考慮した場合に既

存設備の補修・改修を補完的な位置づけで検討する必要があることが示唆された。
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図 3・13 シナリオ別 C02 排出量の推移

Base"AB を基準とした場合の各シナリオでの年間 C02 排出量の削減効果は， 'IT- ASAP-

Base"B のシナリオで 2030 年， 2050 年にそれぞれ 375 Mt"C02 (9.6 %)， 911 Mt"C02 (1 8 %) 

であった。同様に'IT- Timely - Base" B シナリオでは， Base"AB を基準として， 2030 年に

は削減が見られなかったが， 2050 年には 821 Mt"C02 (1 7%) の C02 排出削減が見込まれ

た。 2050 年における'IT- ASAP - Base" B シナリオと'IT- Timely - Base" B シナリオの年間

C02 排出量の差は約 90 Mt"C02 であり，先に述べたように両者の差は縮まった。しかし，

C02 排出においては年間 C02 排出量よりも累積での排出抑制が重要である。図 3・14 に各

シナリオにおける 2005-2050 年の累積 C02 排出量を示す。 Base"AB を基準シナリオとし

た場合， 'IT- ASAP - Base"B の C02 排出削減量は約 24 ，100 Mt"C02 (1 3 %)であり，

'IT- Timely - Base" B では 13 ，700 Mt"C02 (7.6 %)であった。したがって，年間 C02 排出量
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では 2050 年に'fT-Ti mely - Base- B は'fT- ASAP - Base- B と同水準となったが，技術移転

の遅れによる累積での C02 排出削減効果は 43% 程度縮小されることが示された。
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図 3・14 2005-2050 年の累積 C02 排出量の比較

次に，各技術導入シナリオ下での設備更新シナリオによる 2005-2050 年の累積 C02 排出

量の差異を図 3・15 に示す。上述の比較と異なり，各技術導入シナリオ下で設備更新シナリ

オが Base-B の場合を基準として， RPL シナリオ， RNV シナリオによる削減効果を示して

いることに注意が必要である。こうした比較を行ったのは，技術導入に関する意思決定と

設備更新に関する意思決定の順序に階層性があると考えたからである。すなわち，技術導

入に関する意思決定の方がより費用面でも効率面で影響が大きいため，まず技術導入シナ

リオを決定した後，各技術導入シナリオ下で設備更新シナリオを検討する考えられる。

Base-A シナリオ下では， RPL シナリオで 271 Mt-C02 ， RNV シナリオで 708 Mt-C02 がそ

れぞれ削減され， TT- ASAP シナリオ下では， RPL シナリオで 570 Mt-C02 ， RNV シナリ

オで 708 Mt-C02 がそれぞれ削減された。 TI- 恒mely シナリオ下では， RPL シナリオで 798

Mt-C02 の排出量の増加がみられ， RNV シナリオでは 708 Mt-C02 の排出削減がみられた。

いずれの技術導入シナリオにおいても RNV シナリオが最も排出削減に寄与するという点

では一致していたが， TT- Timely シナリオのみ他の技術導入シナリオと異なり， Base-B シ

ナリオで RPL シナリオよりも累積 C02 排出量が小さくなった。したがって，先進国からの

技術移転を行う場合，既存発電設備への改修・延命化により C02 排出量の削減が可能であ

ること，および一方で既存設備の延命利用を行う場合には， 2030 年まで技術移転を行わず

IGCC 技術の実用化に合わせた技術移転を考慮する場合以外は単純延命ではなく改修によ

る高効率化を併せて行うことが C02 排出量削減の観点、からは重要で、あることが示唆された。
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各技術導入シナリオ下での設備更新シナリオによる累積 C02 排出削減量

図 3・16 に消費形態別の石炭火力由来の電力の C02 排出係数を示す。電力需要は各シ

ナリオで同様であり C02 排出量の変化がこの結果に影響を与えているため，ここでは結果

の値のみを示す。 2010 年の推計値はTr- ASAP で 1021-1029 g-C0 2fkWhであり， Base-A. 

Tr- Timely では 1089-1098 g-C0 2fkWhであった。技術の向上と共に徐々にこの値は低下

2030 年には同様にそれぞれ 848-874 g-C0 2fkWh， 950-962 g-C0 2fkWh， 2050 年に

図 3・15

し，

は'IT- ASAP で 665-672 g-C0 2fkWh， TI 可'i mely で 684-696 g-C0 2fkWh， Base-A で

815-919 g-C0 2fkWhであった。

1200 了一一一一一一一一一一一一一一一一一…

1000 +一一」里"'"二宮、-= ー… 

| 、』て 一一ー圏、""'- -i;トー Ba 田 -A- Base-B 

揺 | 一・司h 、 -， ... 同ーー--.司 --EJ--- Base-A -RPL ~ 800 -........耳、、-，
主 | 、主詮均 一岳ーB 蹴 -A- 悶 V

主主 | ー喧 --tr- π-ASAP-Ba 時ーB
門 . 600-! 

| ・寸ー'IT -ASAP -RPL 
G s 4∞; 一世ーπ 必 AP-R 肝

| ー輔ー'IT -Ti 皿 ely-Ba 揖ーB

200 ト一 四十・'IT -Timely -RPL 

| 一持-'IT -Ti 皿ely-RNV

O 十一一

2010 2050 (年)2040 2030 2020 

シナリオ別の電力 C02 排出係数の推移

ここまでシナリオ別の C02 排出を比較・検討してきたが，本分析における留意点として

は発電設備建設時の C02 排出に関しては考慮されていないこと，また IGCC 技術の登場時

期や予想される発電効率に不確実性が存在することが挙げられる。設備の新設や改修によ

り発生する C02 排出は，本研究で対象とした全体の排出量と比較してそれほど大きくない
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と考えられるが，設備更新シナリオ聞の排出量の差異も総排出量と比較して小さく，無視

できる量であるかは定最的な検討を行うことが望ましい。新規建設由来の C02排出は RPL

シナリオでの排出量を特に増加させる可能性があり， Base-A ・T千A8APシナヲオ下での

Base-B. RPLシナリオの関係を変化させる可能性があるといえる。また，将来技術の登場

時期・技術向上の程度のもつ不確実性がシナリオ聞の関係与える影響に関する知見は不足

しており，感度解析が必要といえる。

3.4.4 シナリオ別 802， NOx排出量

図 3・17に802，NOx排出量の推移を示す。両物質とも，C02同様若炭消費量に比例して

いるため，全体として同様の傾向を示した。そのため， Base-ABケ』ースの排出量のみを示

す。 802のBase-ABでの排出量は， 2010年， 2030年， 2050年にそれぞれ1.35Mt， 1.95 Mt， 

2.43 Mtであり，間接にNOxの排出量は，2.18剖t，3.16 Mt， 3.94 Mtで、あった。
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図 3・17 802， NOxのケース別排出量の推移
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3.4.5 ケース別コスト比較

図 3・18にシナリオ別年間費用の推移を示す(同図では割引率は考慮、されていなし¥)0 施

設建設の集中した2005-20'10年と2031"，，2040年の期間で費用が大きくなると土がわかる。

2005-2010年の期間では，建設される設備の建設費用の差が年間の費用の差に大きく影響を

与え， PFBCを採用したT下ASAP-Base-Bで、は， China技術を利用しているBase-ABと比較し

約20，000US$/年 (BおかAB比約320/0)費用が高かった。 2031-2040年の期間でも J Ad-China 

とIGCC技術の価格差による違いが表れたが， 2005-2010年と比べ差が広がらず， Base-ABと

TT-ASAP -Base-Bを比較すると 13，300US$J年 (Bぉe-AB比約150/0) の増加にとどまった。と

れはChinaとPFBCの価格差が0.495US$JMWなのに対し， Ad-ChinaとIGCCの価格差が0.338

US$IMWと比較的小さかったことによると考えられる。また， TT-Timelyシナリオでは改修

により延命化されていた分， TT-ASAPよりも2031-2040年の建設量がやや大きいが，その影

響はTT同 Timely-BおかBでTT-ASAP-Bぉe-B比330US$J年 (0.32%)の増加とごくわずかであ

った。

以上より，技術移転を行う際の財政的負担が定量的に示され，特に設備建設の集中する

時期に負荷が集中し， 2031~2040年は技術更新の時期と負荷の集中が重複する可能性がある

ことが示された。 PFBCの技術導入による負担は非常に大きいが，将来技術のIGCCの導入時

には現地技術と移転技術の価格差が縮まり，この負担は一定程度軽減されることが示され，

割引率を考慮すると 2031~2040年における負担は大きくはならないものといえた。
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図 3・18 シナリオ別年間費用の推移
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次に，図 3-19 に推計期間中の用途別の費用を，割引率を用いて現在価値換算した結果を

示す。 (a) "'(c) にそれぞれ割引率を 8% ，6% ， 10% とした場合の総費用を示した。期間中

の総費用は技術導入シナリオが Base-A の場合 Base- B， RPL ， RNV の順にそれぞれ 775 ，

790 ， 779 Billion US$ ，同様に技術導入シナリオがTI'- ASAP の場合， I1 慎に 935 ，961 ， 940 

Billion US$ ，技術導入シナリオがTI'-Ti mely の場合，順に 789 ，803 ， 794 Billion US$ で

あった。図 3-18 において 2005-2010 年に高い費用を示したTI'- ASAP シナリオ下の 3 つ

のシナリオで費用が高くなる傾向 (B ぉe-AB 比 21-25% 増)があり，建設費用の違いが大き

く影響していることがわかる。費用項目別の増加要因に着目すると，技術移転による高効

率化により燃料費は Base-AB と比較し減少しているが，建設・改修費の増加幅が大きく，

全体としては増加する結果となったことがわかる。TI'- Timely シナリオ下でも 2031 年以降

技術移転により必要な費用が上がっているが，割引率により現在価値としてはそれほど大

きな影響はなく， Base-AB シナリオと比較し1. 7-3.2% 程度の上昇で、あった。次に，補修・

改修ケース別では， RPL ， RNV ケースはいずれの技術導入シナリオ下においても B田 e-B と

比較し 0.4"'3.1% 程度の変化であり，技術移転と比較し，財政的負担は小さかった。

また，割引率 8% の場合の総費用と比較し，割引率が 6% の場合総費用は 25-28% 増加し，

割引率が 10% の場合には 17-18% 減少した。特に推計期間中 2031 年以降に大きな費用負担

が想定される TT-Timely シナリオでは割引率により比較的大きな影響を受けた。 Base-AB を

基準とした TT-Timely シナリオ下の B出 e-B ，RPL ， RNV の各シナリオの総費用増加率は，

割引率が 8% の場合I1 頂にl. 8% ，3.6% ， 2.4%であったが，割引率 6% で 3.2% ，5.1%， 4.0% ， 

割引率 10% で1.1%， 2.7% ， l. 5% であり，割引率 2% の違いにより 0.7- l. 6% 程費用増加率が

変化することが示された。ただし，割引率による変化はシナリオ聞の相対的な優位性を変

化させるにまでは至らなかった。

以上のように技術導入シナリオ間では C02 排出量と総費用の間には，一見して技術移転

を進めると費用が増大する一方で C02 排出削減はより促進することが可能となるというト

レードオフ構造が示されているように見える。しかし， C02 排出削減行動を火力発電部門

に制限せずに考えることによりさらに発展的に考察することができる。すなわち，現時点

での投資をやや控えめにし，将来に大規模に投資を行うことを考える際，現時点での余剰

の資金は異なる施策領域へ投資することができる。これらの資金を省エネ機器や技術への

投資，重厚長大型の第 2 次産業からサービス産業主体の産業構造への構造転換に振り向け

るなどの施策により，エネルギー需要全体を抑制することの方が結果としてより大きな効

果をもっ可能性もある。しかし，こうした他の領域の施策と並べて議論する際には，費用

と削減効果だけではなく費用対効果による比較が不可欠である。そこで，次項以降で費用

対効果の比較を行う。
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図 3・19

C02 削減費用のケース問比較

図 3-20 に，各シナリオにおけるCO 2排出削減効果と，2050 年までの累積CO 2排出削減量を

累積費用の現在価値で除して得た単位CO 2排出削減量当たりの費用(以下単に単位削減費用

とする)を示す。図 3・20 (a) にB 笛 e・AB シナリオを基準とした場合のTI-ASAP ・TI-Timely

シナリオ下の6シナリオの累積CO 2排出削減量と単位CO 2排出削減量当たりの費用を示した。
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排出削減量はTT-ASAP で約24.1 '"'-'24.8 Gt-C0 2， TT- Timely では12.8'"'-'14 .4 Gt ・CO 2で、あり，既に

示したようにTT-ASAP の方が約2倍大きな削減効果が期待された。一方単位削減費用では，

T下Timely で、はl. 2-2 .4 US$ で、あったのに対し， TT-ASAP では8.8-9.8 US$ と4-5 倍となった。

一般的なCO 2排出削減の費用は1tあたり 1-2 万円程度とされることから，この価格は安価な

ものといえる。ただし，本分析は費用が長期間にわたって支払われるため割引率によって

将来の費用を大きく割り引かれていることに注意が必要である。より短期的な価格として

は，例えば本分析中2005-2010 年までの累積CO 2排出量と総費用に基づく単位削減費用は，

Base-AB を基準としTT-ASAP - RPL の場合約125 US$/t-C0 2となり，それほど安いとは言えな

い価格となる。したがって，全期間を含めた総費用による施策聞の比較と，時間軸上でい

っ削減が行われ，またいつ費用が発生するのか，を考慮した上での他領域での施策との比

較が必要といえる。

図 3・20 (b) に，各技術導入シナリオにおける Base-B シナリオを基準として， RPL.RNV 

シナリオによる影響を，先ほどと同様に C02 排出削減量と単位削減費用をプロットした。

TT- Timely - RPL シナリオのみ，削減量が負(すなわち C02 排出が増力日)となったため，

この場合の単位削減費用の絶対値は RPL から Base-B へと施策を転換した場合の単位削減

費用と考えることができる。 Base-A- RPL において 59 US$ It -C02 と最も高い単位削減費

用をしめし，次いで'IT- ASAP - RPL において 45 US$/t-C02 ， TT-Ti mely - RPL で(・)1 7.4

US$/t-C02 となった。各技術導入シナリオ下での RNV シナリオによる追加的な C02 排出

削減効果の単位削減費用，いずれも 6.6 US$ It -C02 で、あった。いずれの技術導入シナリオ下

でも RNV シナリオが最も C02 排出削減量が大きく，単位削減費用ではTT- Timely では上

昇したが， TT- ASAP では減少させる効果があたった。
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感度解析3.4.7 

まず，電力需要を変化させた場合の 2005'""2050年の累積 C02排出量と単位削減費用の

3.4.1で示した石炭火力発電への電力需要量を 100%
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電力需要は，変化を図 3・21に示すD



とし，場合に上下 20%ずつ変化させることでその影響を観察した。図 3-21(a)はBase-AB

シナリオを基準ケースとした場合，図 3-21(b) は各技術導入シナリオ下で Base-Bシナリ

オを基準ケースとした場合の変化をそれぞれ示す。

電力需要の増加に対する変化はJ Basc-ABシナリオを基準とした場合で大きく，一方各

技術導入シナリオ下での Base-Bを基準とした場合にはほとんど見られなかった(図 3・21

(b)中，電力需要の変化を示す 3点、はそれぞれほぼ同ーの場所にプロットされている)0 し

と

たがって，電力需要による影響は技術導入シナリオには影響を与えるが，設備更新シナリ

オには影響を与えないことが示された凸また，技術導入シナリオ問でも'IT-ASAP

TT-Timelyでは異なる変化の傾向を示した。 IT-ASAPでは電力需要の増加に伴い右上方向

(C02排出削減量増加，単位削減費用増加)に変化するのに対して， TT-Timelyでは右下

方向 (C02排出削減量増加，単位削減費用減少)に変化した。これは TT-Timelyシナリオ

では電力需要が増加するにつれて増加する費用の多くが 2030年以降に発生するため，現在

価値換算では安価な削減が増加するのに対し， TT-Timelyシナリオでは 2030年以前の

PFBC導入による費用増加が大きく，単位削減費用の増加につながったと考えられる。 し

かし，いずれの電力需要のケースにおいても累積 C02排出量・単位削減費用のシナリオ聞

の順位に変動はなく，電力需要の持つ不確実性が本研究の主眼である技術導入と設備更新

に関する;意思決定に対して大きな影響を与える可能性は小さいといえた。
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図 3・21 電力需要の変化 (80"'120%)による累積 C02排出量

および単位削減費用の変化

次に，石炭価格の変化による影響を，電力需要と同様に上下 20%ずつ変化させた場合の

推計結果の変動から評価した白ここでは， Base-ABを基準シナリオとして TT-ASAPおよ

び TT-Timelyシナリオにおける変化を図 3・22に示す。いずれのシナリオにおいても石炭
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価格の上昇に伴い単位削減費用が減少した。一方で，シナリオにより変化の幅が異なるこ

とも示された。単位削減費用を石炭価格の変化率で除した削減費用の弾性値を算出すると

(単位削減費用変化量/石炭価格変化率)， 'IT-ASAPシナリオ下の Base-B，RPL， RNVの

3シナリオで，それぞれ1.56t-Cu2/(US$/t)， l.66 t-Cu2/(US$/t)， 1.61 t-Cu2/(US$/t)であ

った一方， TT-Timelyシナリオ下の同様の 3シナリオでは，それぞれ 0.514t-C02/(US$/t)， 

0.635 t-C02i(US$/t)， 0.655 t-C02/(US$/t)であった。'IT-ASAPでは石炭価格に対して

TT-Timelyの約 2.5"'3.0倍変化が大きかった。石炭価格の上下 20%の変化では，シナリオ

聞の順位に変動は見られなかった。また価格の変動を 100%(すなわち石炭価格が倍)とし

た場合においても，順位の変動は見られず，世界的に賦存量が豊富でかつ遍在性の高い石

炭資源の価格変動による影響は比較的小さいと考えられた。
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図 3・22

最後に， rGCC技術の予測される実用化時期，および発電効率による影響を評価した。図

3・23に， rGCCの実用化時期が 2020年と 2030年で、あった場合の1.'1'-ASAP， TT-Timely 

シナリオにおける累積 C02排出量および単位削減費用の変化を示す。TT-ASAP. 'IT-Timely 

の両シナリオにおいて累積削減量の増加，単位削減費用の減少がみられた凸技術導入シナ

リオ問での順位の変動はなかったが，設備更新シナリオ間での関係性には変化がみられた。

TT-ASAP • TT-Timelyの両技術導入シナリオ下での Base-B. RPL ・ RNVの各設備更新シ

ナリオの関係の変化は， 2点に集約される。 1点目は， RPLシナリオの単位削減費用が他の
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が 2030 年であった場合， RPL の単位削減費用はTT- ASAP • TT-Ti mely ともに Base-B.

RPL シナリオよりも 0.8-0.9 US$/t-C02 程度高かったが， IGCC 実用化時期を 2020 年とす

ることで 3 つの設備更新シナリオはほぼ同等にまで下がった (TT- ASi ザシナリオで各設備

更新シナリオが 8.0"'8.1 US$ It -C02 内に， TT-Timely シナリオで 0.69-0.84 US$/t-C02 内

にそれぞれ収まった)。累積 C02 排出削減量では， IGCC 実用化時期が 2030 年の場合は

TT- ASAP シナリオ下で RPL シナリオが RNV に次いで 2 番目に大きく， TT-Ti mely シナリ

オ下では RPL シナリオは最小であった。しかし， IGCC 実用化時期が 2020 年の場合はい

ずれの設備更新シナリオでも累積 C02 排出削減量は増加したが，特に RPL シナリオでの伸

びが大きくTT- ASAP • TT-Ti mely いずれのシナリオでも Base-B. RNV よりも大きな削減

が可能であることが示唆された。
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図 3・23 IGCC 実用化時期の違いによる影響解析

40000 

また， IGCC が実用化された場合に実現される発電効率の変化による影響を，実用化時期

による影響と併せて図 3-24 に示す。発電効率の向上に伴い累積 C02 排出削減量の増加と

単位削減費用の減少の双方が，全てのシナリオにおいて見られた。特に単位削減費用の減

少はTT- ASAP シナリオで大きく， IGCC の実用化時期が 2030 年の場合，発電効率が 50%
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から 45% に減少するとき 3.01-3.17 US$/t-C02 増加し， 50% から 55% に増加するとき

1. 56- 1. 61 US$/t-C02 の低下がみられた。一方でTT-恒 mely シナリオでも，単位削減費用

の減少がみられ，同様にそれぞれ1. 43-2.26 US$ It -C02 の増加， 0.4 8-0.77 US$/t-C02 の減

少であった。累積 C02 排出削減量の増加は， TT- ASAP とTT-Ti mely シナリオの聞に違い

はなく， IGCC の実用化が 2030 年の場合， Base-B で6，070 Mt-C02 ， RPL で 5，611 Mt-C02 ， 

RNV で 6，070 Mt-C02 の削減量増加がみられた。 IGCC 実用化時期が 2020 年の場合は，技

術導入が早い分削減量も多くなり，それぞれ 7，660 Mt-C02 ， 8，010 Mt-C02 ， 7660 Mt-C02 

の削減が可能となることが示唆された。
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図 3・24 IGCC の発電効率および実用化時期による影響の感度解析

ここまで電力需要・石炭価格・ IGCC 技術の実用化の時期および実用化時の発電効率につ

いて，不確実性を考慮し各変数を変動させた場合の累積 C02 排出削減量および単位削減費

用に及ぼす影響を評価した。変化の幅が最も多かったのは IGCC の発電効率の変化であり，

技術移転を行う際，移転技術の発電効率は最も重要な要素の一つであることが示唆された。

一方で，技術がいつ実用化されるかによっては設備更新シナリオの優先順位が異なってく

る可能性が示唆された。本研究では 3 段階に変数を変化させることで，出力の変動を観察

したが，今後技術の実用化時期によりどの程度の影響を受けるのか，また予測される時期
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と実際に実用化される時期の差が及ぼす影響等についてのさらなる解析が求められる。

3_5 要約

本章では，中国における石炭火力発電設備を対象として，革新的技術の導入と既存スト

ックの有効活用という観点、から，発電設備の更新モデルを構築し，設備更新の違いを反映

するケースとして，導入技術には先進国からの技術移転をいつ行うかに関する違いによる

Base-A ， TT- A8AP ， TI- Timely の 3 シナリオ，既存設備の補修・改修を行うかどうかの違

いによる Base-B ，RPL ， RNV の 3 シナリオを設定した。その上で， C02 ， 802 ， NOx の 3

種の環境負荷物質の排出量と，設備の維持・更新と運用時の資源消費に関わるコストを推

言十した。

結果として，排出削減効果としては導入技術の違いによる影響が大きく，特に早急に先

進国からの技術移転を行うことで，環境負荷物質の大きな削減ポテンシャルがあることが

示された。一方で，費用負担の観点からは特に 2005 年-2010 年と 2031-2040 年に大きな

費用負担が生じる可能性があることが示唆され，国際的な費用負担の枠組みによる円滑な

技術導入の必要性が示唆された。既存設備の運用に関しては，技術導入施策に関わりなく

2030 年までは改修により高効率化を図り設備を延命利用していくことが望ましいことが示

唆された。また， TI-Ti mely シナリオに示されたような，今後技術の革新が予測されてい

る場合においては，急速な更新はむしろ高効率を伴わない単純延命であっても，累積効果

で環境負荷物質の排出量を削減することができる可能性が示唆された。

また，モデ、ル中に用いられた変数の不確実性を考慮するため，電力需要・石炭価格・ IGCC

技術の実用化の時期および実用化時の発電効率について，変数を変化させた場合の感度解

析を行った。電力需要・石炭価格の変化では C02 排出量や費用の値は変化したが，シナリ

オ間の順位を変化させるには至らなかった。 IGCC 技術の発電効率の変化も順位を変化させ

るには至らなかったが， C02 排出削減量に対しては非常に大きな影響を与えることが示さ

れ，今後の技術開発の動向を見ながら削減費用とのバランスに基づく意思決定が必要であ

ることが示唆された。一方， IGCC 技術の登場時期は唯一設備更新シナリオ間の順位を変動

させた。すなわち 2020 年までに技術が実用化に至った場合，既存設備の補修・改修施策よ

りも寿命に達した設備は積極的に更新していくことが C02 排出削減量の面で最も有意とな

り，削減費用の面でも他のシナリオとほぼ同等といえる程度になることが示された。
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第4章異なる消費形態による既存ストック利活用の違いが及ぼす

影響の分析:民生用消費機器を対象として

4.1 緒言

前章では，革新的技術の導入と既存ストックの利活用という視点から，大規模インフラ

の事例として石炭火力発電設備を対象として分析を行った。大規模インフラはその更新に

伴う影響力が非常に大きいが，一方で比較的少ない数の設備が長期間にわたり使用される。

また技術導入にあたっての意思決定に関わる主体も比較的明確であり，技術選択の際には

コストや環境負荷物質の排出等のデータに基づき合理的な選択がとられやすい対象といえ

る。一方で，エアコンや自動車などの比較的小型なエネルギー需要家側のエネルギー消費

機器 (EuP) は，より短いサイクルで機器更新が起こる。技術の選択主体は，多様な意思

決定のための価値を持った消費者であり，その決定プロセスはより複雑といえる。本章で

はこうしたエネルギー需要家側の選択に焦点を当てて，本章で家電，次章で自動車を対象

に機器更新と既存ストックの利活用について論じる。

新興国におけるエネルギー消費機器のストック利用の特徴の一つは，製品寿命が長く，

最終処分されるまでの聞に一旦使用済みとなった製品も中古品市場もしくはそれ以外の手

段で中古品として積極的に取引される点にある。新興国の所得格差は一般に先進国よりも

高く，先進的な技術を利用可能な層と低廉な機器により低質なサービスを受容せざるを得

ない層が混在しているためこうした事態が生じる。

新興国の社会に特徴的なもう一つの点は，製品廃棄・リサイクルに関わるリスク管理の

システムが未成熟なことが挙げられる。廃電気・電子機器 (e.waste) や廃自動車 (ELV)

の不適切な扱いによる重金属汚染，廃プラスチックやASR (Automobile Shredder Residue) 

等の不法投棄が問題となっており，健康・環境影響及び有用資源の損失の観点からも議論

をする必要があるといえる。

本研究では，こうした多様な問題要素に対し包括的にアプローチするため消費者の行動

形態に着目した。消費形態の将来的な変化を想定することで新技術の普及とストックの有

効活用施策，および製品リサイクルについて議論する。 4.2 節では，消費者の製品購入・廃

棄時の行動選択に着目し，既存文献の調査および現地でのアンケート調査に基づき，考え

うる将来の中国における消費形態の代替案を提示する。 4.3 節では，消費形態を定量的に評

価するため製品循環モデ、ルを構築し，資源消費・温室効果ガス (GHGs) 排出量の観点から

評価し， 4.4節に分析結果および考察を示す。以上の評価に基づき，中国における望ましい

製品循環の在り方と，それを支える消費者の行動形態についての提言を行う。
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4.2 中国における将来の持続可能な消費形態の抽出

4.2.1 消費形態構築の概要

資源・エネルギー効率の高い製品の提供や利用，使用済み製品の再資源化と適正処理等

の製品循環システムを適切に運用していくためには，法制度やインフラの整備に加え，考

えうる持続可能な消費形態の代替案を提示・評価し，消費者がその消費形態を実現しうる

ような製品循環システムを構築する必要がある。そこで，本研究では中国でのアンケート

調査に基づき，製品選択における消費者の行動傾向を分類した。一方，廃棄の断面での消

費者行動も，製品循環システムを構築する際に想定すべきであり，また現在観察される消

費者の選択や消費の傾向が，今後も継続するとは言えない。そこで既存文献を調査し，先

進国で描かれている将来のライフスタイル等を参考とした。文献に描かれた将来のライフ

スタイルや製品循環の形態を抽出し，そのうちアンケートで得られた現在の消費者と同様

の特徴を有し，今後の主流な消費形態になると考えられるものを選択し，これらに基づき

消費形態を定義した。図 4.1 に以上のプロセスを図式化した。

+ 

↓↓↓  

文献調査による
持続可能な

ライフスタイルの分類

消費形態のコンセプト
既存データの調査とExpert Judgment による変数の定量化

図 4・1 消費形態の抽出

本節の構成は，まず 4.2.3 項において既存のライフスタイル研究のレビューを行い，次い

で 4.2.2 項に本研究で行ったアンケート調査の結果を示した。 4.2 .4項において両者の親和

性について論じ，本研究で用いる消費形態を定義した。消費形態の構築に当たっては加藤

ら (2004) に提示されたシナリオアプローチの手法を適用した。抽出されたシナリオのコ

ンセプトに基づきステートメントを定義する。本研究の着眼点である革新的技術の導入と

既存ストックの利活用という視点からシナリオの差別化を図る軸をディメンジョンとして

定め，ステートメントに基づき各ディメンジョンにおけるシナリオの方向性を定義し，最

後にディメンジョンを表現する操作変数の変化可能な領域を推定することで，シナリオが

モデル上で定量化される。定性的な情報が多く不確実性の存在は不可避であるが，一方で

こうした手法によりドラスティックな将来変化を予想できることが利点といえる。
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4.2.2 既往研究における持続可能なライフスタイルの描写

第 2 章において，将来の持続可能な生産と消費を描いた先行事例を紹介した。本項では，

その研究で描かれたライフスタイルシナリオをレビューした。シナリオの構築手法や詳細

なシナリオ設定については各文献(木村， 2006; 未踏科学技術協会， 2003; 木村ら， 2008; 

木村ら， 2004) を参照されたい。

(1) Sustainable Household Project 

まず， Sustainable Household Project では，日常生活の各断面を「衣」・「食J ・「住J の

3 つのシーンに分解し，各シーンに沿った複数のシナリオを提示している.各シーンで描か

れた DOS (Design Oriented Scenario) を表 4・1 に示す。

Sustainable Household Project ではこれらのシナリオを 2 つの軸(ディメンジョン)を

用いて分類している。 1つ目の軸は，利用者の社会的態度 (User Social Behavior) であり，

Collective - Individual のどちらを志向するかにより DOS を特徴づける。衣・食・住の各

シーンでのサービス利用者が，個々人へのサービスを志向するか，コミュニティや集団と

しての特徴を生かしたサービスを志向するかにより分類される。 2 つ目の軸は，技術システ

ムの役割 (Technical System Role) であり， Enabling - Relieving の対比により DOS を

特徴づける。個人やコミュニティ自信の環境を整えサービスを自ら生み出す能力を向上さ

せるためのインフラ・機器システムの整備と，サービスを各主体の能力から切り離し利用

者の意識の外側でサービス提供を行うための技術開発との異なる方向性が示された。
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DOS の分類

衣に関わる

DOS: 

食に関わる

DOS: 

住に関わる

DOS: 

表 4-1 Sustainable Household Project で描かれたシナリオ

具体的シナリオ

-永久的な所有 (Etemallv vours) 
-衣類は個人所有され，徹底かっ長期的にわたって利用される。

-クリーニングや定期的な維持，廃棄物処理はサーピス制が敷かれ，購入時にサービス

契約料を支払う。再スタイリングとアップグレードもサービスされる。

-衣類の製造やケアサービス，廃棄物管理は大規模な総合衣類センターが統合的に担う 0

.衣類及び洗濯のアウトソーシング CClothin e- and Clothin e- care outsourcin e-) 
-上着類は個人所有だけでなく，専門組織によって所有，維持，場合によっては他の家

庭と共有される。

-種々のサービスや共有システムを通じて，クリーンな衣類が家庭に共有される 0

・下着類や特定行事用の衣類は個人所有されるが，使い捨ての消耗材で作られる0

・利用者チェーン CChain ofusers) 
-高級な上着類は個人所有だが，所有権の以降が早い。衣類の小売セクターが統合され，

デポジットシステムや情報技術(データベース)によって活発化される交換システム

や中古市場を通じて所有権の移行が進められる。

-衣類は修繕，再スタイリング，アップグレードされる。新しい部位に分解・再組み立

て可能であり，技術的寿命の終わりには再繊維化，再加工されて新しい衣類や繊維原

料となる。

・知能の高いハイテク調理 (acceleration & intelli e- ent hi e- h coolan e-) 
・キーワードは高度技術，使利，自分で行う rdo it yourse 凶。適度なサーピス利用，労

働生活の加速などによって特徴付けられる。

-食事時間は定まってないが，食事に費やせる時聞は労働や余暇活動による。

-台所と食料の管理は知能機器の補助を得て最適化され，水やエネルギーは可能な範囲

で再利用される。

-持続的に調理あるいは前準備された食事，あるいはどう適切に調理するかを電子レン

ジと通信するチップをもった調理済みの食事。

-包装材は生分解性で，かっ関連する消費者情報を記録したチップが入っている 0

.近隣の食料センター CNei e- hborhood food cente r) 

-食事，食料購入，持ち帰り用の食事購入などができるコンパクトシティにおいて，近

隣のスーパーマーケットとレストランが一体化するシナリオ。共同調理や特殊なキッ

チン機器のリースも可能。

-家庭には電子レンジ，給湯機器，小型冷蔵庫のみが設置。

-近隣の食料・食事センターには，単身者や家族など多様な形態の“家庭"が訪れる。

・食料センターでの調理は，新鮮さを保ちうる場所で準備されるが，大抵は分離される0

・廃棄物は収集されて，地域のエネルギー生産に利用される。

-グリーンコンシューマー需要を通じた地域のグリーン・メニュー(Lo cal e-r een menu 
throu e- h e-r een consumer demand) 
ー季節ものの有機食材を購入し，自分で調理を行う。そのため食材をより新鮮に長期保

存させる機器が重要となる。

-近隣の食品コーナーで買い物し，そこが近隣の人々とふれあう場となる 0

・快適マネジメントサービス (Comfort Mana e- ement Service) 

-全居室でマネジメントサービスを提供。知能技術(I ntelligent technology) によって

快適な環境とエネルギーの効率的な利用が可能。

'Edumation CEducation とInformation を併せた造語と思われる)

-個人に対して住居に関する情報を提供する。消費エネルギーの可視化，コンサルティ

ングを行う o

-情報提供やコンサルティングによって，ユーザーの教育を行い，環境意識を高める 0

.自然居住 CNaturallivin e-)
-季節や日々の天候や気温に応じてライフスタイルだけでなく，住居の構造もフレキシ

プルに変化させる。

・シェアリング (Come To e- ether) 
-分散型のエネルギー供給システムに伴って，ファシリティを共有して利用する。

木村 (2006) より引用
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(2) 持続可能な消費プロジェクト

「持続可能な消費プロジェクト」は未踏科学技術協会により 2002-2003 年に行われたプ

ロジェクトである。消費者アンケートに基づきエコ・ライフスタイルイメージを構成する 5

つの要因を抽出し，そのうち 4 つから計 5つのライフスタイル描いた。 5 つの要因はそれぞ

れ「省エネ・リサイクル因子J，rナチュラル因子J，r不便・我慢因子J，r手作り因子J，r都

会集中因子」である。このうち省エネ・リサイクル因子から 2 つ，ネガティプなイメージ

をもっ不便・我慢因子を除いた残り 4 つの因子から 1つずつの計 5 つのライフスタイルを

構築した。描かれたライフスタイルの概要を以下に示す(未踏科学協会 (2003) より抜粋)。

-エコプロダクト型:先進的な技術により環境配慮型の商品開発が進む。インターネット，

デジタル放送，ソーラーシステムや省エネ型住宅，ホームオートメーションやホームロ

ボット，ハイブリッドカーや燃料電池など，ハイテク製品により生活を豊かでスマート

なものへとしていく。

・ネットワーク型:インターネットによる仮想空間を利用し，でかけずに仕事や買い物な

どを行う。雑然とした都会で暮らす必要がなくなり，都市から離れて自然環境のょいと

ころでくらすことが可能になる。

-盆担型:それほど収入は増えないが， r人並みに賛沢をしたいJ と思うのではなく，工夫

によって支出の節約をしつつ，趣味やゆとりなどかけるべきところには出費を惜しまず，

自分なりの豊かさを発見していく。

・伝統回帰型:技術が進む一方で，便利だから幸せになれるわけではないという考えが浸

透する。楽をするために車に乗ったり使い捨て商品を買ったりせず，歩けるところは歩

いて修理できるものは修理するなど，あえて不便も含めて楽しむ暮らし方。手間はかか

るが手作りのプロセスを大切にするような，ゆとりのある生き方に学ぶ温故知新の生活。

・サービス型:家も車もすべて保有するのではなく，レンタルやシェアリングによりいい

ものを必要な時だけ使うスタイルが広まる。レンタカーにも外車等の車種が充実，マン

ションも賃貸とはいえ高級家具・家電つきや，インテリアにこだわったりベットと一緒

に暮らせたりと，個性あるものが登場してくる。

この事例では， rナチュラル因子J ・「手作り因子J が Sustainable Household Project の

Enabling の方向性と一致し， r省エネ・リサイクル因子J のうちネットワーク型に見られる

方向性や「都市集中因子J は Relieving に対応していると考えられる。技術開発の方向性に

言及しているライフスタイルは，エコプロダクト型とネットワーク型，サービス型が挙げ

られるが，エコプロダクトは lndividua l，サービス型は Collective ，ネットワーク型は双方

の技術が共に必要になると考えられる。

(3) 持続可能なライフスタイル研究

木村ら (2008) の提示したライフスタイルを以下に示す。

71 



木村ら (2008) では，上記の文献同様にシナリオを規定するドライピングフォース (DF)

の抽出を行った後，その結果に基づき雑誌や文献等に提案されている複数のライフスタイ

ルを点数化し類型化することで将来の方向性の代替案を提示した。専門家を招いたワーク

ショップを通して抽出された DF は， r高齢化j，r所得の二極化j， r個の進展j，r時間の利

用j，r情報化J の 5つであった。ここでは， r個の進展J に Sustainable Household Project 

の Collective . Individual 軸と同様の着眼点を見ることができる。また r時間の利用j は

余暇の重要度に関する意識に着目した DF であり，技術開発の方向性における Relieving と

同様に，日常に占めるサービス利用に必要な手間暇からの解放を志向している。

木村ら (2008) では，これらの DF に基づき既存のライフスタイルを分類することで 4

つの将来のライフスタイル類型を提示している。各類型の消費の志向性に関する記述を以

下に抜粋した。

-ロハス型:環境に配慮した品質の高い製品を購入する。企業理念や CSR なども考慮して

製品を選択する。無駄なものは所有しない。また，廃棄する場合は，エネルギーと資源

消費のバランスを考えながら適切な機器更新を行ない，資源の循環にも責任をもって次

のセクターに対して受け渡す。

・地域協同型:賛沢はせず，平均的な機能の機器を利用する。しかし，地域コミュニティ

の利点を活かしたシェアリングが行われている。また， rもったいない」など昔からの価

値観もあるため，機器が故障しても修理しながら長く利用する。

・現状維持型:巨大なアパート住まいのため，居住スペースがそれほど大きくない。また，

労働環境も流動性が高い。忙しく，また現状の価値観のままで，物的な豊かさを求め，

省力性や利便性に重きを置く。したがって，モノを所有しない生活へと移行。アパート

に備え付けの機器やリース・レンタルが主流になる。

-個人自由型:所得が低いため，社会サービス化している部分が多い。機器を所有する場

合は，安価な機器を志向する。一方で，経済的余裕は低いものの娯楽性の高い生活領域・

機器には支払い意欲が高い。そのため，ほとんどの製品は中古品を志向する。機能本位

であり，新品かどうかは気にしない。特にネットオークションなどを利用して製品を購

入する。そして，自分の趣味や興味のあることに関して，資金を集中的に使う。

ω迅速循環

最後に，木村ら (2003) の示した迅速循環のコンセプトを再掲する。迅速循環とは，“C02

排出面も考慮、して，適切に(必ずしも短期ではない)製品を循環させることを目指す手法"

を示す。本研究では，迅速循環シナリオは必ずしもライフスタイルを示すものではないが，

製品の技術選択，使用，廃棄に至るまでの製品のライフサイクルにおける消費者の取るべ

き選択を示しているものとして，消費形態の参考とした。

以上のシナリオレビューの結果，人々の消費行動からの環境負荷の低減の方法は，いず
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れのライフスタイルにおいても概ね以下の 4 種に該当すると考えた。

(a) 省エネ・リサイクルの技術を高度化し，積極的に高効率な技術を利用することで

サービスあたりの環境負荷を低減していく。革新的技術の導入には積極的であり，

ライフサイクルでみたエネルギー消費量を最小にするよう考慮しつつ新技術への

置き換えを図っていく。

(b) 省エネ・リサイクル技術の高度化は従来通り行い高度技術の利用は進めていくが，

同時に生活習慣の見直しゃ必要のないモノの所有・過度なサービスの供給を減ら

す等の取り組みを併せて行い，無理のない範囲でサービス需要の低減とサービス

あたりの環境負荷の低減を両立させる。

(c)生活の中で自分が必要と思うサービスを選択し，必要でない，あるいはそれほど

重要でないと感じる部分を積極的に縮小する。必要と感じる部分には積極的に投

資するが，そうでない部分では中古品利用や製品のメンテナンス等により古くな

った製品も長寿命化を図っていくことで環境負荷を低減する。

(d) リース・レンタル等の社会的システムによりサービスのみを受け取り，それに必

要な製品の保有や資源の消費の改善はアウトソーシングする。サービス供給側が

消費者の需要をくみ取りつつ規模の経済やきめ細かい最適化を行うことで，資

源・エネルギー消費等の環境負荷が効率的に削減される。

以上で得られた分類を次項で示す消費者アンケートの結果と照らし合わせ，中国におけ

る将来の消費者の行動形態を定義する。

4.2.3 中国における消費形態構築のためのアンケート調査

現在の中国の消費者の類型化のため，上海周辺の都市で実施したアンケート調査の概要

を表 4-2 に示す。また，調査対象地である上海市・見山市・湖州市の位置をそれぞれ図 4-2

に示す。

表 4-2 アンケート調査の概要
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図 4-2 アンケート実施場所と分析対象地域

調査項目は，個人属性情報，住居に関する情報，家電機器の保有実態，家電の購入・廃

棄に関する行動選択の志向性に大別され，主要家電であるエアコン，カラーテレビ，冷蔵

庫，洗濯機，パソコン(上海市でのみパソコンを除く)の購入を想定して行った。本項で

は，このうち「購入時の行動選択の志向性j に関する調査結果を用いて消費者を類型化し

た。調査に用いた調査票(日本語版)を AppendixIIに示す。

「購入時の行動選択の志向性」として，消費者が対象 4品目の製品選択の際に何を重視

するかを尋ねた。選択肢は， r価格JI r消費電力(効率)J I r多機能性J， rデザインJ， r新

品かどうかJ(以下， r新品J)，r動作音の静かさJ(以下静音性J)，r馬力1lJ (エアコン・

冷蔵庫)， r画質J(テレビ)) r音響性能J(テレビ)の 9項目で、あった(複数回答可)。重視

する場合を 1，しない場合を Oとし，各項目のパソコンを除く 4機器の値の加算値を各項目

の得点とした。また，製品の性能の項目を統一するため「出力・性能Jの項目を新たに設

定し，テレビでは「画質J• r音響性能j の平均値を，他の 3品目については「馬力」の得

点を「出力・性能」項目の得点とした。以上の 7項目の得点を標準化した上で主成分分析

を行い，抽出された主成分に基づきクラスター分析を行うことで，消費者を類型化した。

主成分分析・クラスター分析には IBMSPSS Statisticsを用いた。

主成分分析の結果から，第 4主成分までを抽出した。結果を表 4-3に示す。累積寄与率

は 70%で、あった。

11 機器の能力の大きさを表すD 表 4-3では出力と表記した白
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表 4・3 主成分分析結果

第 1主成分 第 2 主成分 第 3 主成分 第 4 主成分

寄与率 23% 18% 16% 13% 

価格 0.656 '0.532 0.107 '0.118 
消費電力 0.623 '0.516 '0.130 0.340 
多機能性 0.229 0.515 0.4 75 '0.165 
デザイン 0.4 06 0.548 '0.517 '0.275 

新品 0.762 0.362 '0.144 '0.033 
静音性 0.088 0.4 22 0.095 0.870 

出力・性能 0.288 0.055 0.743 '0.126 

第一主成分は r消費電力」・「デザインJ ・「新品J 成分に加えて「価格」成分も大きく，

安価で新しく良質な製品を求める経済合理的な欲求と考えられた。第二主成分は， r価格」・

「消費電力J が負の値を示し r出力・性能」以外の成分が正に大きな値を示し， トレード

オフが見られた。「機能・性能の高いものに対して，より多くを支払ってもよいj と考える

傾向を示すといえる。第三主成分は「デザインJ成分が負であるのに対し， r多機能性J・「出

力・性能J が大きな正の値を示した。デザイン性を犠牲にしても実用的・利便性の高い製

品を選好する傾向を表す主成分と考えた。第四主成分は， r静音性J 成分が突出して大きく，

「消費電力」以外の他の全成分は負の値を示した。そこで第四主成分は，使用時の室内環

境の快適性を重視する傾向を示す成分と考えた。

次に，得られた主成分の得点に基づきクラスター分析を行い，サンプルを類型化した。

結果を図 4・3 に示す。図の縦軸は，全サンプルの属性値を標準化した場合の各クラスター

に含まれるサンプルの得点、の平均値を表している。
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系列 1 (サンプル全体に占める比率は約 38%) では，全ての項目の得点が全系列中で最

も高く，製品選択に非常に強いこだわりを打ち出している集団といえた。「新品」に対する

選好が特に高く，中古品を極力避けた上で価格と品質・デザイン等のバランスを考慮し，

製品選択を行うと考えられる。系列 2 (同 29%) は， rデザインJ，r新品」に対して強い曙

好性を持つ一方価格」や「静音性J，r出力・性能j への噌好性は低い。新しく洗練され

たデザインのものを価格にこだわらずに求める傾向があり，製品のモデルチェンジ等に合

わせてより新しいものへと積極的に買い替えを行う可能性が高いと考えた。系列 3( 同28%)

は r価格J，r消費電力」に対する噌好性が高いが， rデザインJ，r新品」への晴好性は低

かった。製品に対する要求が低く， r使えれば良い」という曙好性が読み取れた。系列 4 (同

5%) では， r多機能性J，r出力・性能J，r静音性」への晴好性が高いが価格J への噌好

性は全系列中最低で、あった。価格にこだわらず，高品質で快適性の高い製品を好む傾向が

あると考えられる。

以上，上海市・昆山市・湖州市にて行われたアンケート調査の結果から，消費者を 4 つ

に類型化した。次項以降で，これを既存文献に描かれたライフスタイルと比較しその親和

性を評価する。

4.2 .4 消費形態の定義

クラスター分析の結果および既往文献から得られた将来の消費の志向性の分類を比較し，

中国の将来の消費者の類型として定義する o また，得られる消費者類型の特徴に基づき，

本研究で適用する家電消費における消費の傾向を示す。

(1)消費形態 1 :積極買替型 (RC: Rapid Cycling) 

クラスター分析で得られた系列 1 は，積極的に新しく品質の高い製品を求める点で，機

器更新により全体のエネルギー効率を高めていく (a) の志向性に近いといえる。積極的に新

技術を取り入れ，技術革新を素早く普及させる消費スタイルは迅速循環ライフサイクルに

近く， r積極買替型j と名付けた。製品の買い替え需要が大きく，製品の寿命は比較的短い。

現在行われている所得格差を利用した中古品の利用は，経済状況の向上とともに減少して

いく。迅速循環ライフスタイルは，その定義にもあるように必ずしも製品の買い替えサイ

クルを短くしていくことを志向するものではないが，ここでは技術向上との関係の中で最

適な更新速度を定量化することは困難なためやや早めのサイクルでの買い替えを想定する。

(2) 消費形態 2: 傾向延長型(B AU: BusinessAs Usua l) 

系列 2 は，積極的に新しく洗練されたデザインの製品を選択する一方で，製品品質に対

する要求は低く，既往文献から得られたライフスタイルに類似するものがない。こうした

選好は現在の中国では，新品ではあるが，現地技術を用いたエネルギー効率が低く安価な
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製品が多く普及している傾向と一致し，現在の中国特有の消費形態と言える。こうした消

費の形態が必ずしも今後も継続するとは言えないが，ここでは「傾向延長型」として定義

した。この消費者はアンケートから得られた特徴に基づき，新品を好み，中古品利用は経

済的にやむをえない理由以外に行われないものとした。また，価格と品質のバランスを優

先することから，低く抑えられた電力価格等，高効率な製品の選択へのインセンティブが

少なく，高効率な製品への選好は現状よりわずかに上がるのみと設定した。

(3) 消費形態 3: 使い回し型 (CU: Chain ofUsers) 

系列 3 は，中古品を積極的に利用し，機能面での要求が少ない点で， (c)と近い選好を持

っていると考えられる。このことから，中古品志向は全消費形態中最も高いと考えられ，

本研究では「使い回し型j と定義した。また，価格に対する選好の高さに着目し，過度に

エネルギー効率の落ちた製品の利用は避けるが積極的な製品の更新は行わず，メンテナン

スにより長期間にわたって製品利用を継続すると考えた。 (c) に描かれた消費傾向には，購

入時により安い製品への選好を持つもの(倹約型・個人自由型等)と購入時には平均的な

製品を選好するもの(地域共同型等)が提案されているが，系列 3 では，消費電力に対す

る選好は全系列中 2 番目と比較的高く，また中古品の選好と製品廃棄時期の選択において

特徴的な傾向を有していることから，本研究では高効率製品への選好は中程度であると考

えた。

(必消費形態 4: 高品質堅実型 (QW: Quality and Wisdome) 

系列 4 は，価格に関わらず先進的な技術を晴好する点で，高度技術を利用しエコ・ロハ

ス等を志向する (a) への発展の可能性が最も高いと考えられる。 (a) では，高度な技術への

選好と，適切なメンテナンスの併用による長寿命化に特徴があり，必ずしも革新的技術が

登場したとしてもそれほど積極的な更新は起こらず，それよりも長く使える製品を好む傾

向があると考えられる。こうした特徴を反映し本研究では「高品質堅実型J と定義した。

(d) は，今回のアンケート調査で家電消費のサービス化に関する質問項目を設けなかった

ことから，これに類似する消費者のグループを特定することができなかった。また，家電

製品の利用において，サーピサイジングに類するサービスの実用化は先進国においてもそ

れほど進んでおらず，本章では考慮しないものとした。

以上の結果から，本研究では各系列を順にそれぞれ「積極買替型 (RC: Rapid Cycling) J ， 

「傾向延長型 (BAU: Business as Usua l) J， r使い回し型 (CU: Chain of U sers) J ， r高品

質堅実型 (Quality and Wisdom) J とし，各消費形態について表 4・4 に示すように定義し

た。なお，これらの消費形態のステートメントの列に示された変数については，次節に詳

細を述べる。
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表 4・4 消費形態の定義とパラメータの設定値

ステートメント

コンセプト 高効率製品

選択確率

中古品

選択確率

新品廃棄時の

製品寿命

現状

.エアコン: 15% 
(低効率品のインバータ導入率・。%)

・テレビ: 15% 
(プラウン管:液晶.プラズマ =10: 0: 0) 

・冷蔵庫: 10% 
・洗濯機 :2%
{ドラム式比率: 0%) 

圃エアコン: 20% 
・テレビ: 20% 
・冷蔵庫 :5%
・洗濯機: 15% 

.エアコン: 10.3 年

圃テレピ: 11 .4 6年
・冷蔵庫: 11. 57 年
・洗濯機: 9.88 年

?傾向延長型 (BAU : Business As U叫 捌 (制 10 梓 3

; 

i現状の鎮肉を代表ιそれを維持する.新品を好み価格 2鈎0% 一律5% 1口1. 必年i? 品質のバランスを重観する・先進的技術の導入は所得 附 (8: 間心 出 7年 J
い副首加に伴い徐々に行われる 3% (1 0%) 9.88 年 七

積極買替型<R C : Ra pid Cycling) 
高効率な技術の導入と製品の迅速な更新によりエネル
ギー消費の抑制を図る。買い替え需要が大きく、古品の
利用率は低く，また製品寿命も全体的に短くなる.資源
消費の抑止絵はりサイクル技術の向上により抑制される
ことを期待する。

i使い回し型{∞: ChainofUsers) 
f 個人的なメンテナンスや中古品利用を通じて製品の超寿
I命かと資源消費の抑制を図る.中古品志向は全消費形態
i中最も高く、製品品質に対するこだわ号が低い.そのた
;め先進的技術の選択確率は低い.

高品質堅実型 (QW: Quality & Wisdom) 
先進的な技術への志向性が高く，環境に優しい生活を志
向する.高効率な製品を大切に長持ちさせることで、エ
ネルギー消費の抑制と、資源消費・廃棄物発生料の抑制
を図る。一方で、中古品の利用は少なく、高品質な新品
を選択する。

40% (70%) 
40% 

34% (5:4: 1) 
10% (1 0%) 

一律10%

8.24 年
9.17 年
9.25 年

7.91 年

40%(70%) 
40% 

35% (5:4: 1) 
10% (1 0%) 

一律30%

年
年
博
年

ω…
四
日
噸

1
J
'
A
唱
且
，

E

一一一一
60% (1 00%) 

60% 
60% (2 ・6.4=1. 6)
30% (1 0%) 

一律0%

12.37 年
13.75 年
13.88 年
11. 86 年

4.3 製品フローおよび環境負荷排出評価モデルの構築

4.3.1 モデルの全体像と評価の枠組み

対象地における将来の e.waste 発生量と家電製品由来のエネルギー消費量を評価するモ

デノレを構築した。本モデ、ルは 3 つのサプモデル，すなわち製品ストック推計サブモデ、ル，

製品フロー推計サブモデル，および環境負荷算出サブモデルからなる(図 4・4) 。製品スト

ック推計サブモデ、ルでは，中国の社会経済の将来予測から対象地における製品の総ストッ

クを推計する。製品フロー推計サプモデ、ルで、は，将来の消費形態の違いを考慮、した上で，

総ストックを満たすように製品フロー量を推計する。最後に，環境負荷算出サブ、モデ、ルで

は，製品ストックのエネルギー効率と製品フロー量からエネルギー消費量および廃棄物発

生量を推計する。推計期間は 2006 年-----2030 年である。

なお，本研究で用いたモデルはAn alytica 上に構築した。 Analytica は， Lumina ⑧ 社

の開発したモデル作成用ソフトウェアで，確率変数を内蔵しモンテカルロシミュレーショ

ンを容易に行うことができる点で不確実性解析に優れたソフトウェアである。また，変数

聞の構造を視覚的に表示することで，モデ、ル構造の理解を容易にし，意思決定におけるス

テークホルダー間でのコミュニケーションを円滑に進める上でも優れた機能を有している。
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一-ー情報のフロー 一一時製品/資源のフロー

製品ストック推計
サブモデル

製品循環モデルの構造

対象地はエアコンの利用を考慮して気候環境が共通している地域として上海市・江蘇

省・ j折江省・安徽省・江西省・湖北省の都市部とし， 4.3.6 項に示す感度解析においてのみ

農村部も含め解析対象とした。対象機器はエアコン・カラーテレビ(以下，テレビ)・冷蔵

庫・洗濯機とした。また，各機器における技術の普及速度を比較するため，製品の効率を

高効率・低効率の 2 種類の技術に単純化して表現する。

社会経済状態の変化による製品ストックの増加と，買い替え・再利用による製品循環に

着目し，廃棄物発生量および C02 排出量を推計するそデ、ルを構築した。評価のバウンダリ

は製品の製造から使用，廃製品の破砕分別までのライフサイクルを含むが，再生資源の再

商品化された物質のパージン材との代替による負荷削減効果と最終処分時の負荷は考慮し

ていない。推計手順としては，まず 2006"'2030 年までの人口・所得の変化を予測し，そこ

から製品ストック量を推計した。次に，製品寿命・中古品の再利用率・高効率製品への志

向性を考慮することで，推計された製品ストックに対応するフロー量を算出し，最後に廃

棄物発生量と C02 排出量を評価した。またモデルと将来の不確実性を考慮するため，モデ

ルの感度解析を行った。

図 4・4

製品ストック推計サプモデル

製品ストックの推計にはさまざまな手法が提案されているが (Jong ，2004) ，本研究では

Shen (2007) を参考に，所得による世帯保有台数の違いを考慮、した製品ストックの推計モ
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デルを構築した。表 4・7 に製品ストック推計モジュールで用いた変数の定義を示す。まず，

t年における製品ストック Qt は，式 4・1で求められる。

t=LPO 川∞則x) 'Own ∞ 
t 九 HS(x)

=玄 pmfI Dt.i(X)' Own(X' HS(x)) 

t 九 HS(x)

マX = x'HS(x) 

式 4・1

ここで IDt.i はt年の地域iにおける世帯所得の分布曲線(確率密度関数)， Own は世帯あ

たり機器保有台数， HS は世帯人数を示す。 ID t.i，HS は一人あたり所得，Own は世帯当た

りの所得の関数としてそれぞれ与えられる。一人当たり所得分布 1Dt.i は一人当たり GDP

と平均一人当たり所得Z とジニ係数G を所与とし式 4'2- 式 4・5 により求まる。

1 _____ ( (log(x) ー logut ，J2)
1Du(x) = τFーーでexp~ー ヲ } 

u μ "ii otxx ---r 1 2o 2 

式 4-2

、1
・1
J

ヲ
&ru --2
 + u ob o '--a

 ，，E
E

・‘、
D
a x e --

-x
 

式 4・3

G = 2F (Jz ¥0 ，1) -1 
式 4・4

GDP 
Xi = Ci' Pop 

式 4・5

ここで，Xは一人あたり所得の平均値，U は中位所得， δは分散，G はジニ係数， F(tIO ，l) は標

準正規分布関数でX が・∞""""'t までの累積値をそれそ'れ示す。 c の値には過去のデータ (NBSC ，

1996 ・2011) より回帰分析を行い，都市部で 0.7933 ，農村部で 0.3215 を利用した。人口，

GDP ，ジニ係数に関する設定を，引用文献とともに表 4・5 に示す。

世帯人数曲線HS は，過去のデータ (NBSC ，1996 ・2011) より回帰分析を行い式 4・6 の

ように設定した。決定係数は 0.89 で、あった。

HS(x) = 11. 436x-O.1343 

式 4・6
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Pop 

GDP 

G 

表 4・5 人口， GDP ，ジニ係数の設定値

中国の国内人口の将来予測 (UNSD ，2010) に， 2005 年時点での対象エリアの人口

比率 r を乗じた。 r は過去のデータ (National Bureau of Statistics of China ， 
1995 ・2010) より回帰し，以下のように設定した。

r= ー0.0004(t - 2006) + 0.2373 (R2= ⑪.4 8) 

Goldman Sachs (2003) より引用した。

Shen (2007) によると近年の中国ではジニ係数が 0.4 0-0 .4 6の間で変化し，徐々 に
滑加傾向にある.対象地域のジニ係数は， 2002-2005 年で 0.35-0.38 へと増加し
ており，中国全体と比較し 10-20% 程度低かった。第 11 次 5 ヵ年計画では，経済
格差の是正を打ち出しており，そこで本研究では 2010 年をピークにジニ係数は低
下するものと考え，以下のように設定した。

2010 年: 0.4 0， 2020 年: 0.38 ， 2030 年: 0.36 

所得と機器普及台数の相関曲線は一般的に S 字カーブを描くとされ，関数形も複数提案

されている。本研究では，村田ら (2005) を参考に，式合7 のように定義した。

aOwnjO wn ，..， v-m 

!lX jX 一一

人 Own(X) = A exp( _sx-m) 
式 4・7

世帯の所得に対する保有台数の弾性値が所得の負のべき乗に比例することから，式 4・7

を得る。なお，Own は所得が増大するにつれ A に漸近する。世帯で 2 台以上保有すること

の少ない冷蔵庫・洗濯機では，すでに平均保有台数は 1 を越え上限に達しつつある。一方，

エアコン・テレビでは現在も保有台数は増加傾向にあり，適当な定数A を推計するための

十分なデータが揃っているとはいいがたい。世帯あたりの保有台数の上限値は，住宅事情・

気候条件や世帯構成による影響を受ける。対象地の年平均気温は 16"'-' 17
0

C で，西日本とほ

ぼ同じ程度である。同地域の平均エアコン保有台数は 2.3"'-'2.8 台/世帯であるが，これは様々

な所得層を含む値であることから，上限値としてはこれよりやや大きい値が想定される。

一方で，中国の住居面積は約 30 m 2/人と，日本の約 37m 2/人よりも狭く，やや低い水準で

安定化する可能性がある。そこで本研究では，エアコン・テレビは，A値を 3.00 と設定し

た。この結果， Own の式を対象各省の統計年鑑の所得と機器保有台数データの相関に近似す

ることにより，エアコンでは s，m を，冷蔵庫・洗濯機ではA ，s， m を推計した。

表 4・6 に各定数の設定値および近似曲線の決定係数を示す。洗濯機において決定係数が低い

が，これは中国では洗濯は手洗いする慣習が強く，経済的には十分裕福であっても洗濯機の購入

の優先順位が低い地域があるためと考えられる。
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t 

X 

x 
Pop 

lD (x) 

Own(x) 

HS(x) 

δ 

U 

GDP 
G 

F 
c，A，β，m 

対象機器

エアコン
テレビ
冷蔵庫

洗濯機

表 4・6

A 
3.00 
3.00 
1. 09 
1. 10 

機器普及曲線の定数と決定係数

β m RZ 

.1. 57 .0.701 0.89 

.1. 99 .0.321 0.94 

.5.54 -1. 05 0.84 
-3.17 -0.772 0.58 

表 4-7 製品ストック推計サプモデルで用いられる変数の定義

変数名

時間

地域(感度解析でのみ適用)

世帯の可処分所得

定義

一人当たり可処分所得 (x は平均値)

対象地域の人口

世帯所得に対する世帯数の密度分布

世帯あたり機器所有台数

世帯人数

所得分布関数の分散

中位所得

対象地域の総生産額

対象地域のジニ係数

正規累積分布関数

定数

4_3_3 製品フロー推計サプモデル

次に，製品フロー推計サブモデルについて述べる。消費者の消費形態を反映した変数の

多くはこのサブ、モデル内で作用する。製品フロー推計サブモデルは，さらにストック・廃

棄・需要の 3 つのモジュールに分けられる。製品ストック推計サブ、モデルで得られた市場

の製品ストック Qt は，まずストックモジュールに入力され，現状のストックに反映される。

製品循環推計サブ、モデルで用いた変数の定義を表 4・8 に示す。製品の残存率関数Survive

を用いて 3 つのモジュール間の関係は，式 4・8 ・式 4・9 のように表される。

Scrapt = Stock t・(1 - Survivet) 

式 4-8

Dem αnd t = Stock t - Stock t_1 x SurviVet_l 
式 4・9

ここで. ScraPt. Stockt• Demand t は t年における廃棄物発生量，ストック台数，需要

台数をそれぞれ示す。 Qt とStock t は同じ値を示すものであるが，製品フロー推計サブモデ

ルでは，製品台数データはすべて購入されてからの年数(式中添字 l )・製品に用いられる
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技術の種類(同 m) ・中古品か新品か(同 η) 別に管理されるため，式 4・10 の関係が成り

立つ。

cd
 で

ム
n

でム
m

でムー
nv 

式 4-10

廃製品の発生量の推計手法は複数提案されているが(Lo hse et al.， 1998) ，本研究の対象

地は未飽和な市場であり今後も製品ストックが増加し続けることが予想されることから，

Market Supply Method を用いることとした。 Market Supply Method とは，過去の販売量

に基づき製品廃棄量を推計する手法であり，市場が飽和しておらず製品の販売量と廃棄量

のバランスが取れていない場合に適した手法であるが，製品の寿命関数に関して正確なデ

ータが必要とされる。この手法により，製品ストックは各コホート(使用年数の等しい製

品群)別に Survive との積により翌年も継続して使用される量と廃棄される量Scr 叩が決定

され，廃棄物発生量に翌年のストック純増分を加えることで翌年の製品需要Demand が算

出される。残存率関数はワイブ、ル分布に従うものとする(式 4・11 ・式 4・12) 。

Survive = 1 ー λ(t)

式 4・11

λ(t) = 1- 主tk- 1

η品

式 4-12

木村ら (2004) によると，製品寿命には価値寿命と物理寿命の 2 種類があるとされ，さ

らに本研究では中古品を扱うことから，中古品寿命も加え，新品寿命・中古品寿命(以上

は価値寿命)・物理寿命の 3 種類のワイプル関数を考慮、した。なお，新品寿命・物理寿命は

新品として購入されてからの年数，中古品寿命は中古品として購入されて以降の年数の関

数とする。新品寿命のワイブル関数の各パラメータ推定は Liu et al. (2006) を参考とし，

平均寿命がエアコン 10.3 年，テレビ 11. 46 年，冷蔵庫 11.57 年，洗濯機 9.88 年とした。中

古品寿命の平均値は新品寿命の 113 倍，物理寿命は新品寿命の 2 倍と設定した。分散は，各

寿命の 70% 経過時点で累積廃棄確率が 5% ，平均寿命経過時の累積廃棄確率が 50% となる

として設定した。

製品需要は，新品・中古品需要，さらに新品需要は高効率・低効率製品需要に分類され

る。中古品需要は，廃棄された新品製品のうち物理寿命に達しない製品が翌年の中古品市

場にまわされると考え，この利用可能な中古品により賄われるとした。なお，中古品は高

効率製品から優先的に利用されると仮定した。一方，新品需要は消費者の選好により高効

率製品需要と低効率製品需要に分けられ，それぞれを満たすように製品が製造される。最

終処分量は，物理寿命及び中古品寿命により廃棄された量に加え，中古品市場に回された

製品のうち購入されなかった製品の量の和で表される。
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表 4・8 製品循環推計モジュールで用いられる変数の定義

変数名 定義

η1 

製品ストック量

製品廃棄量

製品需要

製品残存率

新品として購入されてからの年数

製品に用いられる技術の種類

新品か中古品かを示すダミー変数

製品廃棄確率

定数
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n
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k
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4.3.4 環境負荷算出サプモデル

図 4・5 に本分析の評価のバウンダリを示す。製品の製造から使用，廃製品の破砕分別ま

でのライフサイクルを含むが，再生資源のパージン材との代替による負荷削減効果と最終

処分による負荷は考慮していない。また，製品使用時のエネルギー消費は，全体のエネル

ギー消費に占める比率が大きいが，この部分に関して詳細なデータが得られなかったため

我が国で得られたデータを適用した。評価指標は廃棄物発生量および温室効果ガス排出量

(C 02 排出量)を用いた。

同・・・・同ーー・ー，ーー・国国箇自国ー・・・-------ーー-・---------帽、

|資源 22 ヨ
(資源電力 )

「五五孟;子寸 E E  両:司
(中古品)

L _ ーーーーーーーー『一一ーーーーーーーーーーーーーーーー J
LCA の境界

リサイクル資源 最終処分

図 4・5 評価のバウンダリ

製造段階での資源消費及び環境負荷排出は，我が国と同等の技術が用いられていると想

定し， JLC A- LCA データベース(産業環境管理協会， 2008) からデータを得た。不足デー

タに関してウェブ、検索を通じて収集した。廃棄製品は，現実には民間の様々なルートを通

じて資源回収・リサイクルが行われているが，こうしたインフォーマル・セクターに関す

る環境負荷の定量化は難しい。中国政府は，大規模なリサイクル施設の建設を急ピッチで
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進めている(神鋼リサーチ， 2003) 。そこで製品廃棄過程の C02 排出係数には，使用済み

家電製品の混合処理技術によるリサイクル処理を想定し， JLCA.LCA データベース(産業

環境管理協会， 2008) を参考とした。

製品使用時に発生する環境負荷は，電力消費による C02 排出のみを考える。電力の C02

排出原単位には JEMA(2006) より中国の火力発電の排出原単位の値を参考とした。製品使

用時の電力消費は，機器のエネルギー消費効率に依存する。どのような効率の製品がどの

程度普及し使用されるかは，消費者選択の結果として決まる。本研究では，単純化のため

高効率・低効率製品の 2 種類から選択がなされると仮定した。エアコン・テレビの機器別

のエネルギー効率は，高効率製品には日本のエネルギー効率基準値を，低効率製品には中

国のエネルギー効率基準値を適用した(省エネルギーセンター， 2008; 資源エネルギー庁，

2010) 。エアコンでのインバータによる効率改善は 30% とした。テレビでは，ブラウン管

の効率基準値を用いたが，液晶テレビは 135k Wh l 年，プラズマテレビは 220 kWh I 年で

一定とした。冷蔵庫・洗濯機は，中国のエネルギー効率ラベリング制度(省エネルギーセ

ンター， 2008) の等級 1および 5 をそれぞれ高効率・低効率とした。各排出量に関するデ

ータを表 4・9 に示す。

4.3.5 消費形態のパラメータ化

本項では，前節で定義した消費形態に対して，モデル中での操作変数の設定を行う。製

品の購入時・廃棄時の選択に着目し，操作変数は製品購入時の技術選択，中古品選択，お

よび廃棄時の選択として製品寿命の 3 変数とした。

まず，本研究では製品に用いられる技術を，エネルギー高効率化技術の程度により高効

率製品と低効率製品に分類した。さらに，エアコンにはインパータ技術を，テレビには液

晶テレビ (LCD: Liquid Crystal Display) とプラズマテレビ (PDP: Plasma Display Pane l) 

を，洗濯機にはドラム式の洗濯機技術の導入を考慮、した。製品購入時の高効率製品と低効

率製品の選択比率を正確に把握することは困難であるが， JEMA (2004) を参考に，購入

された各製品の価格帯に関する調査から，最高価格帯に属するものを高効率品，最低価格

帯を中古品であると仮定して，現状の技術選択・中古品選択確率を設定した。最低価格帯

に属する製品の価格が必ずしも中古品であるとは限らないが，著者の現地での中古品取引

業者等への聞き取り調査の結果と最低価格帯の価格がほぼ一致していたため，このような

設定を行った。その上で，今後の変化としては現状値からの変化として妥当と考えられる

値を各消費形態に割り当てた。また，製品寿命はベースケースにおける値は 4.3.3 で示した

エアコン 10.3 年，テレビ 11. 46 年，冷蔵庫 11. 57 年，洗濯機 9.88 年を用いる。その上で，

消費形態の違いによる変化量としては，各製品別の寿命に対し:t 20% 変化しうると仮定した。

以上の結果，各消費形態別のフレーム値が設定された。設定値は表 4・3 に示す。モデル中

では， 2010-2020 年にかけて現状値から線形に各シナリオで設定された値に変化するもの
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とした。消費形態により定義される変数も含め，本章で構築されたモデルにおける推計フ

ローの全体を模式的に表したものを図 4・6に示す。

ミ
同
恥
蜘
q
h
m
h
J
t
k

随
時

製品ストック 1
モジュール t 使用時GHG

コホートデータ

Stock 

製造時GHG

分解時GHG

廃棄物発生a

図 4-6 家電製品循環モデ、ルにおける推計フローの全体像
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表 4・9 環境負荷排出モジュールで用いたデータ 12

発電の C02 排出原単位

<0内は 2030 年の値)

清浄水の C02 排出原単位

エアコン

(製造段階)

温室効果ガス排出量(電力含む)

鉄鋼消費量

銅消費量

アルミ消費量

(使用段階)

電力消費量

(廃棄段階)

電力消費量

カラーテレピ

(製造段階)

温室効果ガス排出量(電力含む)

鉄鋼消費量

銅消費量

アルミ消費量

(使用段階)

電力消費量<0内に LCD および PDP の値を示す)

(廃棄段階)

電力消費量

冷蔵庫

(製造段階)

温室効果ガス排出量(電力含む)

鉄鋼消費量

銅消費量

アルミ消費量

(使用段階)

電力消費量

(廃棄段階)

電力消費量

翫濯機

(製造段階)

温室効果ガス排出量(電力含む)

鉄鋼消費量

銅消費量

アルミ消費量

(使用段階)

電力消費量

(廃棄段階)

電力消費量

12 産業環境管理協会 (2008) に基づき著者作成。
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1. 02 kg- C02lk Wh 

(0.68 kg-C02 IkWh) 

1. 15 kg-C02 lN m 3 

186 kg-C02eq 

22 .4 kg 

8.08 kg 

5.32 kg 

1030 k" 市Jyr

3.34k Wh 

200 kg-C02eq 

2.72 kg 

0.260 kg 

0.180 kg 

225 kWhJ yr (1 35 and 220) 

0.998 k羽Th

111 kg-C02eq 

38.9kg 

2.4 2 kg 

1. 32 kg 

534 k" 市Jyr

5.82k Wh 

194 kg-C02eq 

22.7 kg 

0.02 kg 
0.539 kg 

95.9 k" 市Jyr

0.906 k羽Th



4.3.6 感度解析の手順

本分析では，モデ、ル中のパラメータの変化に応じて出力がどのように影響を受けるかを

解析するため，感度解析を行った。 Morgan & Henrion (1 990) によると，感度解析の目的

は，モデルの作成者が想定した仮定と変数の持つ不確実性のうち，どれが結果に対して顕

著に影響を与えているか，を発見することにある。本節で述べたモデ、ル構造から， 6 つの社

会経済的な変数 (2 つの経済に関する変数:平均所得とジニ係数， 3 つの人口に関する変数:

総人口，都市化率および世帯人数， 1 つの製品保有に関する変数:製品保有の所得弾力性)

と， 3 つの消費者選択に関する変数(中古品選択確率，高効率製品選択確率，製品寿命)が，

解析の対象として考えられる。本分析では，主要な不確実性は消費形態に関わる部分とそ

れに付随する社会経済要素にあると考え，これらのうち特に 3 つの社会経済変数(ジニ係

数，都市化率，世帯人数)と 3 つ全ての消費者選択変数を，解析の対象とすることにした。

また，本章で構築したモデルは第 3章とは異なり Analytica 上に構築された。An alytica は，

確率密度関数を内蔵しており，変数の分布形を定義することで容易にモンテカルロシミュ

レーションを行うことが可能である。そこで，不確実性を持つ上記 6 つの変数を確率分布

として与えモンテカルロシミュレーションを行うことで，変数の不確実性が結果に与える

影響を評価した。

不確実性に基づくこれら 6 変数の分布形を推測することは現実には難しい課題である。

そこで，本分析ではこれらの変数に対し，本章で設定した BAU シナリオの値を平均値とす

る正規分布状に変数が分布すると仮定した。社会経済変数は各値の 5% ，消費者選択変数は

10% の標準偏差を持つとした。この上で， GHGs 排出量と e'waste 発生量の分布をモンテ

カルロシミュレーションにより求めた。得られた結果はあくまで相対的な比較に留まるも

のであるが，変数の持つ意味を考える上で，今後の分析に一定の示唆を得られると考えた。

なお，感度解析に当たっては対象地域を中国全土としたが，相対的な比較を行う上では特

に問題ないものと考えた。

4.4 結果と考察

4.4 .1 モデルの感度解析

本研究で構築したモデ、ルを用いて変数の感度解析を行った。

図 4'7 に C02 排出量の解析結果を示す。各変数によって与えられた標準偏差の持つ意味

が異なるため，変化の幅を単純に比較することはできないが，これらの結果によると 3 つ

の社会経済変数のうちでは都市化率による影響が最も大きく，世帯人数の変化はあまり影

響を与えない可能性が示唆された。都市化率の変化は，主に都市部と農村部における GDP

成長に対する所得増加の弾性値の違いにより生じていると考えられる(式 4・5) 。式 4・5 は
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過去の都市・農村所得と GDP 成長の相関関係から得られた式だが，都市化の進展は都市部

における経済活動の活性化，産業構造の変化，都市的生活への移行による消費の増大等を

通じて GDP 成長を押し上げる効果があると考えられ，また経済成長はさらなる都市化率の

上昇を促す可能性がある。したがって， GDP 成長率は相互依存の関係にあるといえるが，

本研究においてはこうした関係性は考慮されていない。都市化率の変化による影響が大き

いと考えられることから，今後はこの部分におけるモデルの詳細化の優先度が高いといえ

る。一方で，世帯人数の変化による C02 排出量への影響が小さかった理由の一つは，世帯

人数が増加(減少)することにより世帯の収入が増加(減少)することと世帯数そのもの

が減少(増加)することが相殺し合っていることが考えられる。この場合，今後所得が増

加し世帯当たりの製品保有数が飽和に近づくにつれて，世帯人数の減少による影響を世帯

数の増加による影響が上回ることが予測され，所得と世帯人数の相関による影響が大きく

なることが予測される。

消費者選択変数のうちでは，製品寿命が最も大きな影響をあたえ，中古品選択が最も C02

排出に与える影響が小さかった。しかし，高効率製品の選択率も新品市場の 10-30% であり，

その 10% の変動はおそらく製品平均寿命の 10% の変化と比較し，実現性は高いといえる。

製品寿命と高効率製品選択確率の変動による C02 排出量の変化幅はそれほど違わないため，

高効率製品の選択確率の変化が大きな影響力を持つ可能性が示唆されたといえる。一方で，

各消費形態シナリオ下での中古品利用率は，家電製品市場全体の 5-20% に過ぎず，こちら

も 10% の変動の実現性は高いと考えられる。しかし，他の 2 指標の C02 排出量の変動幅と

比較してかなり小さい変動しか生じていないことから，中古品選択確率のかなり大きい変

化がなければ中古品利用による環境負荷の実現は難しいといえる。

図 4・8 に廃棄物発生量の感度解析の結果を示す。ここでは高効率製品選択確率は廃棄物

発生量に影響を与えないことから解析の対象外とした。 C02 排出量の場合と異なり，社会

経済変数の設定値の変化による廃棄物発生量の変域はそれほど大きくならなかった。この

ことは社会経済的な要素が，廃棄物発生量よりもエネルギー消費量に対してより大きな影

響力を持つことを示している。図 4-8 に示されたように，廃棄物発生量に対しては製品寿

命による影響が最も大きく，製品寿命を延長させる政策により他の要素による負の影響を

すべて補完できる可能性があることがわかる。一方で，中古品利用率の 10% の変化による

影響は非常に小さなものであったが， C02 排出量の場合と同様に現実的にはより大きな変

化を期待できるという点に留意が必要である。

ジニ係数，世帯人員，製品寿命に関して， C02 排出量，廃棄物発生量の双方において中

央値が平均値のやや上方へ偏っていた。すなわち，各変数の増加方向への変化に対する弾

性値は，減少方向への変化の場合と比較してやや大きく，本分析は変数の不確実性を考慮

した場合の結果の分布の最頻値よりも低い推計結果が示されている可能性があるといえる。
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製品ストック量の変化

図 4・9 に，製品ストック量の変化を示す。すでに多くの世帯で 1台/世帯に近い普及が進

んでいる冷蔵庫・洗濯機では， 2030 年の製品ストックは 2005 年比1. 3----- 1. 4 倍と増加幅が

小さかった。一方，テレビでは世帯あたりの保有台数の増加が，エアコンでは世帯あたり

の保有台数と保有世帯数の増加が主要因となり，それぞれの製品ストックが同 1.4-----1. 7倍，

2.0-----2.5 倍と大きく増加した。
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製品ストック量の推移

図 4・10 に，製品ストック中に含まれる各製品種占める割合のの 2030 年における割合を

示す。全ての消費形態で，概ね購入時の消費者の選択の比率がそのまま製品ストックの違

いとなって現れた。「積極買換型j では「傾向延長型j ・「使い回し型」と比較して多くの高

効率中古品が利用されているが，これは高効率な新品の選択率が高いことにより，中古品

市場に高効率な機器が多く供給されることによるものと考えられる。特に洗濯機では，高

効率な新品自体が普及しないことが原因となり，中古品の高効率化が進まなかった。
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製品別・消費形態別ストックの構成図 4-10

シナリオ別製品購入量の変化

各製品の消費形態別・年代別の購入台数を図 4・11に示す。図中横軸の 2010'""'-"2030は製

品が販売された年代を示し 各年の前後 5年ずつの計 10年間の平均年間購入台数を示す。

エアコンについてみると「傾向延長型」で購入台数は 2010年高性能な新品が 211万台，

低性能な新品が 958万台，高性能な中古品が 71万台，低性能な中古品が 17万台で、あった。

2020年には同じ順にそれぞれ 314万台， 1255万台， 82万台， 0台， 2030年には 378万台，

1，511万台， 99万代， 0台となった。廃棄され中古品市場に供給される製品には高効率製品

と低効率製品がともに含まれるが，中古品の選択率が低いため実際に購入される中古品は

すべて高効率な製品で、あった。中古品を除く新品の市場規模は2030年に 1，890万台で，2010

'""'-"2030年の20年間で約620/0増加し，そのうち高効率な製品の市場規模は2010年に約820/0

だったが 2020年以降は約 80%で推移した。「積極買替型」では，短期的な製品の更新によ

り購入台数は大きく増加しているo 2030年における新品の購入台数は「傾向延長型Jの同

時期よりも約 18%大きく，中古品の市場も約 150%大きかったD また，積極的に高効率製品

を取り入れることで，高効率な新品の全新品購入台数に占める比率は 2010年 30%，2020 

年以降は 40%であったo r使い回し型」では積極的な中古品利用により，新品・中古品を含

じ購入台数全体では， 2030年において「傾向延長型Jと比較して約 19%大きかったが，新

品の購入台数は逆に約 12%少なかった。また，購入される中古品の量は多いが供給される

高効率な中古品の量が少ないため，購入される中古品に占める低効率な中古品の比率も高

くなり， 2030年には購入される中古品のうち約 63%が低効率な中古品で、あった。「高品質

堅実型Jでは，購入される台数そのものが大きく減少した。 2030年の購入台数の合計は約
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1，640 万台と「傾向延長型J の約 82% にとどまった。一方で，購入される製品はほぼすべて

が新品であり，特に高効率な新品の比率は 2020 年以降 60% であり，積極買替型よりも多く

の高効率な新品の購入が見られた。

テレビ・冷蔵庫・洗濯機についても，消費形態間での比較は同様の傾向が見られた。た

だし，テレビにおいては普及台数の拡大により年間購入台数が「傾向延長型」で 2010 年

1，770 万台， 2020 年 1，940 万台， 2030 年 2，130 万台とエアコンよりも大きかった。逆に，

冷蔵庫と洗濯機では世帯当たりの普及台数が低いため，冷蔵庫の購入台数は 2010 年 1，140

万台， 2020 年 1，190 万台， 2030 年 1，260 万台，同様に洗濯機では 2010 年 1，150 万台， 2020

年 1，190 万台， 2030 年 1，250 万台と，エアコンと比較して 2030 年約 63% 程度に留まった。
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4.4.4 シナリオ別環境負荷発生量の推計結果

図 4・12 に廃棄物発生量の推移を示す。 2010 年における消費形態別の廃棄物発生量は，

「傾向延長型J，r積極買替型J，r使い回し型J，r高品質堅実型j の順にそれぞれ 4，770 万

台， 5，240 万台， 4，220 万台， 4，260 万台であり， 2030 年には同順 6，300 万台， 7，510 万台，

5，530 万台， 5，410 万台と， 27-43% 増加することが示された。増加率が最も大きかったの

は「積極買替型J (増加率 43%) で，中古品選択確率は比較的高かったが，新品寿命が短期

化することによる影響が大きかった。「使い回し型J (同 31%) と「高品質堅実型J (同 27%)

では，それぞれ中古品の選択確率が大幅に上昇したこと，新品寿命が延びたことにより，

廃棄物発生量が大きく減少し，最終的にほぼ同等の結果となった。 2030 年に廃棄物発生

量が最も小さかった「高品質堅実型」と，最も大きかった「積極買換型J との廃棄物発生

量の差は約 2，000 万台であった。これは，日本における平成 20 年度の使用済み家電 4 品目

の引き取り実績 02 ，899 千台)のおよそ1. 5 倍に相当する。さらに，対象地の人口から，

この 4 品目の中国全体の廃棄物発生量削減量を推計すると 2 億台程度と予想され，他の機

器も加えると削減の効果は非常に大きくなる。製品リユースの促進と製品寿命の長期化に

より廃棄物発生量を抑制することは，廃棄物処理システムが完成するまでの移行過程の措

置，あるいは恒久的な施策として非常に有効といえる。

各消費形態のライフサイクルでの C02 排出量の推移を図 4-13 に示す。 2010 年の消費形

態別の C02 排出量は「傾向延長型J，r積極買替型J，r使い回し型J，r高品質堅実型J の順

に 126 Mt-C02 ， 124 Mt-C02 ， 130Mt-C02 ， 118Mt-C02 であり，さらに 2030 年にそれぞ

れ 161 Mt-C02 ， 147 Mt-C02 ， 161 Mt-C02 ， 126 Mt-C02 となった。「高品質堅実型」では，

高効率製品の積極的な購入によりエネルギー効率が向上し， C02 排出量が「傾向延長型J

と比較し 35 Mt-C02 程度削減されることが示された。「積極買替型J では，新製品への置き

換えが積極的に行われたことで早い時期から削減が進んだ。「使い回し型」では， 2030 年に

は「傾向延長型J と同等のエネルギー消費となったが， 2010 年から 2020 年には「傾向延

長型j を上回った。これは，低効率の新品の高効率化が進む中で，中古品利用によって効

率の向上があまり行われなかったことによると考えられる。一方で，図 4・10 からわかるよ

うに， r使い回し型」の消費形態では低性能な中古品が多く利用されており，高効率な中古

品の供給が増えることで C02 排出量の削減が見込まれることも考慮する必要がある。
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2030年に予測される中国の COz排出量は， 10.4Gt-C02に上るといわれている OEA，

2007)ロ廃棄物発生量と同様に， 2030年の「高品質堅実型」と「傾向延長型」の C02排

出量の差を中国全体に拡大推計すると 140Mt-C02となり，総排出量の1.3%に相当した。

他製品への消費形態の波及効果や，消費形態に影響を及ぼしているライフスタイルの住居

や交通における選択といった生活全般への影響を考慮すると，その効果は非常に大きい白

図 4・14に，各消費形態を廃棄物発生量と C02排出量の二軸で整理した。矢印が進むに

つれて 2010年， 2020年， 2030年をそれぞれ表している。高効率の製品を選択し，長期間
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大切に使う「高品質堅実型j が最善の策であることは当然の結果といえる。他の消費形態

では傾向延長型」と「使い回し型Jの比較では， C02排出量はほぼ同等だが廃棄物発

生量で「使い回し型」の方が優れている。一方「積極買換型」と「使い回し型j では， C02 

排出量と廃棄物発生量でトレードオフが生じていることが示された。
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図 4・14 各消費形態における廃棄物発生量と C02排出量の比較

(2006年の値=1)

このトレードオフの最適化には，廃棄物・エネルギーに加えて，本研究でひとつの論点

として取り上げた生活水準への影響を考慮した消費形態の消費者への適用と，消費形態聞

の相互作用を考慮する必要がある。「高品質堅実型」の消費形態は，エネルギー・資源両面

で優れているが，こうしたライフスタイルを実現するためには相応の所得が必要とされる。

一方， r使い回し型j の消費形態における中古品の利用は，実際には低所得者がその中心と

なる。低所得者に対して，著しく効率の劣化した中古品ではなく，むしろ現有品よりも効

率に優れた中古品への置き換えを可能とする適切な中古品管理システムを整備することで，

低効率の機器の利用によるエネルギー消費増大の抑制と，中古品による事故等の削減によ

る安全性の向上，新品と中古品の価格差からくる消費者余剰による生活水準の向上を同時

に図ることができるといえる。しかし，良質の中古品の供給量を拡大するためには，図 4-10

において明らかになったように，高効率製品が十分に市場に普及することも必要である。

これは一方で，高所得者層による「高品質堅実型」あるいは「積極買換型」の消費行動に

より，高効率製品の購入・廃棄を進め，利用可能な高効率な中古品のストックを増大させ

ていくことが重要であることを示唆している。
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4.5 要約

本研究では，製品ライフサイクルの中で，消費者が製品と直接関わりを持つ選択，使用，

廃棄・リサイクルの段階に着目し，中国の消費者の将来の消費傾向を消費形態と定義した。

その上で，製品循環モデ、ルを用いて消費形態の違いが廃棄物発生量及び C02 排出量に及

ぼす影響を定量的に評価した。持続可能なライフスタイルを描いた既存の文献，および現

地でのアンケート調査により， r傾向延長型j，r積極買替型j，r使い回し型j，r高品質堅実

型j の4 種の消費形態が抽出された。モデル分析の結果， r高品質堅実型J の消費形態がエ

ネルギー・廃棄物の両面で優れており使い回し型」と「積極買換型」では C02 排出・

廃棄物発生量の 2 軸にトレードオフが生じることが明らかになった。また， r使い回し型j

では高効率な中古品の供給量の拡大による C02 排出量の削減ポテンシャルがあり，消費者

の所得を考慮、した「高品質堅実型J あるいは「積極買替型」との組み合わせにより，エネ

ルギー・廃棄物の両面で優れた製品循環を形成できる可能性があることが示唆された。そ

のためには，低効率な中古品の過度な流通を抑制するとともに，高効率な製品を中古品と

して利用可能な形で適切に回収・管理し，それを積極的に賢く利用していく製品循環シス

テムの構築が必要となる。

なお，低所得者層に中古品を再流通させるリユース・システムは，経済格差が前提とな

って成立するという性格を持つが，現在の劣悪な中古品が多く流通する状況を改善し，な

おかつそれが低所得者の生活の質 (QOL) や社会福祉の向上につながることが重要となる。

今後の課題として，今回得られた低所得者への格差是正の効果に関して，経済効果や QOL

などを多面的・定量的に評価する必要がある。
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第5章異なる消費形態による既存ストック利活用の違いが及ぼす

影響の分析:自動車産業を対象として

5.1 緒言

本章では，前章において廃電気・電子機器 (e.waste) について開発された製品・廃棄物

のフロー分析の枠組みを拡張し，中国の自動車利用に適用した。近年，中国ではモータリ

ゼーションが都市部・農村部含め急速に広がり，自動車由来の環境負荷の増大が懸念され

ている。自動車販売台数は 2000 年には 209 万台であったが 2009 年には 1，400 万台にまで

上昇し，エネルギー需給・大気汚染による健康被害・気候変動対策等の観点から迅速な対

応が求められている (Du et al.， 2010; Yan & Crooky ， 2010; Hao et al.， 2011a) 。一方で，

自動車をとりまく技術革新は急速に進んでいる。国内での低効率な内燃エンジン自動車

(I CV: Internal Combustion Engine Vehicle) の販売が行われるのと同時に，ハイブリッ

ド自動車 (HEV: Hybrid Electric Vehicles) ，プラグインハイブリッド自動車 (PHEV:

Plug.in Hybrid Electric Vehicles) や電気自動車(E V: Electric Vehicles) など，最先端の

技術が中国国内に流入しつつあり，多様な技術が混在する状況ができている。このように

多様な技術やサービスの流入により，自動車を取り巻く人々の消費行動は多様化しており，

エネルギー・資源消費・健康リスクといった問題は複雑に絡み合っているといえる。そこ

で本章では，特に人々のエネルギー消費機器の消費形態の違いに着目して，自動車の製品

循環の資源面・エネルギ一面での影響に焦点をあてた。経済成長の著しくかっ格差も顕著

な現在の中国における価値観は，先進国におけるものとは違うものが想定される。しかし，

今後の一足飛びの成長を考える際，先進国において描かれる将来の消費形態に近いものを

中国の将来シナリオとして投影し，その実現による影響を示すことは中国の大量消費社会

への突入に対し計画的対応策を準備し，より早く持続可能な社会へ到達するために必要な

示唆的情報を提供しうるといえる。

本章では，まず 5.2 節において消費形態シナリオの設計を行う。 5.3 節において将来の消

費形態の違いによる影響を定量的に評価するため，自動車循環モデルを構築する。人々の

将来の消費形態は，前章で、描いた消費形態シナリオの分析を元に，さらに考察を加え援用

した。最後に 5.4節において分析結果を示し考察を行う。

5.2 将来の消費形態シナリオの提示

5.2.1 消費形態シナリオの概要

筆者は前章において 4 つの消費形態シナリオを提示した。既往のライフスタイルシナリ
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オ研究のレビューおよび上海市・昆山市・湖州市でのアンケート調査を行い，現地の消費

傾向と持続可能なライフスタイルシナリオとの整合性を確認することで構築された。本章

ではこれに加え，前章から得られた考察と自動車の特性に基づき 2 種類の消費形態を新た

に分析対象とした。追加された消費形態は， r社会循環型」と「地域共同型」である。

まず，前章で提示した 4 つの消費形態を自動車利用に適合するよう調整した。

【傾向延長型】 (BAU : Business As Usua l) :現状の傾向を代表し，それを維持する。

新車を好み価格と品質のバランスを重視する。環境配慮、型自動車へのインセンティブは

高くなく，先進技術への移行は所得の増加に伴い徐々に行われる。

【積極買替型】 (RC : Rapid Cycling) :迅速循環ライフサイクルを志向し，買い替え需

要が大きい。中古車の市場シェアは中古車流通制度の整備とともに増加するが，全体と

しては新品志向が高く，また製品寿命も全体的に短くなる。

【使い回し型】(C U : Chain ofUsers) :中古車志向は全消費形態中最も高い。製品品質

に対するこだわりが低く，環境低負荷型の車両への選好は低い。

【高品質堅実型】 (QW: Quality & Wisdom) :先進的な技術への選好が高く，環境に優

しい生活を志向する。環境配慮、型自動車を積極的に導入し，なるべく大切に使おうと努

力する。一方で，中古品への選好は低い。

次に，本研究で追加した 2 種類の消費形態について述べる。前章では，四つの消費形態

の比較の結果として r使い回し型」では高効率な中古品の供給量の拡大による C02 排出

量の削減ポテンシャルがあるため，消費者の所得を考慮した「高品質堅実型j あるいは「積

極買替型」との組み合わせにより，さらにエネルギー・廃棄物の両面ですぐれた製品循環

を形成できる可能性があることが示唆された。そこで本章では， r使い回し型J と「高品質

堅実型J を組み合わせた「社会循環型J (QC: Quality Chain) の消費形態を新たに分析の

対象とし，以下のように定義した。

【社会循環型】 (QC : Quality Chain) :先進的環境配慮技術への選好の高い消費

者と，製品品質にこだわりが少ない消費者に社会が二極化する。したがって，使い回し

型と高品質堅実型の消費形態の特徴を併せ持つ。

また，前章では家電製品という性質上，除外した地域共同型の消費形態を分析対象とし

た。家電製品では世帯別での利用が基本であったが，自動車では EU を中心にカーシェア

リングの取り組み事例が多くみられ，また成長途上の経済状況下でも乗り合いでの自動車

利用が行われるなど，製品サービスシステム (PSS: Product Service System) と地域コミ

ュニティの両面から，地域共同型シナリオは自動車利用において実現性が高いシナリオで

あると考えられる。ただし，現時点では中国国内のシステムはカーシェアリングが必ずし

も推進される方向にはない。例えば，自動車の乗り合い利用に対し中国政府は制限を始め

ており，こうした動きはカーシェアリングとはむしろ逆行するといえる。しかし，カーシ
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ェアリングの効果は多くの研究で実証されつつあり(例えば Mont ，2004; Firnkorn & 

Muller ， 2011) ，今後の中国の自動車利用を考える際に検討の必要があると考えたため分析

対象とし，以下のように定義した。

【地域共同型】 (LC : Lo cal Community) :都市化が進展しつつも従前の地域コミ

ュニティの継続や，都市域での新たなコミュニティの形成に価値がおかれる。都市中心

部では PSS によるカーシェア，郊外からは乗り合いによる都市中心部への自動車の乗

り入れが行われるなど，自動車の共同利用が進む。

以上に示された 6 つの消費形態のコンセプトと概要を表 5-1 に示す。

本研究では消費形態の変更や技術の導入によるリバウンド効果については原則として考

慮していない。リバウンド効果とは，ある効果を及ぼしたとき負のフィードパックにより

効果が相殺され想定よりも低い効果しか及ぼさなくなることをいう。例えばエネルギー消

費機器の高効率な技術等を導入した際に，効率向上により機器のランニングコストが低下

し，そのため逆に消費者が機器の使用量を増やすことで高効率化によるエネルギー消費の

削減が一定程度相殺される等のケースが挙げられる。本研究においても，環境低負荷型自

動車の利用によりかえって消費者の自動車利用が増加する可能性があるが，ここでは考慮

していない。これは，こうした効果を定量的に把握することが困難であること，また考慮

することによりモデルが過度に複雑化することを防ぐためであるが，こうしたフィードパ

ックにより高効率化の効果はある程度縮小される可能性がある点には留意する必要がある。

唯一本研究においてリバウンド効果に類似する効果が発生しているのが，地域共同型の消

費形態である。地域共同型では，カーシェアリングのシステムにより自動車利用に関して

その都度使用料金が科せられるようになる。このことから，消費者がコスト意識を高め自

動車の利用を抑える効果が発生するため，年間走行距離の減少が発生する。この場合は負

のフィードパックではないが，消費者心理の働きにより自動車の利用に対して影響を与え

ており，既往研究により効果が明らかにされている点，また効果の大きさも無視できない

ものである点から分析の対象として考慮することとした。

ここまで挙げてきた消費形態シナリオのコンセプトは，現実には本研究で取り上げる変

数のみならず非常に広範に影響を与える可能性がある。また，同時に消費形態も様々な環

境的要素に影響を受ける。例えば集約型の都市構造や所得格差の拡大は，自動車利用に一

定の制約を加える可能性がある。しかし，それらすべてを操作変数とすることは事実上不

可能であり，また不確実性が大きくなりすぎる。本研究では自動車の置き換えによる技術

の普及と既存ストックの利活用に着目していることから，消費形態を製品の購入時・廃棄

時の選択に限定しシナリオ設定を行った。ただし「地域共同型J においてのみ，カーシェ

アリングの効果をより適正に反映するため，製品使用時に表れる効果も反映した。
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表 5・1 6つの消費形態シナリオ

コンセプト

現状

傾向延長型 (BAU:B 岨 n醐As U. uaD
現状の傾向を代表t...それを維持する.新車を好み価格と
品質のバランスを重視する.11 境配慮型自動車へのインセ
ンティプi立高くなく，先進銭術の移行は所得の摺加に伴い
徐々に行われる.

積極買替型 (RC: Ra pid Cycling) 
迅速循環ライフサイクルを志向し，買い替え需要が大きい.
中古車の市場シェアは中古車流通制度の整備とともに治加
するが，全体としては新品志向が高く.また製品寿命も全
体的に短くなる.

使い回し型 (CU:Cha 担。fU 悶 8)

中古車志向は全消費形態中最も高い.製品品質に対するこ
だわりが低く，環境低負荷型の車両への志向性は低い.

高品質堅実型 (QW:Q 叫 ty&Wisdo 皿)

先進的な技術への志向性が高く，環境に優しい生活を志向
する.原境配慮型自動車を積極的に導入し，なるべく大切
に使おうと努力する. 方で，中古品への志向性は低い.

環境配慮型自動車
への志向性

.ICV 中I且w'ICV: 35% 

.HEV: 0% 
'PHEV: 0% 

. Lo w-ICV : 2040 年約20%
が選択

• 1四V: 2030 年過ぎに30%
'PHEV: 2050 年に50% と
なるよう上昇

. Lo w-ICV: 約20%

.HEV: 30% 

.PHEV: 50% 

. Hi gh'ICV: 約25%

.HEV: 25% 

.PHEV: 40% 

. Lo w'ICV: 約 10%
• HEV: 35% 
.PHEV: 60% 

社会循環型 (QC: Quality Cha 凶 ・Lo w-ICV: 約 10%
先進的環境配慮技術への志向性の高い消費者と，製品品質 ・HEV: 35% 
にこだわりが少ない消費者に二極化する. t..たがって，使 ・PHEV: 60% 
い回し型と高品質堅実型の消費形態の特徴を併せ持つ.

地域共同型(凶:Lo叫白 mmunity)
都市化が進展しつつも従前の地域コミュニティの継続や. Lo w-ICV ・約20%
都市域での新たなコミュエティの形成に価値がおかれる 'HEV: 30% 
都市中心部ではPSS によるカーシェア.郊外からは乗り合 ・PHEV ・50%
いによる都市中心部への自動車の乗り入れが行われるなど.
自動車の共同利用が進む.

5.2.2 消費形態シナリオの定量化

ステートメント

中古車
選択確率

2∞7年
18% 

.55% で漸近

-40% で漸近

'70% で漸近

-40% で漸近

• 70% で漸近

• 55% で漸近

新車の短期更新型

消費者比率

全消費者中

約30%

'35% に上昇

-45% に上昇

• 25% に上昇

.25% に上昇

• 25% に上昇

• 35% に上昇

中古車廃棄時
の平均車齢

最終処分時の

車両平均寿命:
14.46 年

• 14.46 年

• 11. 46 年

• 17.46 年

• 14.46 年

• 17.46 年

• 14.46 年

本研究では，消費形態によって変化しうる自動車利用の局面を，原則として家電の場合

同様，自動車の購入と廃棄の断面に絞る。購入時には，新車を選択するか中古車を選択す

るか(中古車選択確率) ，新車を選択する場合環境配慮、型の車種や燃費のよい技術を選択す

るかどうか(環境配慮型自動車への志向性) ，また廃棄時には，新車選択者の場合は短期的

に新しいモデ、ルへと買い替えるかもしくは長く使い続けるか(前者の比率を新車の短期更

新型消費者比率とする)，中古車選択者においてはいつまで自動車を使い続けるか(中古車

廃棄時の平均車齢)が，それぞれ変数となる。一方で，本章では消費形態シナリオに地域

循環型を取り入れたことから，その特徴を考慮し所得層別自動車保有率と 1 台当たりの年

間走行距離が変化するものとした。本項では表 5・1 に示された各ディメンジョンにおける

消費形態の方向性に基づき，各変数の変域を定義することで，各消費形態で用いられる変

数の値を設定する。

(1)環境配慮、型自動車への志向性

本研究では， Hig hlLo w.ICV ， HEV ， PHEV の4車種を対象とする。技術普及には，技

術の成熟度，規制や補助金といった施策誘導，そして消費者の選好などの複数の側面があ
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ると考えられるが，本研究では前者 2 つは所与とし消費者の選好による変化を主な評価の

対象としている。

BAU シナリオにおける HEV ・PHEV の選択確率には， Liu et al. (201 1)による将来予

測に基づき， HEV が 2035 年頃に新車販売台数の 30% ，PHEV が 2050 年頃に新車販売台

数の 50% となるようロジスティック曲線を用いて各普及率を設定した。残る需要は ICV に

よって満たされる。まず，現在普及している ICV を Hig h/Lo w- ICV に分類するため，過

去の企業別自動車販売データ(中国汽車技術研究中心， 1992 ・2010) に基づき，製造企業が

外資からの技術供与を受けている場合に High-LCV ，そうでない場合は Low-LCV であると

仮定した。 2006-2009 年の外資技術提供を受けた企業の市場シェアは平均約 61% で、あった。

そこで本分析で構築したモデ、ルを用い， 2009 年の時点で保有されている自動車を所有世帯

の所得の大きい方から順に並べ上位 61% の下限となる世帯を調べたところ，年間所得が約

61 ，000 元の世帯に相当した。そこで， High-ICV を購入している世帯は年間所得が約 61 ，000

元以上の世帯であると仮定した。なお， 2010 年時点でこれは全世帯のうち所得上位 20% 弱

に相当した。将来推計では，境界となる所得水準が今後も継続するケースを BAU と考えた。

すなわち，境界所得水準はおよそ 61 ，000 元/ (世帯・年)とされたことから，これ以下の所

得の世帯の購入する車両数がLo w-ICV と仮定し，残りを High-ICV と考えた。この結果，

2030 年には保有自動車のうち約 66% ，2040 年には約 87% が High-ICV を購入可能な世帯

による保有となった。

消費形態別には，技術選択確率の変域として， PHEV では当初の選択確率の:t1O%， HEV 

では:t 5% を想定し， Hig h/Lo w- ICV では，両者の境界となる平均年世帯所得が年率:t 2% で

変動すると想定した。以上の結果得られた各消費形態における技術の新車市場で、のシェア

の推移を図 5・1 に示す。 (a) が「傾向延長型J. r積極買替型J，r地域共同型」シナリオ， (b) 

が「使い回し型J シナリオ， (c)が「高品質堅実型 J，r社会循環型」シナリオにおけるそれ

ぞれの技術選択確率を示す。

(2) 中古品選択確率

既往データの新車販売数と中古車取引台数の比から，中古車選択確率の現状値を算出し

た(中国汽車技術研究中心， 1992 ・2010) 。中国では 2005 年に中古車流通管理弁法が施行さ

れ，中古車の利用の促進が図られて以来中古車の取引台数は急激に増加しており， 2007 年

時点で 24% 程度である(矢野経済研究所， 2008) 。しかし，この値は先進諸国と比較し低く，

飽和に達するまでの先行きは不透明といえる。日本の 2002 年以降の中古普通・小型乗用車

の年間登録台数は，同型の乗用車の新車を含む総登録台数の約 55-60% で推移している。そ

こで，中国の近年の中古車取引台数の上昇速度 (2005-2008 年平均前年比 57% 増加)も考

慮し， BAU シナリオとして 2015 年に 45% ，2020 年に 50% 程度，さらに 2030 年頃までに

は 55% で安定化するとし，ロジスティック曲線で近似した。

中古品選択確率の変域は欧州での中古車比率がおよそ 70% であることから， +15% を上限
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とし，同様に下側 15%を下限としたD 以上の結果，得られた各消費形態における中古車選

択確率の推移を図 5・2に示す。
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(c) 高品質堅実型，社会循環型

• High-ICV ・Low-ICV 圃 HEV ・PHEV

図 5・1 消費形態別の新車購入時の技術選択確率

(3)新車の短期更新型消費者比率と中古車廃棄時の平均車齢

本研究ではt 2種類の新車の価値寿命(無期更新型と長期利用型)，中古車の価値寿命，

および物理寿命の計 4種の寿命関数を扱う。短期更新型の消費者の新車寿命は統計がない

ため正確な把握は難しいが 一般に新車の更新サイクルは 5~6 年といわれている(矢野経

済研究所， 2008) ことから，廃棄時の平均車齢を 5.5年と仮定した。中古車の廃棄時の平

均車齢は， 2009年時点で 14.46年但aoet al.， 2011)とした。長期利用型の消費者の新車

寿命は， 日本における車両寿命が平均 11--12年程度であり，中国においても現在新車への

志向性が高いことも考慮、し，中古車寿命より 3年短い 11.46年と想定した。ワイブ、ル分布

関数の分散の値は 4.79とした (Haoet al.， 2011) 0 
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図 5・2 消費形態別中古車選択確率の推移

以上を踏まえて，まず短期更新型と長期利用型の新車購入者の比率を推計した。本研究

では，中古車市場に出回る中古車両数からこの比率を推計した。その結果，消費者全体に

占める短期更新型の新車購入者層の比率は， 2006 年で 26% ，2007 年で 29% 程度のとき，

推計される中古車発生台数と実績値が最も近くなった。ただし，今後こうした短期更新型

の消費者層は所得の増加とともに増えることが予想されることから，この後上昇を続け

2020 年 35% 程度となるものを BAU とし， :t 10% (すなわち 25-45%) を変域とした。ま

た，中古品の廃棄時の車齢の変域は長期利用型消費者の新車寿命 11. 46 年を下限，物理寿命

17 .4 6 年を上限とした。

(4) 地域共同型シナリオ

地域共同型ライフスタイルでは，カーシェアリングの導入を想定した消費形態である。

カーシェアリングによる効果は， EU を中心に 1980 年代頃から議論され， ドイツやスイス

を中心として既にビジネスモデルとして広がりつつある。しかし中国においては，現時点

ではビジネスとして確立されておらず，その効果の定量的な把握のためのデータは不十分

である。そこで本研究では，カーシェアリングが中国で広まった場合の効果を， EU での事

例を元に推計する。文献調査 (Firnkorn & Muller ， 2011; Prettenthaler & Steininger ， 1999; 

Meijkamp ， 2000; Mart 担 et al.， 2010; Sperling et al.， 2000; Bonsall ， 1982) を通じてカー

シェアリングによる効果に関するデータを収集し，そのうち最も効果の控えめなものを用

い最低限期待できる効果として評価の対象とした。

文献調査の結果，カーシェアリングの効果はカーシェアリングを利用する世帯数，アリ

ング利用世帯の自動車保有台数の減少，および年間走行距離の低減の 3 つにより定義可能
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であることがわかった。表 5・2 に，既存研究に示されたカーシェアリングによる影響の幅

を示した。これより，本研究では表 5・2 中下線の値を用い，地域共同型では全自動車保有

者の 22% が利用し，利用者は保有台数を 44% ，年間走行距離を 30% 減少させるものと想

定した。ここで，カーシェアリングの効果として，既存文献に示された値のうち最小値を

選択した理由は，中国においてカーシェアリングへの選好は未知数であるため，まずは最

も控え目な場合を想定することで，最低限期待される効果を示すことにある。

表 5・2 カーシェアリングの効果13

項目 説明

CarSharing に加

入する比率

加入者の自動車保

有台数の変化

加入者の年間走行

距離の変化

5.3 自動車フロー推計モデルの構築

5.3.1 分析の枠組み

22 - 69% 

44%-49% 
13.5% (CAR2GO の取り組み)

豆旦 -60%

次に，前章で定義した消費形態を定量評価するためのモデ、ル構築を行う。評価の対象地

は中国全土とし，さらに都市・農村に分類し，それぞれの特性を反映した解析を行う。な

お，都市部においては大都市と地方の都市域では都市環境が異なることが考えられる。例

えば北京や上海などの人口の集中する地域では，公共交通インフラが発達し自動車利用が

抑制されると一方で，過密状態により交通渋滞や大気汚染などの問題が顕在化する。こう

した状況を踏まえ，上海では 1994 年以降， The private car license plate bidding policy が

施行され，自動車の個人所有制限がかけられている(大和総合研究所， n.d.) 。その結果，

上海は省市別の一人当たり所得が中国で最も高いにもかかわらず，自動車保有台数は 100

世帯当たりで上海 11 台，北京 34 台，成都 29 台 (2006 年時点)と，他の大都市と比較し

て低い水準となっている (NBSC ，2008) 。同様の取り組みは北京でも始まりつつあり，こ

うした大都市特有の政策が自動車保有の状況に影響を与える可能性がある。しかし，本研

究ではデータ制約からこのような施策が導入されていない「都市J と「農村J を想定した。

現時点ではこうした施策を行っているのはごく一部の大都市に留まっているため本分析へ

の影響はそれほど大きくないと考えられるが，今後この施策が全国的に広まる場合や，こ

うしたごく一部の都市部への人口の集中が進む場合には考慮する必要性が生じる可能性が

13 値は Firnkorn & Muller (201 1)， Prettenthaler & Steininger (1 999) ， Meijkamp (2000) ， Martin et al. (2 010) ， 
Sperling et al. (2000) ， Bo nsall (1 982) より引用
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あり，今後の展開を慎重に見守る必要がある。

モデルの全体構造は家電製品で用いたモデルと同様に，自動車ストック推計サブ、モデル

と自動車フロー推計サブ、モデ、ル，環境負荷算出サブ、モデ、ルの 3 サブ、モデルからなる。自動

車ストック推計サプモデルで、は非集計型の推計モデルを構築し，都市・農村における将来

の車両保有台数を推計した。自動車フロー推計サブ、モデ、ルでは，保有台数に基づき将来の

製品のフロー量を推計し，環境負荷算出サプモデ、ルで C02 排出量・資源消費による環境負

荷量を評価した。ただし，本研究で用いた消費形態は自動車の購入と廃棄断面における消

費者の行動の傾向に着目したものであり，それをとりまく都市形態や公共交通の整備とい

った側面にまでは踏み込んでいない。そのためモデルも都市形態やモーダルシフト等を念

頭に置いてはいない。消費形態シナリオによる違いは主に製品循環サブモデルに反映され，

技術の普及速度や製造・廃棄台数の違いが定量的に示されることにより，シナリオ間の比

較が可能となる。

5.3.2 自動車ストック推計サプモデル

自動車の保有モデルは過去さまざまなものが提案されてきたが，近年，中国ではデータ

の充実により徐々に複雑なモデルが適用されるようになってきた。途上国で一般的に適用

される集計型のモデルに対し， Liu et al. (2011) や， Hao et al. (2011b) ， Shen (2007) は非

集計型のモデルの適用を試みている。特に Hao et al. (2011b) や Shen 包007) のモデルは，

所得の分布に基づき自動車保有台数を推計しており，本研究の狙いである都市一農村聞の

中古車リユースなどの現象を表現する上で適用しやすいものといえる。筆者は，前章にお

いて， Shen (2007) のモデルを取り入れ家電製品のストック推計を行ったが，ここでも同

様の枠組みを用いて自動車ストックの推計を行った。なお，本章で、用いたモデノレは，前章

同様 Analytica 上で構築した。

本研究で用いた自動車ストック推計の基本式は式 5-1 で表される。前章の推計式と異な

る点は，所得分布関数を一人当たり所得ではなく，世帯所得においた点にある。

Q - P OPtf Own(X) ・lD i，t(X) dX

i，t - f HSi(X) ・lD i，t(X)dX

式 5・1

ここで， i は地域， t は年次を表す添字であり，また X は世帯所得を示す。 Qi ，t> 1Di，t は

それぞれ地域i，t 年における車両ストック数，世帯所得に対する世帯数の密度分布を， HSi ， 

Own はそれぞれ地域iにおける世帯人数と世帯あたりの自動車保有台数の，世帯所得X との

相関を示す。また， POPt はt 年の中国の人口を示す。車両1Di，t， Own ， HS iは，それぞれ

式 5-2"" 式 5・5，式 5・6，式 5・7 により得られる。
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( 1OgX -logt L) 

ID μ∞=万万五三位 pi ----.::: δ~J 

x= 回p( 附三)

X t = (α lnt + b) x (GDP/c αpita) 

Git =2FG| 叫-1

K 
Own(X) = 

+回 p(rK(s ー InX))

HSi(X t) = cX t d 

式 5-2

式 5-3

式 5・4

式 5・5

式 5・6

式 5-7

ここで，xは世帯あたり所得の平均値，U は中位所得，δは分散，G はジニ係数，F(tIO ，1) は標

準正規分布関数で、X が・∞"""-'t までの累積値をそれぞれ示す。世帯当たり自動車保有台数は，

より一般的に用いられると考えたロジスティック曲線を適用した(図 5・3) 。世帯当たり保

有台数が世帯所得の対数値と相闘があると仮定し， NBSC (1 996-2011) および所得が高い

領域については現在の日本のデータ(統計センター， n.d.) を利用して近似した(R 2=0.7 1)。

また世帯人数は，世帯所得により変化すると考え式 5-7 を用いて回帰分析を行った(図

5-4) 。用いたデータは 2009 年の中国の都市部・農村部の世帯の可処分所得と世帯人数

(NBSC ， 2010) ，および OECD 各国の平均世帯人数と購買力平価に基づき換算した世帯当

たり平均可処分所得 (OECD ，n.d.) で、あった。平均世帯所得Z は式 5・4 に示すように一人

当たり GDP の成長 (GDP/c αpit α) に相関するが，一人当たり GDP の増加に対する弾性値

が逓減していくと仮定し 1995"""-'2010 年のデータ (NBSC ，1996 ・2011) より回帰式を求め

た(同様に R2=0.74 ，0.84) 。ここで，K，r，s，α，b，c，dはそれぞれ定数を示し，本研究で用い

た値を表 5・3 に示す。また，中国の人口・GDP の将来予測は Goldman Sachs (2003) ， UNPD 

(2010) にしたがった。
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図 5・4 世帯人数と所得の関係

表 5-3 定数一覧
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定数 値

K 198.4 

r 8.183 x 10- 3 

s 12.38 

a -0.299 

都 b 2.927 

市 c 13.67 

d -0.146 

a -0.282 

農 b 1.639 

村 c 20.12 

d -0.166 

表 5・4 製品ストック推計サブ、モデ、ルで、用いられる変数の定義

変数名 定義

t 時間

地域
X 世帯の可処分所得

Pop 中国の人口

ID(X) 世帯所得に対する世帯数の密度分布

Own(X) 世帯あたり機器所有台数

HS(X) 世帯人数
δ 所得分布関数の分散

U 中位所得

GDP 対象地域の総生産額

G 対象地域のジニ係数
F 正規累積分布関数

K，れ s，a，b，c，d 定数

5.3.3 自動車フロー推計サプモデル

製品フローの推計に用いた製品フロー推計サブモデルは，家電で用いたものと同様の構

造であるため， 4.3.3 項を参照されたい。本節では，対象となる自動車技術および用いたデ

ータについて述べる。

(1)対象技術

本研究では，対象とする技術は中国汽車技術研究中心(1 992 ・2010) を参考に，従来型の

内燃ガソリン自動車(I CV) ，ハイブリッド自動車 (HEV) ，プラグインハイブリッド電気

自動車 (PHEV) の 3 技術とし，これを用いた 3 つの車種を分析対象とした。また，中国

では ICV は先進国同様の高効率な車両から，現地開発の低効率な車両まで多様な製品が存

在するが，単純化のため技術普及の状況を高効率 ICV(High-ICV) と低効率 ICV (Low- ICV) 
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の 2 種にわけで表現した。ディーゼ、ル車はトラックでは比較的普及が進んでいるが，乗用

車における普及率が低いことから対象外としまたバイオ燃料の導入は考慮、しなかった。

包)残存率関数

自動車ストックの残存率関数はワイブ、ル分布に従う。自動車についても家電同様新品，

中古品，物理寿命の 3 種類の寿命を考慮した。各寿命は，新品購入者が廃棄する時期を新

品寿命，中古車購入者が廃棄する際の車齢を中古車寿命，さらに物理的に故障や不具合に

より廃棄される際の車齢を物理寿命と定義した。なお，家電製品の事例では，中古品購入

からの年数により寿命を設定したが，自動車では車齢は売買に関わる重要な情報として適

切に管理が行われていることから，車齢により寿命を定めるのが適切と考えた。現時点で

は，自動車は中古品としての価値が高く，低所得層の需要は大きいと考えられるため，中

古車寿命と物理寿命は一致していると仮定した。また，新車の購入者はさらに二種類に分

けられるとした。一つは比較的短期間で次の新車に買い替える消費者，もう一つは新車を

購入し製品の価値が十分低下するまで利用する消費者である。前者は，中古車の供給主体

であり，市中の中古車に用いられる技術に大きな影響を与える。新車の価値寿命は，この

両者にそれぞれワイプル分布を与え人口の比率で重みづけした廃棄関数の和で表現される。

中国における車両の物理寿命は， Hao et al. (2011c) や Huo et al. (2007) により調査さ

れている。本章では， Hao et al. (2011 c)で示された寿命(平均寿命 14 .4 6年，分散 4.79)

を用いた。 Huo et al. (2007) によると中国の車両の平均寿命は今後増加しアメリカ並みに

なると予測されている。そこで Huo et al. (2007) に従い，技術的な物理寿命は 2020 年に

むけて線形に 3 年増加すると想定した。価値寿命の設定は消費形態により影響を受けるた

め， 5.2 節で詳述する。

(3) 購入時の車種選択と中古品市場

車両購入時，自動車需要 Demand は新車・中古車への選好により分類され，さらに新

車需要は各車種への選好によりさらに分類される。中古車需要は中古車市場で取得可能な

車両のうち新しいもの，高効率な製品から優先的に利用されるものとした。中古品市場に

流通する製品には，個人や法人からの廃棄製品，ブローカや販売庖の営業担当からの流通

品，また新車販売庖からの売れ残り車両や販売委託品などがある(矢野経済研究所， 2008) 。

法人からの車両は自家用車と比較し総数も小さく，また走行距離も自家用車と比較し非常

に大きいことから本研究では対象外とした。一方，販売庖からの流入は，中古車市場の製

品の約 2 割を占めるといわれ(矢野経済研究所， 2008) ，特に車齢 3年未満の中古品はこう

した経路で出品されるものが多いと考えられる。そこで本研究では，この新車販売庖から

の中古車市場への投入台数が新車販売台数に比例すると考え，文献(矢野経済研究所， 2008)

を参考に投入台数を推計した。また，中古車市場での中古車供給量が中古車需要量を下回

るとき，余剰需要は新車購入者と同じ比率で各車種の購入に回るものとした。
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5.3 .4 環境負荷原単位

(1) C02 排出量

本研究では，評価対象として C02 排出量と資源消費量を評価した。 C02 排出量は，自動

車の製造段階と使用段階，廃棄段階の 3 段階から発生する。しかし，中国においては，廃

棄段階のプロセスは違法処理が多く含まれ代表的なプロセスを想定するうえで知見は不十

分といえる(王&小幡， 2009) 。また，仮に先進国で、行われている処理を行った場合，製

造・使用段階と比較し廃棄時の C02 排出量は十分小さいため (Leduc et al. 2010) ，本分析

では，製造・使用段階のみを対象として推計を行った。

製造段階には，車両の製造と PHEV 用バッテリの製造を考慮した。 HEV にもバッテリは

使用されているが，重量としては大きくなく無視できるものとした。車両の製造に関わる

C02 排出量は，山田ら (2005) より， 3，170 kg.C02eql 台，またバッテリはリン酸鉄リチウ

ムイオン電池を想定し， Samaras & Meisterling (2008) ， Bettez et al. (2011) に基づき，

6，520 kg.C02eql 台とした。走行時の排出量は， High.ICV では日本の乗用車効率を参考と

し， J. 品{A. (2010) に基づき 2010 年の効率を 13.8 kmι(JC08 モード， 10 ・15 モードでは

16.0 km 江J とし，五個TI (2010) に沿って効率が向上するものと仮定し，推計した。 HEV

は， Bettez et al. (2011) より High-ICV と比較して効率が 37.5% 向上するとした。

Low-ICV の効率は，中国の燃費基準値を用いた。 Leduc et al. (201ω に基づき，効率基準

が 2009 年以前は 9.5 Ll 100km ， 2010 年以降 8.6 Ll 100km ，さらに 2015 年以降 7.0 Ll 100km

とした。 PHEV の燃費はガソリン走行時と電気走行時が各 50% であるとし，ガソリン走行

時は HEV の燃費を，電気走行時には日産リーフの燃費である 125 Whlk m (Nissan ， n.d.> を

適用した。電力の排出原単位は Cai et al. (2007) に基づき， 2009 年 0.81 g-C0 2lWhから

徐々に低下し， 2040 年 0.67 g-C0 2lWhとなるとし，ガソリン燃焼の C02 排出原単位は 2，320

g-C0 2IL (資源エネルギー庁， n.d.) とした。

匂)資源、消費量

自動車の一台当たりの資源消費量は，車両に含まれるレアメタル， PHEV のバッテリ，

およびそれ以外のベースメタル等をそれそ'れ別々に求めた。車体のベースメタル等(鉄，

アルミ，銅，鉛，亜鉛，ガラス，プラスチック，燃料，水を含む)は， Leduc et al. (2010) 

に用いられている値を引用した。これらの値は全車種共通とした。レアメタル消費量は馬

場 (2010) より ICV ，HEVIPHEV について一台当たりの資源消費量をそれぞれ算出した

(Hig hIL ow- ICV は等しいと仮定した)。なお，このデータ中，次世代自動車の資源消費量

は， HEV ， PHEV ， EV をすべて含むものであるが， 2009 年の PHEV ・EV 生産台数は HEV

と比較し十分に少ないため(次世代自動車研究センター， 2011) ， EV 用バッテリの材料と

されるリチウムの消費量を除きすべて HEV 向けの資源消費量であると仮定した。その上で，

PHEV の資源消費量は， HEV の資源消費量に加え，バッテリによる資源消費量として
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Zackrisson et aL (2011)のインベントリを用いた。表 5・5に車種別の資源消費量の値を示

す。本章では，これらの資源量に対しさらに TMR(Total Material Requirement)係数(中

島ら J 2006;原田 J 2009) を用いて，各資源、の消費による環境負荷を統合した。

また，消費形態により定義される変数も含め，本章で構築されたモデ、ルにおける推計フ

ローの全体を模式的に表したものをずに示す。

随
時

使用時GHG

製造時GHG

分解時GHG

ミ
同
-K報
h
m
h
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t
w
n噂

廃棄物発生量

自動車循環モデノレにおける推計フローの全体像
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車種別の資源構成14表 5・5
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5.4 結果と考察

5.4 .1 車両のフロー・ストック量の検討

図 5・6 に車両ストック数の推計結果を示す。推計は 1995-2040 年を対象期間とし，

1995-2009 年は人口・所得などに統計データを用いた。自動車ストックを示すデータは

NBSC (2008) や中国汽車技術研究中(1 992 ・2010) 等に複数存在するが， NBSC (2008) に用

いられた Private Vehicle の保有実績値を用いた。 1995----2009 年の統計値と比較すると，

過去の傾向をほぼ正確に反映していることがわかる。自動車ストック数は r地域共同型j

以外の消費形態下では， 2010 年 5，440 万台， 2020 年 11 ，500 万台(年平均増加率 (7.8%) ， 

2030 年 20 ，100 万台(同 6.2%) ，2040 年 34 ，100 万台(同 5.0%) と増加していくことが示

された。一方，シェアリングにより自動車ストックが減少する地域共同型では， 2010 年 5，390

万台， 2020 年 10 ，400 万台(傾向延長型比 9% 減)， 2030 年 18 ，900 万台(同 10% 減)， 2040 

年 30 ，800 万台(同 10% 減)であった。

次に，図 5.7 に傾向延長型における新車販売台数と廃棄台数の推移と過去の実績値(中

国汽車技術研究中， 1992 ・2010) を，図 5.8 に消費形態別の新車・中古車の販売台数を示す。

なお，販売・廃棄台数の推計には，過去の販売実績が影響を与えるため， 1995-2009 年の

推計には 1994 年以前の販売実績を， 2010 年以降は 2009 年以前の販売実績(中国汽車技術

研究中， 1992 ・2010) を用いた。また， 2020 年， 2030 年， 2040 年はマクロな傾向を見るた

め，前後 10 年間の移動平均を示した(以下図 5・8---- 図 5・11 においても同様とする)。

図 5・7 において， 2010 年以降「傾向延長型J での新車の販売台数は， 2020 年， 2030 年，

2040 年にそれぞれ 1，190 万台， 1，950 万台， 2，940 万台と増加を続けた。 2010 年に推計さ

れた販売台数は， 2007-2009 年の実績値をやや下回っており，推計結果は過小推計となっ

ている可能性がある。 2009 年に関しては，経済成長が鈍化する中で自動車販売数が急激に

伸びており，経済成長と連動する本モデルでの再現は難しい。一方で，経済成長の予測自

体がやや低めに推定されている可能性も否定できない。本研究で用いた GDP の成長予測

(Goldman Sacks ， 2003) では 2011-2020 年の平均成長率は 7.9% とされているが，リーマ

ンショックの 2009 年でも中国は 8.4%の成長を実現しており，こうした面から過小推計の

可能性があるといえる。一方，自動車の廃棄台数は一貫して増加を続け， 2040 年には 1，600

万台を超えると推計された。廃棄台数の推移は， 2020 年 520 万台， 2030 年 860 万台， 2040

年 1，640 万台であった。 2025 年頃に-i'!..増加速度が鈍化するのは， 2010 年推計開始当初の

販売台数が実績値を下回ったことに影響を受けていると考えられる。現状の中国の自動車

リサイクルは，専門処理設備(解体設備・破砕設備)の導入が遅れており，手作業の人海

戦術での処理が主流となっている。そうした中で， ASR 等の直接埋め立てや有害金属によ

る環境汚染・作業者の健康被害などが指摘されており，法制度の実施に関わる行政のエン

パワーメントと，大幅な設備投資が必要といえる(王ら， 2007) 。
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図 5・8 消費形態別・年代別の自動車販売台数

図 5・8に示した新車・中古車の販売台数の推移をみると積極買替型」が最も大きく，

|使い回し型J，I地域共同型」が低い結果となった。 I積極買替型」では，中古車寿命が短

く市場から廃棄される車両数が多いため，販売台数が増加した。逆に「使い回し型Jでは，

中古車寿命が長く市場のストックの更新が進主なかったと土が販売台数の低下の要因であ

った。地域共同型では，車両ストック総数が少ないため更新される量が少ないことが，販

売台数を低く抑えた要因であった。 2040年における中古車の販売台数は， r傾向延長型J， 

「積極買替型J，r使い回し型J，r高品質堅実型J，r社会循環型J，r地域共同型Jの順に，

2，830力台， 3，100力台， 2，400力台， 2，560万台， 2，410万台， 2，560万台であり，販売量

に占める比率はいずれのシナリオも 39~41% と大きな差はなかった。「高品質堅実型」を除

く消費形態では，自動車需要に占める中古車比率が消費形態に設定された値に達せず，中

古車の需要量に対して廃棄関数から得られた利用可能な中古車台数が十分で、なかったこと

がわかる。中古車需要が超過しているため，供給された中古車はすべて再度購入され，そ

の結果製品の更新が早く中古車の供給量が多かった「積極買替型Jで多くの中古車が購入

された。超過した中古車需要は，消費形態別に定めた新車購入時の技術選択比率に従い新

車が購入された白現実には需要超過の状況が続くと中古車価格の上昇により中古車の供給

量が増加し，本推計よりも多い取引量で均衡する。しかし，需要が急増する経済成長下で

の中古車市場では，市場ストックの不足から中古車の供給量が不十分となる状況が明らか
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中古車需要の超過はになったともいえる。本研究では中古車の輸入は想定していないが，

日本やロシア等の近隣国からの中古車輸出を促進する可能性がある。

車種構成左中古品ストックの比較

図 5・9に，各消費形態における自動車ストックの車種構成と中古品比率を示した。なお，

自動車ストック推計モデ、ルで、は「地域共同型J以外はパラメータの変化がないため，総ス

5.4.2 

トック数は等しい。
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消費形態別の自動車ストックの車種構成と中古車比率図 5-9

環境配慮型自動車 (HEVとPHEV)の普及が最も大きかったのは「高品質堅実型Jであ

(2040年 74%).逆に最も普及が進まなかったのは「使い回し型Jで、あった(同 50%)。

「使い回し型j ではJ Low"ICVの残存率が最も高く (2040年 15%)J 二番目に高い「傾向

延長型J，r地域共同型J(共に 6%) と比較し 2.5倍高い結果となった。「傾向延長型」と「積

極買替型Jを比較すると，技術の導入比率は同等だが短期で、の製品の更新を行った「積極

り

「高品質堅実型j

の比較でも，より長期間の中古品利用を担、定した「高品質堅実型」

が HEVIPHEVの比率はが 3%上回った。

2040年の自動車ストックに占める中古車の比率は 28-35%と，消費形態問で購入時の比

率よりは大きな差異がみられた。購入台数では「積極買替型j が最も多かったが，中古車

寿命の短いため市場からの廃棄量が多く結果としてストック中の中古車比率では低い比率
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の方

また，買替型Jの方が HEVIPHEVの比率が 3%程度高い結呆となった。

「社会循環型」と



左なった。「社会循環型」では中古車寿命が長いためストック中の中古車比率が高く，供給

される中古自動車も HEVや PHEVの比率が高いことから(図 5・8参照)高品質な自動車

が中古車として多く利用されることが示唆された。「使い回し型Jにおいても，同様に高い

中古車比率が想定されるが，新車利用者に短期更新型の消費者が少なく中古品供給量が不

十分であったため，ストック中の中古品比率も 30%とそれほど高くなかった。これは

Low"ICVの比率が大きいことから中古車の廃棄時の車齢が「社会循環型」ほどに伸びなか

では，短期更新型の消費者が少なく，また中古品

ストック中の中古品比率は全消費形態で最低

ったためと考えられる。「高品質堅実型」

寿命の長期化も想定されなかったことから，

となった。

環境負荷指標の消費形態別比較5.4.3 

消費形態別の C02排出量を示すo

(1) C02排出量

図 5"10に，
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各消費形態下での C02排出量を「傾向延長型j と比較すると， 2040年において「積

極買替型J，r使い回し型J. r高品質堅実型J. r社会循環型J. r地域共同型」で，それぞれ
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+1. 41% ， +4.18% ， .3.84% ，・4.35% ，-14.3% の変化が見られた。「地域共同型j のシナリオ

では年間走行距離の低下が大きな要因となり，排出量が低下した。一般にカーシェアリン

グによる年間走行距離の低減は，自動車利用時に毎回料金を支払うことで車両の購入維持

費も含む自動車利用のコストを，消費者がより正確に認識できることにより起こるとされ

る 48) 。したがって，この結果は自動車利用時の消費者行動の変化が，技術的な改善策と比

較しても十分大きな影響をもつことを示したといえる。「積極買替型j では，車両販売台数

の増加による製造時排出量の増加と，高効率技術の普及による走行時排出量の抑制が共に

働いたが，総排出量は増加した。「高品質堅実型J では製造時排出量が増加 (2040 年「傾向

延長型J 比+6.0%) したのに対し，走行時排出量が減少し(同 6.8%) ，総排出量としては削

滅された。「社会循環型J では，製造時・走行時共に排出量が減少した(各 4.6% ，4.9%) 。

その結果，走行時の排出量は「高品質堅実型J の方が少ないが全体としては「社会循環型J

の方がわずかに排出量削減で、上回った。

(2)TMR 指標

図 5-11 に TMR 係数で統合化した資源消費による環境負荷の推計結果を示す。各消費形

態下での C02 排出量を「傾向延長型J と比較すると， 2040 年において「積極買替型J，r使

い回し型J，r高品質堅実型J，r社会循環型J，r地域共同型」で，それぞれ+13% ，-6.1% ， -1. 4% ， 

・9.1% ，-9.1% の変化が見られた。 TMR の総重量は，自動車の生産台数(=販売台数)と一

台当たりの τ'M R の大きさにより決まる。「積極買替型」・「使い回し型」・「地域循環型」で

は，生産台数の変化が TMR の変動の主要因であった。「高品質堅実型」では，生産台数は

「傾向延長型J と同程度であったのに対し(図 5・8参照)，生産台数に占める HEV ・PHEV

の比率が高かった。一台当たりの TMR 総重量では ICV と比較し HEV.PHEV の方が小さ

く，その結果「高品質堅実型J で TMR の減少が見られたと考えられる。「社会循環型」に

おいては，生産台数の減少と車種構成の変化の双方が影響し， TMR が減少した。

(3) 環境負荷から見た消費形態の優位性

図 5・12 に， C02 排出量と TMR を軸に， 2010 年の「傾向延長型」を 1 とした場合の

各消費形態の推計結果をプロットした。既に述べたように， C02 排出量の面では「地域共

同型J が最も優位であり，次いで「社会循環型J と「高品質堅実型」が同程度であった。

TMR の面では地域共同型J と「社会循環型」が最も優位であり，次いで使い回し型で

低い値を示した。
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図 5・11 消費形態別 TMR 推計結果

「地域共同型」による環境負荷削減効果の大きさが示され，今後中国においても積極的

なカーシェアリングの取り組みが求められることが示唆された。一方で， 5.2 節で述べたよ

うに「地域共同型J に見られるカーシェアリングの取り組みは，サービスの利用に適した

消費者とそうでない消費者が存在し，後者に含まれる消費者に対しては別の対策が必要と

なる。したがって， r社会循環型J や「高品質堅実型J ・「使い回し型」の消費形態の普及も

合わせて行っていく必要があるといえる。

家電製品の事例において見られた「使い回し型J と「傾向延長型J ・「積極買替型」の問

の， C02 排出量と資源消費による環境負荷のトレードオフ構造は，自動車の事例において

も見られた。さらに， r高品質堅実型J も，本章の推計結果では資源面で「使い回し型j の

方が優れた結果を示し，同様にトレードオフ構造が発生する可能性が示唆された。このト

レードオフ回避のために前章の考察から得られた「社会循環型J では C02 ・TMR 両指標に

おいて「地域共同型」以外の 4 消費形態と比較し優位な結果を示し，積極的に技術導入を

進める消費者層と中古品の利用を進める消費者層が混在することによる環境負荷削減効果

が定量的に示されたといえる。
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要約

本研究では，自動車の購入・廃棄時の消費者の行動形態に着目し，その変化による環境

負荷への影響を COz排出量・ TMRの2指標を用いて評価した。前章の結果を踏まえ， r傾

向延長型J，r積極循環型J，r使い回し型J，r高品質堅実型」の 4消費形態に加え，家電製

品の事例からの考察に基づく複合的な消費形態である「社会循環型Jと，サーピサイジン

グの方向性を示す消費形態としてカーシェアリングを想定した「地域共同型」の各消費形

態を構築した。また 3 消費形態による環境負荷の違いを定量化するため，自動車を対象と

した製品循環モデ、ルを構築し 技術普及・高効率ストック形成・既存ストックの利活用等

を考慮しつつ C02排出量・ TMRの各指標に基づき評価した。その結果，製品フローの面で

は， 2040年「傾向延長型」において 1，600万台を超える自動車が廃棄され自動車リサイク

ル設備の整備が求められること，また中古車の流通制度の整備により需要が増大すると考

えられるが，需要が急増している状況下では十分な中古車の供給は園内ストックのみから

では難しい可能性があることが示唆された。消費形態別の比較では， C02排出の側面から

は「地域共同型」もっとも優位であり，次いで「高品質堅実型」・「社会循環型」がより大
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きな排出量削減が可能であった。 TMR の側面からは「地域共同型J ・「社会循環型j が同程

度に削減が可能であり，次いで「使い回し型」も優れた結果を示した。ただし， r地域共同

型J では，サービスを利用できる消費者は限られており，カーシェアリングの積極的な導

入と併せて他の優れた消費形態の普及も進めていく必要があることが示唆された。

今後の課題としては，自動車利用を取り巻く都市構造の変化や，走行時の負荷変動等，

自動車利用の異なる側面を考慮したモデルへの展開が考えられる。
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第6章技術更新と既存ストックの利活用に関する考察

6_1 緒言

第 2 章から第 5 章まで，技術の更新と既存ストックの利活用という主題に基づき，石炭

火力発電設備，家電製品および自動車の 3 つの異なる製品を対象にケーススタディを行っ

た。本章では，これらの分析の結果得られた成果を再度整理，総括することで技術の更新

と既存ストックの利活用のための総合的考察を得る。まず 6.2 で，ここまで、各章で行った分

析と得られた成果の概要を示し，これを踏まえ 6.3 でそれらの関連を定性的に考察する。そ

の結果に基づき技術の更新と既存ストックの利活用の主題の下，今後への提言を行う。

6.2 ここまでの分析結果と成果の概要

6.2.1 石炭火力発電設備の技術更新における意思決定支援モデルの構築

第 3 章において，石炭火力発電設備を対象として，今後電力需要が急増することを見据

え，先進国からの技術移転と国内技術の選択，および既存設備への補修・改修高効率化に

よる延命化施策の選択を想定し，シナリオ解析を行った。

技術導入の選択では文献調査に基づき，現在と将来の二時点において中国国内で利用可

能な技術(ともに亜臨界圧発電技術)および先進国からの移転技術(現在技術 PFBC と将

来技術 IGCC) の 4 技術を選定した。既存設備への対応として，補修あるいは改修による高

効率化を行い延命化するケースと寿命に合わせ随時設備更新するケースを想定した。以上

に基づき設備更新モデルを構築し，石炭火力発電設備の建設・運用による C02 排出量とそ

れに伴うコストの推計を行った。

推計の結果，新設設備への技術導入シナリオ間での差異が大きく，既存発電設備の補修・

改修施策による影響は相対的に小さいことが示唆された。先進国からの技術移転を即時進

めた場合 (TT- ASi 日ケース)で，石炭による電力供給の年間 C02 排出量がそれぞれ 2030

年 9.76% ，2050 年 18.0% 減少した (Base-AB 比)。一方，技術の移転時期をずらし 2030

年以降に IGCC の技術導入を行う場合(TT- Timely ケース)， 2030 年までは Base-AB と同

じ排出量であったが， 2050 年には 15.0% (Base-AB 比)の年間 C02 排出量の削減が可能

で、あった。ただし， 2006-2050 年の累積 C02 排出量の差は Base-AB ケースを基準として，

TT- ASAP ケースで 12.7% ，TT-Ti mely ケースで 6.2% と2 倍程度の削減量の差が生じた。

技術導入ケース別の補修・改修による効果は，いずれの技術導入ケースにおいても改修

による既存施設の高効率化・延命利用により C02 排出量の削減が可能であり，技術移転施

策に関わらず，既存設備の高効率化を図っていくことの必要性が示された。また，技術移
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転を 2030 年以降に行う場合(Tr-Ti mely ケース)においてのみ， 2030 年まで既存の設備

を補修による高効率化を伴わない延命を行った場合 (Base-B ケース)でも，寿命とともに

設備更新を進める場合 (RPL ケース)と比較し累積 C02 排出量が少なくなり，技術移転時

期に合わせた既存施設の計画的な運用が必要なことも示唆された。

コストの推計結果は C02 排出量の傾向とは逆に，技術移転を積極的に進めるに伴い増加

する傾向が示された。 C02 の単位排出削減量当たりの費用では， 2030 年から技術移転を進

める場合(Tr-Ti mely ケース)削減費用は 9-12 US$/t-C02 であり，導入可能な技術を随

時移転していく場合(Tr- ASAP ケース)は 54'"'-'58 US$ (割引率 8% で 2005 年価値換算)

となり， 5 倍近い差が生じた。各技術導入シナリオ下での RNV シナリオによる追加的な

C02 排出削減効果の単位削減費用，いずれも 6.6 US$it-C02 であった。いずれの技術導入シ

ナリオ下でも RNV シナリオが最も C02 排出削減量が大きく，単位削減費用ではTr-Ti mely

では上昇したが， Tr- ASAP では減少させる効果があたった。

6.2.2 異なる消費形態による既存ストック利活用の違いが及ぼす影響の分析(民生

用消費機器)

第 4 章では，家電製品の利用に着目した。家電製品は発電設備のような巨大インフラと

は異なり，より短いサイクルで製品が更新される。また，技術選択の主体が消費者であり，

個々の主体毎に異なる選好をもち製品の購入・廃棄等の選択を行う。さらに，中国におい

ては政府の規制が必ずしも消費者の行動に対して効果的にはたらかず，統計上に表れない

多様なルートで中古品の流通や使用済み製品のリユース・リサイクルなどが行われている。

そこで，本研究では消費者の行動に焦点をあて，製品フローの変化を分析した。

消費者の消費形態の類型化は，既存文献の調査と現地でのアンケート調査の両面から行

った。その結果，家電製品の使用を対象として 4 つの消費形態: r傾向延長型j，r積極買替

型j，r使い回し型j，r高品質堅実型j，が抽出された。各消費形態における製品フローを定

量化するための製品循環モデルを構築し， C02 排出量および廃棄物発生量を評価した。

2030 年時点、での普及技術は， r高品質堅実型」では高効率な製品がエアコン・テレビ・冷

蔵庫で約 60% ，洗濯機でも約 30% 普及したのに対し， r積極買替型」では，同様にそれぞれ

40% 弱， 30% ， 8% ， r傾向延長型j と「使い回し型j ではエアコン・テレビで 20% ，冷蔵庫

で 10% ，洗濯機で 5% と，新技術の普及状況に差が生じた。 C02 排出量では， r高品質堅実

型J では「傾向延長型」と比較し約 20% の減少， r積極買替型j でも 8% 程度の減少が見ら

れた。「積極買替型j では C02 排出量は「傾向延長型j と同程度で、あったが，積極的な製品

更新により廃棄物発生量は約 20% 増加した。「高品質堅実型」では，製品寿命の長期化から

廃棄物発生量は約 15% 減少し， r使い回し型」でも中古品の積極的な利用により同程度の削

減効果がみられた。

「高品質堅実型」はいずれの指標においても優れた結果を示したが， r積極買替型J と「使

い回し型j では C02 排出量と廃棄物発生量の間でトレードオフが生じた。「使い回し型J で
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は良質の中古品が供給されないことがエネルギー効率の向上を妨げた要因と考えられ，高

効率の製品を利用し中古品として市場に流す層と，新品・中古品にこだわらずに利用する

消費者層とが混在することにより，より効率的な製品利用が可能となることが示唆された。

6.2.3 異なる消費形態による既存ストック利活用の違いが及ぼす影響の分析(自動

車部門)

第 5 章では，第 4 章の分析の枠組みを自動車に適用した。消費形態には，高効率製品と

中古品を利用する異なる消費者層が混在することを想定した「社会循環型J，カーシェアリ

ングの普及を想定した「地域共同型」をそれぞれ加え， 6 種類を評価対象とした。評価モデ

ルは家電製品循環モデ、ルを改良して適用した。

「傾向延長型」において今後急激な廃自動車台数の増加が予測され，リサイクルシステ

ムの整備が急務であることが示された。シナリオ別の技術普及では， 2020-2030 年までは

HEV の普及率にやや差が出るが， r使い回し型J以外の消費形態では環境配慮、型車両 (HEV

と PHEV) で約 30% のストックを占めており， r使い回し型」でも約 20% と全体としてそ

れほど大きな差は出なかった。しかし， 2030 年以降の HEVIPHEV の普及により 2040 年

「高品質堅実型J では 74% のストックが環境配慮型車両となるが， r使い回し型」では 50%

で、あった。「傾向延長型J と「積極買替型」で技術の普及速度の違いはわずかであり (3% 程

度)，更新速度を短期化すること影響は自動車においては比較的小さかった。「社会循環型」

では，高品質堅実型と同程度に高効率技術の普及が進んだ。インフラ設備と異なり更新サ

イクルの短い製品の技術の普及を進める上では，製品更新のマネジメントよりも，製品購

入時の技術選択がより直接的に効果を及ぼしていることが示唆された。ただし，経済的に

課題はここでは考慮されておらず現実を加味した考察が必要となる。本分析で「社会循環

型J では中古品利用を通じた技術の浸透を図った。しかし，製品需要が急拡大しているた

め，中古品の需要量に対し既存ストックが少なく，中古品の需要が超過する可能性が示唆

された。自動車産業における資源消費の側面を評価するため本分析では TMR 指標を用いて

評価した。「社会循環型」・「使い回し型」で TMR の値が低い傾向が示され，中古品利用に

よる資源消費・廃棄物削減に対する影響の大きさが示唆された。

結果として，カーシェアリングを想定した「地域循環型J がいずれの指標においても最

も低い環境負荷量となり，カーシェアリングによる車両保有台数の削減と年間走行距離の

減少による影響が大きなものであることを示唆した。本研究におけるカーシェアリングは

欧米における実証実験による効果のうち最も控えめな数値を抽出して適用しており，実際

にはより大きなポテンシャルを持ちうると考えられ，今後の進展が大きく期待される。
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6.3 総括と今後への提言

2.2.3において，筆者は効果的なストックの利用を巡る議論の切り口として 4つの側面を

示した。最初の切り口は都市ストックの階層性であるu 筆者は都市ストックを図 6・1に示

すように階層化し，この階層別の特徴と階層聞の関連の中で，ストックの利用を議論する

必要があると述べた凸

機器/機械類

---"¥建築物

図 6・1 都市ストックの階層構造(再掲)

特に下層にある発電設備の影響は，上層にある家庭用エネルギー消費機器の排出する

C02や， PHEVの消費する電力からの C02排出量に影響を与える白技術聞の相互依存関係

は定量的に議論される必要があるが，本研究で、は分析モデ、ルが複雑になるためそこまでは

至らなかった。しかし，定性的に本研究での結果を解釈すると，自動車においてエネルギ

ー源がガソリンから電気への移行がおよそ 2030~2040 年の聞に大きく進展する結果が得ら

れた。そのことから，発電の C02原単位は 2040年頃までには大きく改善されていること

が望ましいといえる。本研究では自動車の C02排出量算定に当たって電力の C02排出係数

は逓減していくと仮定したが， Cai et al. (2007)の用いた 2009年 810g-C021kV¥也， 2040 

年 670g-C02ikWhは， 3.3.4で得られた 2010年 1，021'"'"'1，098g"C02/kWh， 2040年 703-852

g"COzlkWhと比較し小さい。 PHEVとHEVの燃料効率を比較すると Cむ etal. (2007)の

値でも PHEVの優位性はそれほど大きくなく，本研究ので得た石炭火力発電のみの排出係

数では PHEVの優位d性は非常に小さい，もしくは HEVの方が C02排出削減の-面'で優位と

なる可能性も示唆される。充電用電力は必ずしも火力のみの排出係数で判断すべきではな

いが，マージナル電源としての重要性を考慮すると，火力の排出係数は電気自動車の導入

に大きな影響を与える可能性があり，電力側の技術更新速度を考慮しつつ，排出係数が十

分下がらない場合には PHEVではなく HEVの普及にとどめておくことでより大きな C02

の削減効果が見込まれる可能性が示唆された。

130 



2 点目は，将来的に利用可能となる革新的技術の観点、で、あった。石炭火力発電設備におい

ては， IGCC 技術がこれに相当し，自動車では PHEV 技術がこれに相当する。特に石炭火

力発電において技術の登場に合わせて既存ストックの利活用を議論した。一方，家電では

LCD や PDP ，またはインバータ技術等が，こうした革新的技術システムに相当するかと思

われるが，既に実現している技術であり，今後登場する革新的技術というものは想定され

なかった。設備寿命が長くストック効果の大きい発電設備においては，革新的技術の導入

が将来において期待される場合，設備の更新を一部差し控えて新技術の登場に合わせた技

術導入を行うことでより効果的な C02 削減が可能であることを示した。

3 点目は，廃棄段階を含む資源消費と適正処理の側面で、あった。静脈系システムの整わな

い中国において家電や自動車の廃棄は深刻な環境汚染を引き起こしており，本研究では管

理方策のーっとして，人々の消費形態の変化による中古品の適正管理による環境負荷低減

の可能性を提案した。民生用エネルギー消費機器を対象とした第 4 章・第 5 章における分

析で，中古品の利用は確かにエネルギー消費の側面からはやや効率の悪い製品を使用し消

費を増大させる傾向があるが，廃棄物発生量は資源消費量の抑制に効果があることが定量

的に示された。また，積極的に技術導入を行う消費者層とリユース品を選好する消費者層

が混在することで， C02 排出・資源消費の両面で win'win となることが定量的に示された。

最後に 4 点目として経済的な課題を考慮した。石炭火力発電システムの代替案として提

示したTT- ASAP シナリオや，家電・自動車の消費形態で示した「高品質堅実型j のような

シナリオは，環境負荷の低減に大きな効果があることは当然の帰結といえるが，現実には

先進的な技術の導入には大きな費用負担が必要とされる。発電システムのような巨大イン

フラに対しては，国際協力等を通じて資本を投入することが可能であるが，特に民生消費

機器等についてはこうした措置は難しい。その中で次善の策として中古品流通を通した高

効率製品の普及と廃棄物発生量・資源投入量の削減を実現することが可能となる枠組みを

本研究で提示しえたことは，本分析の成果といえる。

以上，第 2 章において示した 4 つの視点を用いて，本研究で、行った分析から得た成果を

考察した。一方で本分析には課題もある。まず，本節で既に述べたが都市ストックの階層

性を議論したが，異なるストック間の関連性については間接的に言及するにとどまった。

電力の需給が上下の階層をつなぐ変数となっているが，発電設備側において石炭火力発電

設備のみを論じており，必ずしも中国全体の電力の C02 排出係数を示すもので、はない点が，

家電製品の利用や特に PHEV の利用において考慮すべき変数として改善の余地がある。第

4 章・第 5 章で、行った消費形態の分析では，消費形態が人々の消費を扱っているのに対し，

経済モデルが導入されていない点も課題といえる。消費者の所得を考慮しており，製品選

択を変化させることにより消費が変化し，所得へのフィードパック効果や製品使用時のリ

バウンド効果が生じることが予測されるが，これらの効果は考慮されていない。また，本

研究で、扱った消費形態は本来排他的ではなく，混在した状態で存在するため，消費形態混

在下での分析が可能となるようモデルを改良する必要がある。
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中国経済は 2009 年のリーマンショック後も堅実に成長を続け，むしろ停滞する世界経済

を牽引する勢いを見せている。しかし，一方で中国の経済格差は是正の気配を見せず物価

の高騰により一部を除く消費者の生活は苦しくなってさえいる。技術的な側面では高効率

な技術を導入し，経済・社会活動量当たりの環境負荷を減らしつつ，一方で大量消費社会

ではなく節度ある物質消費とサービスの需要に基づく消費のスタイルを確立することが，

人と自然が調和した持続可能な社会へとつながっていくと期待する。
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Appendix 1 中国の将来シナリオのレビュー

ここでは，過去に著されているシナリオ研究に関して，主にそのプロセスに着目してレ

ビューを行った結果をしめす。

a) EPRI (2003) Electricity Technology Roadmap: Meeting the Critical Challenges of 

the 21st Century. California. 

このシナリオで描かれるタイムスケールは 1998 年から 2020 年であり，各シナリオ

で異なる政策によって，産業・運輸・建設といった部門におけるエネルギー消費量の変

化を算出し，また，それに見合うエネルギー供給の動向を石油・天然ガス・電力(水力，

石炭火力，天然ガス火力，再生可能エネルギー，原子力)にわけで考察を加え，さらに

それによる炭素排出量への影響から今後の政策提言へと結んでいる。

シナリオの位置付けについて，以下のように述べている。

防TJJile scenarios are not forecasts ， they offer a vaJuabJe method for t厄吐血g

systematica 砂 about processes of change. The process of creating energ ァscenarios

Jeads to a more robust understanding of energy φ沼 amics and opportunities for 

change ， and can grea tI y assist in the decision making of governments ， businesses ， 

and other organizations. 

また，その上で今回のシナリオ構築に関して以下のようにのべている。

Wh ile many studies have been conducted on future energy use and po l1 utant 

emissions in China ， this effort was undertaken for severaJ reasons ，血 clud 白'gnew

deveJopments in technoJo gy， markets ， and economic structure necessitate periodic 

updating of anaJysis. 

Many previous studies have had an academic focus ， while this effort provided 

direct support for nationaJ energy ef1i ciency pJanni ロ'g.

Understanding of barriers ω d伊 'Joyment ofnew technoJogies has advanced and 

needs to be incorporated 血 to forecasting anaJysi 瓦

Past studies have considered end.use sectors in insu f1i iα切 t detail to capture 

important dynamics unique to particular activities and technoJogies. 

同研究で考慮されたシナリオは 3 つあり，その概要を以下に引用した。
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S'c enan'o 1: 0比五narvEffort

This scenano d. 伊 'icts a situation in which sustainable deve 均四回t and 

en 四-onmen 臼1 polici 白 receive much less emphasis than econ o. 四 ic p叫~cies.

Ordinary Eff o. 吋 repre ，四 'nts a trajectory for China that could result if the 

Government fails ωassign a high prion'ty to reducing grow 拍 in energy use. It 

assumes that China 's current ln 同 econ o. 岨 icgz ηwth tr 勾町旬。T will continue at the 

rates projected in 伊 vernment plam ちand that no signincant new environmental 

or energy eJm α白 ζy policies w ilJ be adopted. 

S'c enario 2: Promotim: Sus 臼inabilitv

Promoting Sus 凶 uability ilJ ustrat. 四品eimplemen 臼 tion of government targets 

as promulgated in 品e J(Jh Fi 開 -Ye ar Plan and related p叫~y documents. It 

m 抑 -esents China ~ヲ en叫rygrow品 U可}ヲctory through 2020 if current 伊 vernment

targets are met. Compared ωOrdinal ァEffor t， policies to promote sustainable 

development are implemented earlier and m o. 叩吻ω u均

S'c enan'o 3: Green Growth 

Green Growth assumes that sus 臼inable development will be a policy priority 

for 品e Government and that ぽ tensiveen 均四mental and energy policies st ilJ be 

implemented to ac 企ieve 地is goal. Tlns scenario ilJ ustrates the energy 

consumption trajectory that would result from aggressive policies to promote 

energy e1Iici.聞の~ development ofrenewable ener gy， and other policies 臼 pro 咽 ote

sus 白血able development across all sectors. 

次に，同研究では以上のシナリオのコンセプトに基づき，表 1-1 のように定量化を

行った。更に同研究ではこれらのシナリオを，ボトムアップ型のコンビュータモデルで

定量化を量っている。モデルに構造を図 1-1 に示す。
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表 1-1 シナリオの記述
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b) Boudri et al. (2002) The po 旬ntial contiribution of renewable energy 也 air pollution 

abatement in China and India. Energy Policy ， Vol.30 ， pp .4 09 ・424.

タイムスケールは 1990 年から 2020 年であり，描かれているシナリオは Business as 

Usual (BAU) シナリオと， Policy (POL) シナリオである。この 2 つのシナリオに沿っ

て， RAINS -ASIA と呼ばれるモデルを用い再生可能エネルギーへの政策転換による将来

のエネルギーシステムへの影響を分析している。

2 つのシナリオは，以下のように説明される。

The Business As Usual scenario is hased on the extension of short term 

policies and trends to 2020 including considerations on sustainahilit y-

existing institutional harriers ， and economic constraints. The policy 

scenario reDec お the potential use of renewahle energy sources as 

constrained hy tecm 盟国I 五mits ，supply 1血 its and sustainahilit y. The 

policy scenario does not take in ωaccount institutional harriers ， existing 

ゐrhort-term} policies and cost constra. 血ts. lt reDects the amount to which 

renewahles could replace foss iJ fuels {coa l， coal-hased electricity or liquid 

fuels} in Chi 冶a and lndia 血 the power plant and district heating secto r， 

the industrial secto r， and the residential secto r. 

以上のシナリオから同研究ではモデ、ル分析の結果として， 1990 年中国の再生可能エ

ネルギーの総量 9.5EJp が， 2020 年には BAU シナリオでは 13.8 EJp ， POL シナリオ

で 17.5 EJp となるとした。

d 黒田 (2003) 国際エネルギー使用合理化基盤整備事業(省エネルギー技術の普及のため

の調査・研究等)平成 14 年度調査報告書.東京.

同研究において，シナリオ研究はその一部として行われ，シミュレーションモデルの

構築からシナリオの分析に至るまでの一連の作業が行われている。シミユレ一シヨンモ

デルは 3E

ギ一.環境モデ、ルからなり，シナリオのタイムスケースは 2000-2030 年である。描か

れた政策代替案は 5 本で，それぞれ①基準ケース，②省エネケース，@非化石促進ケー

ス，④ガス火力促進ケース，⑤輸送構造調整ケース，となっている。

まず，モデルの全体構造とマクロ経済・エネルギー・環境モデ、ルの構造をそれぞれ図

1-2 ，図 1-3 ，図 1-4 に示す。
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次に，各代替案における設定を表 1-2 に示す。
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①基準ケ

ース

. . . .  ケース必定 | 
表 1-2 代替案の設定

②省エネ

ケース

@非化石

エネルギー

促進ケース

火

一

構

一

ス

ケ

送

ケ

ガ

進

一

輪

整

@

促

一

⑤

調

カ
ス
一
造
ス

第 10 次五カ年計画及び 2050 年戦略をベースに 2000""2030 年の間に以下の変化

を想定。

・火力発電効率向上:石炭 33% →43% ，石油 34% →47% ，ガス 35% →49%
車燃費向上: 8.2 →4.0 U(IQOton ・km}
原子力発電設備容量: 210 万→5，000 万 kW
水力発電設備容量 :7835 万→25444 万 kW( 開発可能量 3.8 億 kW の 66%

に相当)

水力発電設備稼動時間: 2803h/ 年→3000h/ 年

(最大可能時間数は約 5000h/ 年)

新エネルギ一発電設備容量: 2030 年に 11765 万 kW
(うち風力 8120 万 kW ，太陽光 2500 万 kW ，バイオマス 900 万 kW} 。

ガス火力: 137 万 kW →9700 万 kW 。
新エネ熱供給量: 2900 万ωe。
基準ケースと比較し却30 年において，

・ 火力発電効率向上:石炭 43% →47% ，石油 47% →49% ，ガス 49% →55%
車燃費向上: 4.0 →3.0 U (1 00ton. km} 

産業部門，道路以外の輸送部門及び民生その他部門は 2030 年に基準ケー

スより 2% の省エネ

基準ケースと比較し 2030 年において，

原子力発電設備容量: 5000 万→9000 万 kW
水力発電設備容量: 25444 万→30000 万 kW
水力発電設備稼動時間: 3000hl 年→4500hl 年

新エネ発電: 11765 万 kW →23100 万 kW (風力，太陽，バイオマスなど

それぞれ倍増)

新エネ熱供給量: 2900 →3300 万加e

基準ケースと比較し 2030 年において，

設備容量は 0.97 億→1. 97 億 kW
ガス火力発電の熱効率 49 →55%

2010 年以降，輸送量分担率は道路が一定，鉄道が上昇

これらの政策代替案に加え，複合ケースとして以下のシナリオが検討された。

⑥ 省エネ+非化石促進(②+③)

⑦ 省エネ+非化石促進+ガス火力促進(②+③+④)

③ 省エネ+非化石促進+ガス火力+輸送構造調整(②+③+④+⑤)

⑨ 環境税ケース (2011 年以降，原炭 5 US$/t ，石油 8 US$/t ，天然ガス 6 US$lkm 3) 

⑩ 省エネ+非化石促進+ガス火力+輸送構造調整+税(②+③+④+⑤+⑨)

以上が過去のシナリオ研究の概要である。
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Appendix 11家電製品の消費実態調査

ここでは，第 4章で用いた家電製品の消費実態のアンケート調査の調査票を提示する。

本アンケート調査は 2007年 1"-'2月と 10"-'12月の二回に分けて行われ，第一回は上海市

およびホーチミン市にて各 100サンフ。ルを対象に行った。第一回のアンケート調査の結果

については膏藤ら (2007)および膏藤ら (2008)にまとめているので参照されたい。また，

第一回・第二回を踏まえた調査結果の概略を下記に示す。

a) 基本属性

平均世帯人員は上海 2.76 人，見山 3.00 人，湖州、打~.98 人で、あった。上海，昆山，湖州で

は， 3人までの世帯比率が 90%，80%， 88%であった。上海では，本人夫婦とその子供か

らなるいわゆる核家族が 70%，単身者が 16%を占めるが，昆山と湖州での単身者の比率は

それぞれ 5%，7%で、あった。調査サンプルの所得構成は，上海の所得が周辺の昆山や湖州

よりも 1，000"-'2，000元程度多く，富裕層が含まれる比率が高かった(図 11-1)。居住環境は，

上海，見山，湖十|、Lともにマンション形式の中高層の集合住宅が主流となっているが，湖付|

では 5%が戸建て住宅で、あった。世帯あたりのベッドルーム数は，昆山と湖州、|では 3部屋以

上がそれぞれ 28%，31%に対し，上海では 3部屋以上がわずか 1%(99%が2部屋以下)

と世帯あたり部屋数が少ないことがわかった。

:τ二一プ二三hJ二ご
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上海市・見山市・湖州市の所得分布

家電の保有状況と導入時期

上海では，エアコン，テレビ，冷蔵庫，洗濯機の4品目の普及率はほぼ100%で、あった。

上海ではすでにこれらの家電品の普及が一巡し，エアコンは33%以上の世帯が2台以上，テ

レビは半数以上の世帯が2台以上を保有している。見山と湖州では，エアコンとテレビの保

有台数が上海よりも多い(表n-l)。これは前述のとおり，ベッドルーム数が3部屋以上の住

xl 

図11-1
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宅が見山と湖州に多いことが関係していると考えられる。上海，見山，湖州では中古品の

利用はほとんどなかった。現在の日本の保有台数と比較すると，上海，昆山，湖州のヱア

コンとテレビでは世帯あたり 1台分 (100 世帯あたり 100 台)程度の差(伸びしろ)がある。

冷蔵庫と洗濯機はもともと世帯あたり 1台を大きく超えることはないので，日本との差は小

さい。また，見山と湖州での調査では，パソコンの保有状況も調査したが，その結果，昆

山では76 台1100 世帯，湖州で64 台1100 世帯と日本の水準に迫る勢いで普及が進んでいるこ

とがわかった。

各家電品の導入時期の推移を比較すると，上海ではエアコンの初設置年のピークが 1990

年代後半，他の3家電品は1980 年代後半であった。エアコンについては，見山，湖州では2000

年以降の設置が多い。昆山と湖州での導入時期の変遷はエアコンではかなり似通っている

が，テレビ，冷蔵庫，洗濯機については上海により近い見山での導入時期が湖州よりも若

干早いことがわかった。昆山と湖州で、のパソコンの導入時期は， 2000 年以降に集中してい

る。

表II-1 家電の保有台数(台 /100 世帯)

エアコン テレピ 冷蔵庫 洗濯機 ノfソコン

上海市 136 155 100 100 (1) 

見山市 160 (1) 191 99 95 76 
湖州市 175 196 (2) 95 99 64 (1) 

(参考)日本 255 250 126 109 104 
括弧内の数値は中古品の台数(内数)
*エアコン，テレビ，パソコンは 2006 年3月，冷蔵庫と洗濯機は2004 年3月の値(出典:家電製
品協会:家電産業ノ、ンドブック 2006 (平成 18 年)， 2006) 

d 家電の使用実態

【エアコン】

エアコンの設置場所は，上海，見山，湖州では居間と寝室の比率が約1:2 で、あった。エア

コンの使用日数は，各市で異なるが，全般的には南に位置する市ほど長くなる傾向がある

(表 11-2) 。

表11 ・2 エアコンの使用日数

30 日以下 31 ・60 日 61 ・90 日

上海市

見山市

湖州市

円
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世帯あたりの日平均稼動時間は，上海11.8 時間，昆山 10.8 時間，湖州9.3 時間であった。

中国の3市では日中から夜(朝 6から夜10 時)に 2""'5 時間，夜間(夜間時から朝 6時) 3""'8 
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時間というパターンが多かった。上海と湖州では，所得水準の上昇に伴い日平均使用時間

が増加する傾向が見られたが，見山では所得は使用時間にあまり関係なかった(図 11-2) 。

また，同じ上海市内であっても，都市域と近郊域で日平均使用時間に差があり，都市域で

は一日 10 時間以上が38% (近郊域 12%) と長時間使用の比率が高いことがわかった。

【テレビ】

上海，昆山，湖州のテレビの平均使用時間は，それぞれ5_5 時間， 3.2 時間， 3.2 時間であ

った。 3市とも使用時間と所得の間に明確な相関関係を見いだすことはできなかった。

【冷蔵庫】

上海では80% 程度は中型， 10% 弱が大型の冷蔵庫が使用されている。見山と湖州では中

型がそれぞれ61% ，73% ，小型が32% ，18% であり，大型はあまり普及していない。

【洗濯機1

上海，昆山，湖州では全自動式の洗濯機の比率がそれぞれ73% ，76% ， 74% を占め，二

層式が2割強の比率で使用されていた。使用頻度は，上海，昆山，湖州ともに週2"'3 回が最

も多く，次いで上海では毎日(一日一回)が多く，見山と湖州では週 1 回以下がそれに続

いた。

Xlll 



x上海 A 昆山 o渇州【エアコン】

O 

必• 
5 

o 

日

却

S

6 

4 

2 

事制担

¥
g
g
g
g鐙
g
a
H
r
a
e
u
A恥

o 

20，∞o lSρ00 10，0∞ sρ00 o 

平t毎月収{元/世帯)

図 II-2中国 3市における所得と家電使用時間の関係

XlV 



d) 家庭での資源・エネルギーの消費行動に関するアンケート調査票(改訂版) 15 

G. 個人属性情報

Code 
G 1.年齢 1. 20 歳未満 1 
(0 は一つだけ) 2. 21'"'"'30 歳 2 

3. 31'"'"'40 歳 3 

4. 41'"'"'50 歳 4 

5. 51'"'"'60 歳 5 

6. 61 歳以上 6 

G2. 性別 1. 男性 1 
(0 は一つだけ) 2. 女性 2 

G3. 職業 1. 会社員(国営企業) 1 
(0 は一つだけ) 2. 会社員(国内民間企業) 2 

3. 会社員(外資系企業) 3 

4. 教育関係 4 

5. 公務員(教育機関を除く) 5 

6. 自営業・自由業 6 

7. ノ号ート・アルバイト 7 

8. 学生 8 

9. 無職 9 

10. その他 10 

G4. 出身地 1. 上海市 (or 昆山区 or 湖州市)内 1 
(0 は一つだけ) 2. 北京・天津・上海(上海では除外)・香港・台湾 2 

3. 1. 2. 以外の華東地域 3 

4. 1. 2. 以外の華北地域 4 

5. 東北地域 5 

6. 華南地域 6 

7. 華中地域

8. 西北地域 7 

9. 西南地域 8 

10. その他( 9 

G5. 市(区)内 1. 1年未満 1 
在住年数 2. 1年以上 5 年未満 2 
(0 は一つだけ) 3. 5 年以上 10 年未満 3 

4. 10 年以上 4 

G6. 同居人数 )人(本人含む)

G7. 同居人の構成 1. (未婚)本人のみ(同居人はいなし、) 1 
(0 は一つだけ) 2. (未婚)本人と親 2 

3. (未婚)その他 3 

4. (既婚)本人のみ(同居人はいなし、) 4 

15 2007 年 3 月に上海市で、行った後， 2007 年 10 月に見山市・湖州市で、追加調査を行った際

に若干の修正を加えた。加筆項目は調査票末尾を参照されたい。
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5. (既婚)本人夫婦のみ 5 

6. (既婚)本人夫婦と親 6 

7. (既婚)本人夫婦と子 7 

8. (既婚)本人夫婦と親と子 8 
9. (既婚)その他 9 

【既婚で子供同居 1. 子供はし、ない 1 
の場合] 2. 小学生未満 2 
G8. 子供の年齢 (0 3. 小学生 3 
はいくつでも) 4. 中学生 4 

5. 高校生 5 

6. 大学生 6 

7. 社会人以上 7 

8. その他 8 

G9. 同居人全体の 1. ---499 冗 1 
月収【上海】 2. 500---999 元 2 
(0 は一つだけ) 3. 1，000--- 1，999 JC 3 

4. 2，000-2 ，999 JC 4 

5. 3，000-3 ，999 JC 5 
6. 4，000-4 ，999 JC 6 

7. 5，000-5 ，999 元 7 

8. 6，000-6 ，999 JC 8 

9. 7，000-7 ，999 JC 9 
10. 8，000-8 ，999 jじ 10 
11. 9，000-9 ，999 JC 11 

12. 10 ，000--- 14 ，999 克 12 
13. 15 ，000--- 19 ，999 冗 13 
14. 20 ，000 克 ~ 14 
15. 答えられない 15 

A.居住環境

Code 
A 1.現在の居住形 1. 持ち家 1 
式 (0 は一つだ、け) 2. 賃貸住宅 2 

3. (読み上げない)わからない 3 
A2.住宅様式 1. 戸建て住宅 1 
(0 はーった、け) 2. 集合住宅 2 

3. 長屋 3 
4. その他 4 

5. わからない 5 

A3. 住宅の構造様 1. 木造 1 
式 (0 は一つだ、け) 2. コンクリート造 2 

3. その他 3 
4. わからない 4 

A4. 住まいの築年 1. 10 年未満 12 
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数 (0 は一つだけ) 2. 10 年以上 30 年未満 2 

3. 30 年以上 3 

4. わからない 4 

A5. 住宅のベッド
)部屋

ノレーム数

A6. 平均的な起 A.平日 B.休日

床・出勤・帰宅・ 1. 起床
. . 

就寝時刻 2. 出勤 . 
3. 帰宅 . 

4. 就寝 . . . 

B.エアコンの使用状況

B 1.冷房用機器の 種類 (0 はいくつでも) 台数

台数 1. エアコン )台

2. 周風機(天井備え付け，壁付け，床置きを含む) )台

3. その他( )台

B2. 初設置年 )年

B3. エアコンの使用状況

①年間使用日数 1. 30 日以下 1 

2. 31 '"'-'60 日 2 

3. 61'"'-'90 日 3 

4. 90 日以上 4 

②日平均使用時間 朝~夜 (6:00am- 1O :00pm) )時間程度

深夜(1 0:00pm.6:00am) )時間程度

B4. 保有するエアコンの状況について(使用頻度の高い順に 1台目， 2 台目， 3 台目)

Code 
1台目 2 台目 3 台目

①購入時の状態 1. 新品 1 1 1 

2. 中古 2 2 2 

3. わからない 3 3 3 
②使用年数 1. 1年未満 1 1 1 

2. 1年以上 3 年未満 2 2 2 

3. 3 年以上 5 年未満 3 3 3 

4. 5 年以上 10 年未満 4 4 4 

5. 10 年以上 5 5 5 

6. わからない 6 6 6 
③設置部屋 1. 居間 1 1 1 

2. 寝室 2 2 2 

3. その他 3 3 3 

4. わからない 4 4 4 
中古の ④中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 1 1 
場合の 品購入 2. 新品の 50'"'-'75% 以下の価格 2 2 2 
み 時価格 3. 新品の 25'"'-'50% 以下の価格 3 3 3 

4. 新品の 25% 以下の価格 4 4 4 

5 譲り受けた・無料 5 5 5 
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1. 中古品専門庖

2. インターネットオークション

3. 親類や知人から

4. その他(具体的に書いてもらう)

C. テレビの使用状況

C 1.アレピの台数 )台

C2. 初設置年 )年

C3. 日平均使用時 1. 1時間未満

間 2. 1""3 時間

3. 3""5 時間

4. 5""7 時間

5. 7 時間以上

C~. 保有するァレピの状況について(使用頻度の高い順に 1 台目， 2 台目)

Code 
1 台目 2 台目

①種類 1. プフウン管(大型 50in 以上) 1 1 

2. プフウン管(中型 20""50in) 2 2 

3. プフウン管(小型 20in 未満) 3 3 

4. プロジェクター 4 4 

5. 液晶(大型 50v 以上) 5 5 

6. 液晶(中型 20""50v) 6 6 

7. 液晶(小型 20v 未満) 7 7 

8. プフズマ(大型 50v 以上) 8 8 

9. プフズマ(中型 50v 以下) 9 9 

10. その他 10 10 

11. わからない 11 11 
②設置部屋 1. 居間 1 1 

2. 寝室 2 2 

3. その他 3 3 

4. わからない 4 4 

③購入状態 1. 新品 1 1 

2. 中古 2 2 

3. わからない 3 3 

④使用年数 1. 1年未満 1 1 

2. 1年以上 3 年未満 2 2 

3. 3 年以上 5 年未満 3 3 

4. 5 年以上 10 年未満 4 4 

5. 10 年以上 5 5 

6. わからない 6 6 

中古の ⑥中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 1 

場合の 品購入 2. 新品の 50""75% 以下の価格 2 2 

み 時価格 3. .新品の 25""50% 以下の価格 3 3 

4. 新品の 25% 以下の価格 4 4 

5 譲り受けた・無料 5 5 
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1. 中古品専門盾

2. インターネットオークション

3. 親類や知人から

4. その他(具体的に書いてもらう)

-
A
-
9
h
-

一qu
一A官

-
百
三

3
で

4

D. 冷蔵庫の使用状況

D 1.冷蔵庫の台数 )台

D2. 初設置年 )年

D3. 保有する冷蔵庫の状況について(使用頻度の両い順に 1台目， 2 台目)

Code 
1台目 2 台目

①種類 1. 小型 (200L 未満) 1 1 

2. 中型 (200 ・399L) 2 2 

3. 大型 (400L 以上) 3 3 

4. わからない 4 4 

②購入状態 1. 新品 1 1 

2. 中古 2 2 

3. わからない 3 3 

③使用年数 1. 1年未満 1 1 

2. 1年以上 3 年未満 2 2 

3. 3 年以上 5 年未満 3 3 

4. 5 年以上 10 年未満 4 4 

5. 10 年以上 5 5 

6. わからない 6 6 

中古の ⑥中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 1 

場合の 品購入 2. 新品の 50'""75% 以下の価格 2 2 
み 時価格 3. 新品の 25'""50% 以下の価格 3 3 

4. 新品の 25% 以下の価格 4 4 

5 譲り受けた・無料 5 5 

⑤購入 2. 中古品専門庖 1 1 

ルート 2. インターネットオークション 2 2 

3. 親類や知人から 3 3 

4. その他(具体的に書いてもらう) 4 4 

E.洗濯機の使用状況

E 1.洗濯機の台数 ) ムロ

E2. 初設置年 )年

E3. 保有する冷蔵庫の状況について

①種類 1. 二槽式 1 

2. 全自動式 2 

3. 洗濯乾燥機 3 

4. その他 4 

②購入状態 1. 新品 1 
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2. 中古 2 

3. わからない 3 

③使用年数 1. 1年未満 1 

2. 1年以上 3 年未満 2 

3. 3 年以上 5 年未満 3 

4. 5 年以上 10 年未満 4 

5. 10 年以上 5 

6. わからない 6 

中古の ⑥中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 

場合の 品購入 2. 新品の 50"-'75% 以下の価格 2 

み 時価格 3. 新品の 25"-'50% 以下の価格 3 

4. 新品の 25% 以下の価格 4 

5 譲り受けた・無料 5 

⑤購入 3. 中古品専門底 1 

ノレート 2. インターネットオークション 2 

3. 親類や知人から 3 

4. その他(具体的に書いてもらう) 4 

@利用頻度 1. 2 回以上/日 1 

2. 1回/日 2 

3. 2"-'3 回/週 3 

4. 1回以下/週 4 

5. わからない 5 

⑦乾燥機利用 1. 通年使用 1 

2. 雨季(梅雨)のみ使用 2 

3. 利用なし 3 

4. わからない 4 

F. パソコンの使用状況

F 1.パソコンの台数

①デスクトップパソコン )台

②ノートパソコン )台

F2. 初設置年 )年

F3. 一日平均使用 1. 1時間未満 1 

時間
2. 1"-'3 時間 2 

3. 3"-'5 時間 3 

4. 5"-'7 時間 4 

5. 7"-'10 時間 5 

6. 10 時間以上 6 

F3. 保有する冷蔵庫の状況について

Code 
1台目 1台目 1台目

①種類 1. デスクトップパソコン 1 1 1 

2. ノートパソコン 2 2 2 
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②購入状態 1. 新品 1 1 1 

2. 中古 2 2 2 

3. わからない 3 3 3 

③使用年数 1. 1年未満 1 1 1 

2. 1年以上 3 年未満 2 2 2 

3. 3 年以上 5 年未満 3 3 3 

4. 5 年以上 10 年未満 4 4 4 

5. 10 年以上 5 5 5 

6. わからない 6 6 6 

中古の ⑥中古 1. 新品の 75% 超の価格 1 1 1 

場合の 品購入 2. 新品の 50'"'-'75% 以下の価格 2 2 2 

み 時価格 3. 新品の 25'"'-'50% 以下の価格 3 3 3 

4. 新品の 25% 以下の価格 4 4 4 

5 譲り受けた・無料 5 5 5 

⑤購入 4. 中古品専門庖 1 1 1 

ノレート 2. インターネットオークション 2 2 2 

3. 親類や知人から 3 3 3 

4. その他(具体的に書いてもらう) 4 4 4 

G. 製品買替・廃棄時の選択及び今後の購入予定

G 1.以下の家電製品を次回買い替える際，そのきっかけとして考えられる項目を回答例を

参考にお答えください.※当該製品を保有していない場合は回答せず， G2 にお進みくださ

い。(回答例.使っている製品が壊れた，古くなった，上位機種への買い替え，魅力的な新製品

が発売されたなど)

エアコン

T V  

冷蔵庫

洗濯機

パソコン

G2. 新たに購入する際に最も重要視する事柄を下の選択肢の中からお選びください. (0 は

いくつでも)

G3. 家電品目ごとの買い替え経験の有無をお答え下さい.

G4. 買い替え時点での買い替え前製品の使用年数を選択肢の中からお選び下さい.

G5. エアコン，冷蔵庫，テレビ，洗濯機を新製品に買い替えた場合，それまで使用してい

た製品の取り扱いに最も近いものをお答えください. (0 は一つだけ)

G6.G5 に関連して，そのような選択をした理由はなぜですか

冷蔵庫

G2. 最重 |1. 価格

要視項目 12. 消費電力(燃費)

3. 多機能性

ノミソコン
官

i
-
q
h

一円。
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4. デザイン 4 4 4 4 4 

5. 新品かどうか 5 5 5 5 5 

6. サイズ(画面サイ 6 6 6 6 6 

ズ，容量の大きさ)

7. 省スペース性 7 7 7 7 7 

8. 動作音の静かさ 8 8 8 8 8 

9. 馬力(排気量) 9 9 9 9 

10. 画質 9 10 

11. 音響性能 10 11 

12. その他 10 10 11 10 12 

13. わからない' 11 11 12 11 13. 

G3. 買い 1. あり 1 1 1 1 1 

換えの経験 2. なし 2 2 2 2 2 

3. わからない 3 3 3 3 3 

G4. 買い 1. 3 年未満 1 1 1 1 1 

替え前製品 2. 3 年以上 5 年未満 2 2 2 2 2 
の買い替え 3. 5 年以上 7 年未満 3 3 3 3 3 
時使用年数 4. 7 年以上 10 年未 4 4 4 4 4 

満

5 10 年以上 13 年未 5 5 5 5 5 

満

6 13 年以上 15 年未 6 6 6 6 6 
満

7 15 年以上 20 年未 7 7 7 7 7 

満

8 20 年以上 8 8 8 8 8 

G5. 買い 1. 新製品を購入した 1 1 1 1 1 

換えた場合 庖で引き取っても

の使用済み らう

製品の扱い 2. ごみとして廃棄 2 2 2 2 2 

3. 中古品として売却 3 3 3 3 3 

(回収・引き取り

業者への売却)

4. 2 台目として継続 4 4 4 4 4 

使用

5. 親類や知人に譲る 5 5 5 5 5 

6. わからない 6 6 6 6 6 

G6.G5 の 1. 安価だから 1 1 1 1 1 

理由 2. 簡易だから 2 2 2 2 2 

3. 政策ルールに則る 3 3 3 3 3 

ため

4. 特に理由なし 4 4 4 4 4 

5. その他 5 5 5 5 5 

6. わからない 6 6 6 6 6 

G7. 政策 1. 政策に従って処理 1 1 1 1 1 

XXll 



により使用 する

済み製品の 2. 政策の指定買取価 2 2 2 2 2 
扱いが定め 格の方が回収業者

られた場合 より高い場合は従
の対応 フ

3. わからない 3 3 3 3 3 

G8. 現在持って日昼家電製品・自動車・バイク等の中で，現在新しいものに買い換えたい

と考えているものを，回答例を参考に，優先順位の高い順に最大 3 つまでお答えください。

(回答例.パソコン，自動食器洗い機，床暖房，オートパイなど)

買い替えを希望しているもの

No.l: 

No.2: 

No.3: 

G9. また逆に混声持っていない家電製品・自動車・バイク等の中で，今後購入したいと考

えているものを，優先順位の高い順に最大 3 つまでお答えください。

新規購入希望しているもの

No.l: I 

No.2: I 

No.3: I 

- 改訂箇所一覧

【G9] 選択肢の最小所得が 1000 元以下だ、ったものを細分化。

【B3] ②時間帯区分を簡略化。

【B4] ④⑤追加(以下，【 C4] ⑤⑥，【D3] ④⑤，【E3] ④⑤も同様)

[El] 有無を尋ねていたものを台数に変更。

[E3] コインランドリーの使用頻度を尋ねる項目を削除。

【F] 追加。

[G4] 追加。

【G7 】追加。
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以上。






